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また，「立法例」という際には，上記モデル法も含むものとする。 



 

第１ 債権の目的 

１ 総論 

   債権の目的に関する一連の規定（民法第３９９条から第４１１条まで）につ

いては，後記２から７までのような問題点が指摘されているが，これらのほか，

債権の目的の見直しに当たって，どのような点に留意する必要があるか。 

 

（参考・現行条文） 

○（債権の目的）  

民法第３９９条 債権は、金銭に見積もることができないものであっても、その目的とす

ることができる。  

○（特定物の引渡しの場合の注意義務）  

民法第４００条 債権の目的が特定物の引渡しであるときは、債務者は、その引渡しをす

るまで、善良な管理者の注意をもって、その物を保存しなければならない。  

○（種類債権）  

民法第４０１条 債権の目的物を種類のみで指定した場合において、法律行為の性質又は

当事者の意思によってその品質を定めることができないときは、債務者は、中等の

品質を有する物を給付しなければならない。  

２ 前項の場合において、債務者が物の給付をするのに必要な行為を完了し、又は債

権者の同意を得てその給付すべき物を指定したときは、以後その物を債権の目的物

とする。  

○（金銭債権）  

民法第４０２条 債権の目的物が金銭であるときは、債務者は、その選択に従い、各種の

通貨で弁済をすることができる。ただし、特定の種類の通貨の給付を債権の目的と

したときは、この限りでない。  

２ 債権の目的物である特定の種類の通貨が弁済期に強制通用の効力を失っている

ときは、債務者は、他の通貨で弁済をしなければならない。  

３ 前二項の規定は、外国の通貨の給付を債権の目的とした場合について準用する。

民法第４０３条 外国の通貨で債権額を指定したときは、債務者は、履行地における為替

相場により、日本の通貨で弁済をすることができる。  

○（法定利率）  

民法第４０４条 利息を生ずべき債権について別段の意思表示がないときは、その利率

は、年五分とする。  

○（利息の元本への組入れ）  

民法第４０５条 利息の支払が一年分以上延滞した場合において、債権者が催告をして

も、債務者がその利息を支払わないときは、債権者は、これを元本に組み入れるこ

とができる。  

○（選択債権における選択権の帰属）  

民法第４０６条 債権の目的が数個の給付の中から選択によって定まるときは、その選択
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権は、債務者に属する。  

○（選択権の行使）  

民法第４０７条 前条の選択権は、相手方に対する意思表示によって行使する。  

２ 前項の意思表示は、相手方の承諾を得なければ、撤回することができない。  

○（選択権の移転）  

民法第４０８条 債権が弁済期にある場合において、相手方から相当の期間を定めて催告

をしても、選択権を有する当事者がその期間内に選択をしないときは、その選択権

は、相手方に移転する。  

○（第三者の選択権）  

民法第４０９条 第三者が選択をすべき場合には、その選択は、債権者又は債務者に対す

る意思表示によってする。  

２ 前項に規定する場合において、第三者が選択をすることができず、又は選択をす

る意思を有しないときは、選択権は、債務者に移転する。  

○（不能による選択債権の特定）  

民法第４１０条 債権の目的である給付の中に、初めから不能であるもの又は後に至って

不能となったものがあるときは、債権は、その残存するものについて存在する。 

２ 選択権を有しない当事者の過失によって給付が不能となったときは、前項の規定

は、適用しない。  

○（選択の効力）  

民法第４１１条 選択は、債権の発生の時にさかのぼってその効力を生ずる。ただし、第

三者の権利を害することはできない。 

 

２ 債権の目的（民法第３９９条） 

民法第３９９条は，債権の目的について金銭での評価可能性を必要としない

旨を規定するところ，同条については，当然のことを確認的に規定したにすぎ

ず，実務的な意義も乏しいため，削除すべきであるという考え方があるが，ど

のように考えるか。 

 

（参考・現行条文） 

○（債権の目的）  

民法第３９９条 債権は、金銭に見積もることができないものであっても、その目的とす

ることができる。 

 

（補足説明） 

民法第３９９条の立法趣旨は，旧民法において，債権の目的が金銭での評価可能性

を有するものを法的な債権と認め，その目的が金銭での評価可能性を有さないものを

自然債務とする旨定められていたため，このような旧民法の立場を否定することを明

らかにするものとされている。 
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同条については，金銭での評価可能性のないものを目的とする債権も法的拘束力を

有し得るという点に争いのない現代においては，当然のことを確認的に規定したもの

にすぎず，実務的な意義も乏しいため，削除すべきであるという考え方があるが，ど

のように考えるか。 

 

３ 特定物の引渡しの場合の注意義務（民法第４００条） 

民法第４００条については，特定物の引渡しを目的とする債権（特定物債権）

における保存義務の内容は当該債権の発生原因である契約等の法律関係の内容

や性質によって決せられるところ，「善良な管理者の注意」という文言では，保

存義務の内容が契約等の個別具体的な債権発生原因から離れて客観的に定まる

という誤解を生じさせ得るなどの指摘がされている。 

そこで，特定物債権の保存義務の内容は，その債権の発生原因の性質等によ

って定まる旨の規定を設けるべきであるという考え方があるが，どのように考

えるか。 

 

（参考・現行条文） 

○（特定物の引渡しの場合の注意義務）  

民法第４００条 債権の目的が特定物の引渡しであるときは、債務者は、その引渡しをす

るまで、善良な管理者の注意をもって、その物を保存しなければならない。  

 

（補足説明） 

 民法第４００条は，特定物の引渡しを目的とする債権（特定物債権）における引渡

しまでの間の特定物の保存義務の内容について，「善良な管理者の注意をもって」保存

すべき旨を定める。この「善良な管理者の注意」の具体的内容は，その文言上必ずし

も明確ではないが，一般には，債務者の職業，その属する社会的・経済的な地位など

において一般に要求されるだけの注意等と説明され，客観的・一般的な基準であると

理解されている。 

しかし，同条は，任意規定であるところ，債権における債務者の保存義務の内容は，

当該債権の発生原因となる契約等の内容や性質等によって個別具体的に決せられるの

であるから，実際に同条が適用される場面は乏しく，その意義は少ないなどと指摘さ

れている。 

そこで，このように意義の少ない同条を維持した場合，特定物債権の保存義務の内

容は，契約等の個別具体的な債権発生原因から離れて客観的・一般的に定まると誤解

されるおそれがあるとして，同条の内容を，特定物債権の保存義務の内容は，契約等

の債権発生原因によって定まる旨に改めるべきであるという考え方がある。 

具体的な立法提案としては，「契約および目的物の性質に従って定まる方法によって

保管しなければならない」などと規定することを提案するものがある（参考資料１［検

討委員会試案］・１２５頁）。もっとも，この立法提案は，契約債権を念頭に置いたも
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のであるところ，法定債権については，別途「当該保管を基礎付ける規範により定ま

る方法」等の表現を用いた規定を設けることを示唆している。 

これに対し，「善良な管理者の注意」という文言の下でも，まずは契約等の個別具体

的な解釈によって保存義務の内容が定まると解することは可能であり，その上で，当

事者の合理的な意思を示す補充的・一般的規定として「善良な管理者の注意をもって

物を保存」すべき義務を定めることに意義があるとして，同条を維持すべきであると

いう考え方もある。 

これらの考え方について，どのように考えるか。 

なお，同条の内容を，特定物債権の保存義務の内容は契約等の債権発生原因によっ

て定まる旨に改めるべきであるという考え方は，契約各則において，各典型契約の類

型に応じた一般的な義務の水準を示す規定を設けることを妨げないとしている（後記

（関連論点），寄託に関する部会資料１７－１第６，４（２５頁）参照）。 

 

  （関連論点）贈与者の保存義務の特則 

   特定物の引渡しを目的とする贈与の贈与者には，民法第４００条により，目的物の

保存について善管注意義務が課せられている。しかし，この点については，無償で財

産移転義務を負う贈与者の保存義務の程度と，有償で同様の義務を負う売主の保存義

務の程度を同列に扱うことは贈与者に酷であり，妥当ではないとの批判がされている。

また，贈与は，しばしば親密な関係において締結されるため，類型的に，契約におい

て贈与者の目的物の保存義務の程度が定められることが少なく，贈与者の保存義務の

程度を一般的に規定する必要性が認められるとの指摘もされている。 

   そこで，贈与者の目的物の保存義務については，無償寄託の受託者の保管義務につ

いて「自己の財産に対するのと同一の注意をもって，寄託物を保管する義務を負う」

と定める民法第６５９条をも参照しつつ，贈与者は自己の財産に対するのと同一の注

意義務をもって保存すべき旨を規定すべきであるという考え方があるが，どのように

考えるか。 

 

４ 種類債権の目的物の品質（民法第４０１条第１項） 

 民法第４０１条第１項は，債権の目的物を種類のみで指定した場合における

給付すべき目的物の品質について，法律行為の性質及び当事者の意思によって

定められないときに適用される補充規定であるところ，同項については，種類

債権の目的物の品質は，契約の解釈によって定まるため，存在意義が乏しく，

削除すべきであるという考え方があるが，どのように考えるか。 
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（参考・現行条文） 

○（種類債権）  

民法第４０１条 債権の目的物を種類のみで指定した場合において、法律行為の性質又は

当事者の意思によってその品質を定めることができないときは、債務者は、中等の

品質を有する物を給付しなければならない。  

２ （略） 

 

（補足説明） 

種類債権とは，一定の種類に属する物の一定量の引渡しを目的とする債権を言う。 

民法第４０１条第１項は，種類債権の目的物の品質を法律行為の性質や当事者の意

思によって定めることができない場合に適用される補充規定とされているが，その立

法当時から不要論があった。すなわち，合意又は取引で定めておかなかったならば権

利者が損をするのは当然であるとか，債権の目的は債務者の行為であり，その行為を

「種類」という形で限定した以上，債務者がその範囲内で選択できるのは当然であり，

これを限定したければ合意をすればよいとか，あえて「中等」などと定めると，何が

「中等」かで争いが生ずるなどといった不要論である。また，現代においても，種類

債権の目的物の品質については，当事者の意思や取引慣行，契約の性質等を考慮した

契約の解釈によって定まるのであり，これに委ねれば足りるとして，その存在意義に

疑問を呈する見解がある。 

そこで，種類債権の目的物の品質の特定は，契約の解釈に委ねれば足り，民法第４

０１条第１項は削除すべきであるという考え方がある。この考え方は，仮に同項を存

置する場合でも，債権編の冒頭に置く必然性はなく，契約の解釈の一基準と位置付け

れば足りるとしている。 

このような考え方について，どのように考えるか。 

なお，法定債権については，そもそも種類物を目的とする債権の発生を想定し難い

とも思われるが，仮に種類物を目的とする債権が発生した場合でも，この考え方によ

れば，当該法定債権の発生原因の内容・性質により目的物の品質を特定することにな

るものと考えられる。 

   

５ 種類債権の目的物の特定（民法第４０１条第２項） 

民法第４０１条第２項については，これを存置することを前提に，以下のよ

うな立法提案が示されているが，それぞれどのように考えるか。 

  ① 債権者と債務者の合意によっても種類債権の目的物の特定が生ずることに

争いはないが，明文規定がないため，これを明文化すべきではないか。 

  ② 判例は，種類債権の目的物が特定した後であっても，特別の事情がない限

り，債務者がその目的物を同種同量の別の物に変更することを認めている（変

更権）。そこで，債権者の利益を害さないことなどの一定の要件の下で，債務

者の変更権を明文化すべきではないか。 
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（参考・現行条文） 

○（種類債権）  

民法第４０１条 債権の目的物を種類のみで指定した場合において、法律行為の性質又は

当事者の意思によってその品質を定めることができないときは、債務者は、中等の

品質を有する物を給付しなければならない。  

２ 前項の場合において、債務者が物の給付をするのに必要な行為を完了し、又は債

権者の同意を得てその給付すべき物を指定したときは、以後その物を債権の目的物

とする。   

 

  （補足説明） 

  １ 民法第４０１条第２項の存在意義 

    民法第４０１条第２項は，種類債権における目的物の特定（特定集中）の要件を

定めるところ，同項については，これを存置する必要があるかが問題となり得る。

すなわち，具体的事案において，いかなる場合に「債務者が物の給付をするのに必

要な行為を完了し」た，あるいは，「その給付すべき物を指定した」と認められるか

は，結局，債務者がいかなる内容の債務を負担したかという契約解釈に委ねられる

ため，同項の存在意義は乏しいとも考えられるからである。 

    もっとも，同項については，これを存置すべきであるという考え方が示されてい

る。その理由としては，判例が，不特定物売買の所有権移転時期について，特段の

事情のない限り，特定があった時に移転すると判示しているため（最判昭和３５年

６月２４日民集１４巻８号１５２８頁，最判昭和４４年１１月６日判時５７９号４

９頁），同項には，不特定物売買における所有権移転時期を画するという物権法上の

機能があることが指摘されている。また，既に「債務者が物の給付をするのに必要

な行為」の具体的内容に関しては，持参債務について現実の提供が必要としたもの

（大判大正８年１２月２５日民録２５輯２４００頁），取立債務について口頭の提供

では足りないとしたもの（最判昭和３０年１０月１８日民集９巻１１号１６４２頁），

送付債務について目的物送付の準備だけでは足りないとしたもの（最判昭和４７年

５月２５日）等，判例の蓄積があるため，同項を存置する方が実務における思考経

済上の有用性が高いことも指摘されている。 

  ２ 特定集中の要件の明確化 

    種類債権の目的物は，債権者と債務者の合意によっても特定するという点につい

ては争いがないが，民法には，その旨の規定がない。この点については，当然のこ

とであってあえて明文規定を置く必要はないとする考え方がある一方で，これを明

文化すべきという考え方もあるが，どのように考えるか。 

  ３ 債務者の変更権 

    種類債権の目的物が特定した場合，債務者は，原則として，特定した物を善良な

る管理者の注意をもって保存し，その特定した物を債権者に引き渡さなければなら
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ないとされている。しかし，判例は，種類債権の目的物が特定した後であっても，

債務者が，特定された目的物を，同種同量の別の物に変更すること（変更権）を認

めている（大判昭和１２年７月７日民集１６巻１１２０頁）。また，学説上も，売主

が目的物を一度提供し特定が生じたが，買主が受領を拒絶したため，取引の必要上

その目的物を他に売却し，直ちに同種同量の物を準備する場合等，変更権を認める

ことが望ましい場面がある上，買主が最初に特定した物の引渡しを請求することに

正当な利益を有さない場合に，その請求を認めるべきではないなどとして，債務者

の変更権を認める見解が多い。債務者の変更権を認めた場合，債務者は，自らの責

めに帰すべき事由により特定した目的物を滅失・損傷させたときでも，変更権の行

使によって損害賠償責任を免れ得るなどとされている（債権者の解除権との関係に

ついては，追完権と解除権の関係と同様に考え得る。）。 

    そこで，債権者の利益を害さないことなどの一定の要件の下で，債務者の変更権

について明文規定を置くべきであるという考え方がある。 

具体的な立法提案としては，「種類債権において，給付すべき物が前項の規定によ

り特定したときは，以後，債務者は，前条の特定物債権の債務者と同様の義務を負

う。ただし，債権者の利益を害しない限り，債務者は他の同種の物を給付すること

ができる。」とするものがある（参考資料２［研究会試案］・１６４頁）が，どのよ

うに考えるか。 

  ４ 瑕疵ある物による特定集中 

    種類物の特定に関しては，一般に，瑕疵ある物により特定が生じ得るかという点

が問題とされるが，この論点は，瑕疵担保責任の法的性質論と密接な関連性がある

ものとして議論されている（部会資料１５－１第２，２(1)（２頁）参照）。 

 

  （関連論点）種類物贈与の特定に関する特則 

   種類物贈与の特定についても，種類物の給付を目的とする有償契約と同様，民法第

４０１条第２項が適用されている。したがって，贈与者がその意思のみで目的物を特

定するためには，契約において指定権が与えられている必要がある。 

しかし，このように無償契約に同項を適用することについては，有償契約と無償契

約の差異を十分に考慮していないとの指摘がある。特に，贈与については，贈与者の

受贈者に対する恵与の意思をもって行われることが多く，贈与契約の内容決定に主導

的な役割を果たすのは贈与者であることが多いことなどを考慮すれば，その契約の性

質上，贈与者は当然に目的物を指定する権利を有するものと解すべきであるという指

摘がされている。 

そこで，種類物贈与については，贈与者は，当然に目的物を指定する権利を有する

旨の規定を置くべきであるという考え方があるが，どのように考えるか。 

 

６ 法定利率（民法第４０４条） 

民法第４０４条は，法定利率を年５分と定めているところ，近時，市場金利

との乖離が著しく，固定的な数値で利率を定めること（固定利率制）には合理
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性がないとの指摘がされている。 

そこで，法定利率を合理的な水準に保つため，市場金利の動向等に連動して

法定利率も変動するような枠組み（変動利率制）を採用すべきであるという考

え方があるが，どのように考えるか。 

また，仮に変動利率制を採用する場合には，基準とすべき金利の選択方法や

変動の周期・頻度等を決定する必要があるが，その決定に当たり，どのような

点に留意する必要があるか。 

 

（参考・現行条文） 

○（法定利率）  

民法第４０４条 利息を生ずべき債権について別段の意思表示がないときは、その利率

は、年五分とする。 

○（利息の元本への組入れ）  

民法第４０５条 利息の支払が一年分以上延滞した場合において、債権者が催告をして

も、債務者がその利息を支払わないときは、債権者は、これを元本に組み入れるこ

とができる。  

○（金銭債務の特則）  

民法第４１９条 金銭の給付を目的とする債務の不履行については、その損害賠償の額

は、法定利率によって定める。ただし、約定利率が法定利率を超えるときは、約定

利率による。  

２ 前項の損害賠償については、債権者は、損害の証明をすることを要しない。  

３ 第一項の損害賠償については、債務者は、不可抗力をもって抗弁とすることがで

きない。 

○（商事法定利率）  

商法第５１４条 商行為によって生じた債務に関しては、法定利率は、年六分とする。 

 

  （補足説明） 

  １ 立法経緯等 

    民法は，法定利率を年５分と定めている（同法第４０４条）。法定利率は，契約に

よる利率の定めが明らかでない場合と，利息が法律の規定によって発生する場合に

適用される。後者の例としては，金銭債務の不履行における損害賠償があり（同法

第４１９条第１項），これによって，不法行為による損害賠償請求権等の法定債権の

遅延損害金は法定利率に基づくこととなる。 

    同条の起草者は，法定利率を年５分と定めた理由について，「法定利率ト云フモノ

ハ其國デ金ヲ融通致シマスルニ付テ一番普通ノモノ即チ普通ノ融通ノ利率デナケレ

バナラヌト云フコトハ往々人ノ謂フテ居ル所デゴザイマスルガ我國ニ於テ今ノ普通

ノ利率ハ幾ラデアルカト言ヘバ則チ五分デアリマス」と説明しており，当時の通常

の金利に基づき法定利率を年５分と定めたものとしている。もっとも，起草者は，「経

済上ノ変動等ハ孰レノ國ニモアルコトデアリマスカラ此後此箇條丈ケガ変ワルト云
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フコトガアルカモ分カリマセヌ」とも説明しており，経済変動に応じて法定利率の

みを改正する必要があり得ることにも言及している。 

  ２ 検討課題 

    法定利率については，固定的な数値によって利率を定めている点（固定利率制）

に批判がある。すなわち，市場金利が低金利で推移する現状においては，法定利率

が市場金利を大幅に上回っているため，利息について当事者間の約定がないなどの

理由により法定利率が適用される場合には，債権者にとって市場金利より相当有利

な利率が適用されることになり，結果として，金銭債権の通常の運用益以上の利益

を債権者に認めることとなるため，当事者の公平を害する場合がある。一方で，市

場金利が法定利率を上回った場合には，債務者は，弁済資金を調達するために融資

を受けるよりは，債務の履行を遅滞した方が有利となり，債務の支払遅延を招くお

それがあるなど，この場合も当事者の公平を害する場合がある。 

    そこで，頻繁な法改正を要せずに法定利率を合理的な水準に保つための工夫とし

て，市場金利の動向等に連動して法定利率も変動するような枠組み（変動利率制）

を採用すべきであるという考え方がある。 

    仮に，変動利率制を採用する場合には，まず，①連動させる指標として，どのよ

うな市場金利等を採用すべきか，②その指標に基づく基準金利の算出方法（ある一

定時点の利率をそのまま採用するか，ある一定の期間内の平均利率を基準とするか，

ある一定時点の利率に一定の加算や一定の割合を乗ずるかなど）が問題となる。 

また，具体的な変動の枠組みとして，③法定利率を変動させる頻度・回数（例え

ば，半年に１回，１年に１回等），④法定利率を変動させるか否かの運用基準（基準

金利の変動をそのまま反映させるか，基準金利について一定の水準を超える変動が

あった場合に限って法定利率を変動させるかなど）が問題となる。 

さらに，⑤変動性の法定利率に基づき継続的に利息又は遅延損害金が発生してい

る途中で利率が変動した場合の処理（元本債権や利息債権等の発生時における利率

が適用され続けるのか，法定利率の変動に応じて適用される利率が変わるのか）と

いった点についても，変動利率制を採る場合にはあらかじめ検討する必要がある。 

変動利率制を採用するとした場合には，以上のような細目的な諸問題について検

討を深めていく必要があるが，これらの検討に当たって留意すべき点としては，ど

のようなものが考えられるか。 

    なお，民法の法定利率を変動利率制に改めるに当たっては，同様に固定利率制を

採用する商事法定利率（商法第５１４条）との整合性に留意する必要がある。 

 

  （関連論点） 

  １ 金銭債権の遅延損害金を算定する利率について 

    法定利率は，金銭債権の不履行における損害賠償額の算定に適用されるところ（民

法第４１９条），法定利率を変動利率制に改め，市場金利と連動させた場合，債務者

にとって遅延損害金の負担と債務の弁済資金を調達するための利息負担が等価とな

り，結果として，債務の支払遅延を招くおそれがあるとの指摘がある。諸外国の立
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法例においても，支払遅延を防止するため，金銭債務の遅延損害金の算定について，

法定利率に一定の数値を加算するなどの規定を設ける例が見られる。 

そこで，金銭債務における遅延損害金の算定に適用される利率については，法定

利率に一定の加算をし，あるいは，一定の割合を乗ずるなどして，法定利率よりも

高い利率とすべきであるという考え方があるが，どのように考えるか。また，この

ような考え方を採用する場合，具体的にどのような計算方法を採用すべきか。 

 

  ２ 中間利息控除について 

    将来取得されるはずの純利益の損害賠償の支払が，現在の一時点において行われ

る場合には，支払時から将来取得されるべき時点までの運用益を控除する必要があ

る（中間利息控除）とされているが，民法には，中間利息控除に関する規定は置か

れていない。 

中間利息控除の問題は，本来的には，損害賠償額の算定方法固有の問題であって，

必ずしも法定利率の問題ではないが，判例が，生命侵害における損害賠償額の算定

において，法的安定及び統一的処理の必要性，被害者相互間の公平の確保，損害額

の予測可能性による紛争予防等の観点から，「控除すべき中間利息の割合は，民事法

定利率によらなければならない」としている（最判平成１７年６月１４日民集５９

巻５号９８３頁）ことなどから，法定利率との関連で議論されている（なお，民事

執行法第８８条第２項，破産法第９９条第１項第２号等は，将来の請求権を法定利

率による中間利息の控除によって現在価額に換算する旨を規定している。）。 

    このように中間利息控除に法定利率を用いることについては，市場金利が法定利

率よりも低金利で推移している近年においては，市場金利よりも大きな利率をもっ

て賠償額を控除してしまう点で，適切な運用益の控除を実現できず不合理であると

批判されており，この不合理性は，数十年という長期にわたる逸失利益の算定を必

要とすることの多い人身損害に関して特に顕著となるとの指摘もされている。 

    もっとも，仮に法定利率を変動利率制に改める場合においても，市場金利がその

時々の経済状況に応じて変動することに照らせば，賠償時における市場金利に連動

して定まる利率が，将来の長期間にわたる運用益を適切に反映する基準となり得る

かについては疑問があるとの指摘がされている。 

    そこで，中間利息控除及び逸失利益の算定については，①中間利息控除に法定利

率を用いる判例が存在することを前提に，控除に用いるのに適した利率を別に法定

する考え方と，②逸失利益の算定から法定利率を切り離し，損害賠償額の算定方法

の在り方そのものを検討する考え方が示されている。 

    まず，①の考え方として，人身損害に関する逸失利益の算定について，その不合

理性を可及的に緩和するため，長期間にわたる利率変動を平準化したもの（例えば，

基準金利の過去４０年分の平均）を別に法定しておき，中間利息控除を行う場合に

はこれによるものとすべきであるという考え方が示されている（参考資料１［検討

委員会試案］・１２７頁）。 

これに対し，②の考え方として，賠償方法を一時払とすることが多い現在の実務
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慣行を改める観点から，民法上，定期金による支払の規定を設け，中間利息控除に

よる不合理性を回避しようとする考え方もある。具体的な立法提案として，不法行

為による損害賠償について，「裁判所は、被害者からの申立てに基づき相当と認める

ときは、定期金で支払うことを命じることができる。この場合において、裁判所は、

被害者からの申立てに基づき相当の担保の提供を併せて命じることができる。」と規

定すべきとするものがある（参考資料２［研究会試案］・２２９頁）。また，法定利

率による中間利息控除は，法定利率が本来適用される場面ではないのであるから，

不法行為における損害賠償の在り方の問題として，保険制度も考慮しつつ検討すべ

き問題であるとの指摘もある。 

いずれの考え方を採用する場合においても，現時点では判例や実務上の運用・解

釈に委ねられている逸失利益の算定方法について，立法により一定の枠組みを設け

ることになるため，特に不法行為法に与える影響の大きさに留意する必要があるこ

とが指摘されている。 

    これらの考え方について，どのように考えるか。 

 

  ３ 利息の定義  

    利息という用語については，基本的な法律概念であるにも関わらず，民法上，何

ら定義規定が置かれていない。そこで，利息の意味を明らかにする観点から，その

定義規定を置くべきという考え方がある。もっとも，民法上，利息は多義的に用い

られている。例えば，同法第４９１条の「利息」には遅延損害金も含むという見解

があり，同法第５７５条第２項の「代金の利息」の性質については，これを遅延損

害金とする見解が多く，また，同法第３７５条第１項の「利息その他の定期金」に

ついては，これに遅延損害金が含まれるかが議論され，別途，遅延損害金に関する

第２項を追加する改正がされたという経緯がある。 

これらの点を踏まえて，利息の定義規定を設けるという考え方について，どのよ

うに考えるか。 

 

（比較法） 

○ドイツ 

民法第２４６条（法定利率） 

債務が法律もしくは法律行為に基づいて利息を付されるべき場合には、別の定め

がない限り、年４％が支払われるべきである。 

民法第２４７条（基礎利率） 

(1) 基礎利率は３.６２％とする。これは、毎年１月１日と７月１日に、直前の基礎利

率変更以降の関係額の増加もしくは減少のパーセンテージ分、変更される。関係額

とは、当該半年の最初の暦日の直前の欧州中央銀行の主要借換え操作の利率である。

(2) ドイツ連邦銀行は、現行の基礎利率を前項第２文の日の後遅滞なく連邦公報で告

知する。 

民法第２８８条（遅延利息） 
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(1) 金銭債務は、遅滞の間、利息を付されるべきである。遅延利息は、基礎利率に年

５％を上乗せした額とする。 

(2) 消費者が参加していない法律行為においては、対価請求権についての利息は、基

礎利率に８％を上乗せした額とする。 

(3) 債権者は、異なる法律上の原因に基づいて、より高い利率を請求することができ

る。 

(4) 追加的損害の主張は、排除されていない。 

 商法第３５２条（法定利率） 

(1) 法定利息の額は、遅延利息の場合を除いて、双方的商行為においては年５％とす

る。そのような商行為から債務が利率を定めることなく利息を定めている場合にも

同様とする。 

(2) 本法典において利息支払義務がその額の定めなく規定されている場合には、その

義務に基づく利息は年５％と理解されるべきである。 

商法第３５３条 支払期日からの利息 

商人は、互いに、双方的商行為に基づく自己の債権について、支払期日から利息

を請求することができる。利息についての利息は、この規定を根拠としては請求す

ることができない。 

○フランス 

民法１９０７条 

(1) 利息は、法定または約定による。法定利息は、法律によって定められる。約定利

息は、法律がそれを禁止しないすべての場合について、法定の利息を超えることが

できる。 

(2) 約定利息の率は、書面で定めなければならない。 

民法１１５３条 

(1) 一定の金額の支払いに限られる債務においては、履行の遅滞から生じる損害賠償

は、法定利率による利息の支払命令にのみ存する。ただし、商事および保証に固有

の規定を妨げない。 

(2)～(4)（略） 

通貨金融法典Ｌ.３１３-２条 

(1) 法定利息の率は、すべての範囲において、暦年の期間について政令によって定め

られる。 

(2) その率は、当該暦年につき、直近１２カ月における各月の１３週物固定利率財務

省証券のオークションでの数理的利率の平均値の算術平均に一致する。 

 通貨金融法典Ｌ.３１３-３条 

(1) 裁判所の決定に基づく金銭の支払命令の場合において、裁判所の決定が強行可能

となった日から２か月が経過したときは、法定利息の率については５パーセントが

上乗せされる。 

(2) ただし、債務者または債権者の求めにより、債務者の状況を考慮して、履行を命

じる判決は、その上乗せから債務者を免れさせまたはその額を減じることができる。
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 商法Ｌ.４４１-６条第８項 

決済条件書は、適用条件について、および、負債がその日付以降に支払われた場

合に備えて計算書に記載された決済の日付に従った日から請求できる遅延損害金の

利率について、必ず明示しなければならない。法定利息の率の３倍未満の〔遅延損

害金の〕利率を定めることができるとする特別の規定がある場合を除いて、その利

率は、欧州中央銀行によって直近の借換え操作に適用された利率に１０パーセント

を加算した利率に一致する。遅延損害金は、通告を要することなく、要求すること

ができる。 

○イタリア民法 

 第１２８４条（利率） 

(1) 法定利息は、年〔１パーセント*〕の利率において定められる。国庫省は、利率に

関して前年の１２月１５日までにイタリア共和国官報によって公示される省令によ

って、１２か月以内における継続的な国家の総生産高の年平均およびその年におい

て記録されたインフレーション率に基づいて、毎年その基準を修正することができ

る。１２月１５日までに新たな利率の基準が定められないときは、翌年については

利率は変更されずに継続する。 

(2) 当事者がその基準を定めなかったときは、約定の利息は同一の利率において計算

される。 

(3) 法定の基準を超える利息は、書面によって定められなければならない。それに従

わないときは、利息は、法定の基準において負担される。 

*２００９年１２月４日の省令により、２０１０年１月以降の法定利率は１パー

セントと定められている。 

○ヨーロッパ契約法原則 

 ９：５０８条 金銭支払いの遅延 

(1) 金銭の支払が遅延したとき，被害当事者は，その額に対する弁済期から支払済み

までの利息を請求する権利を有する。この場合の利率は，支払地において契約上の

支払通貨に適用される普通銀行の短期貸出最優遇金利の平均利率とする。 

(2) 被害当事者は，その他の損害があるときは，本節に基づき賠償が可能なかぎり，

前項の損害に加えて，その賠償を請求することができる。 

○ユニドロワ国際商事契約原則 

 第７.４.９条（金銭の不払いに対する利息） 

(1) 債務者が弁済期に金銭の支払をしないときは，その不払いが免責されるか否かを

問わず，債権者は，弁済期から支払済みまでの，その額に対する利息を請求する権

利を有する． 

(2) 利率は，支払地において支払通貨に対して広く適用される，銀行による最優遇短

期貸出の平均的利率とし，そのような利率がその地に存在しないときは，支払通貨

の発行国における同様の利率とする．いずれの地にもそのような利率が存在しない

ときは，利率は支払通貨の発行国の法により定められた適切な利率によるものとす

る． 
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(3) 不払いにより，それ以上の損害が生じたときは，債権者は追加的な損害賠償を請

求する権利を有する． 

 

７ 選択債権（民法第４０６条から第４１１条まで） 

   選択債権の規定については，以下のような立法提案が示されているが，それ

ぞれどのように考えるか。 

  ① 第三者が選択権を行使した場合（民法第４０９条第１項）における選択の

意思表示の撤回の要件が条文上明らかでないことから，第三者による選択の

意思表示は，債権者及び債務者の承諾を得なければ撤回することができない

旨の規定を設けるべきではないか。 

  ② 選択の遡及効の制限を定める民法第４１１条ただし書は，適用されるべき

場面がなく無用の規定であるから，削除すべきではないか。 

 

（参考・現行条文） 

○（選択債権における選択権の帰属）  

民法第４０６条 債権の目的が数個の給付の中から選択によって定まるときは、その選択

権は、債務者に属する。  

○（選択権の行使）  

民法第４０７条 前条の選択権は、相手方に対する意思表示によって行使する。  

２ 前項の意思表示は、相手方の承諾を得なければ、撤回することができない。  

○（選択権の移転）  

民法第４０８条 債権が弁済期にある場合において、相手方から相当の期間を定めて催告

をしても、選択権を有する当事者がその期間内に選択をしないときは、その選択権

は、相手方に移転する。  

○（第三者の選択権）  

民法第４０９条 第三者が選択をすべき場合には、その選択は、債権者又は債務者に対す

る意思表示によってする。  

２ 前項に規定する場合において、第三者が選択をすることができず、又は選択をす

る意思を有しないときは、選択権は、債務者に移転する。  

○（不能による選択債権の特定）  

民法第４１０条 債権の目的である給付の中に、初めから不能であるもの又は後に至って

不能となったものがあるときは、債権は、その残存するものについて存在する。 

２ 選択権を有しない当事者の過失によって給付が不能となったときは、前項の規定

は、適用しない。  

○（選択の効力）  

民法第４１１条 選択は、債権の発生の時にさかのぼってその効力を生ずる。ただし、第

三者の権利を害することはできない。 
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  （補足説明） 

   選択債権の規定については，以下のような立法提案が示されているが，それぞれど

のように考えるか。 

  ① 民法第４０７条第１項の「前条の選択権」には，債務者が選択権を有する場合の

ほか債権者が選択権を有する場合も含まれることから，同条第２項は，一般に，債

権者あるいは債務者が選択権を行使した場合における選択の意思表示の撤回につい

て規定していると解されている。しかし，第三者が選択権を行使した場合（同法第

４０９条第１項）における選択の意思表示の撤回については，規定上明らかではな

い。そこで，法律関係を明確にする観点から，通説的見解に従い，第三者による選

択の意思表示は，債権者及び債務者の承諾を得なければ撤回することができない旨

の規定を設けるべきであるという考え方がある。 

  ② 民法第４１１条ただし書については，適用されるべき場面がなく無用の規定であ

るから削除すべきという考え方がある。すなわち，同条ただし書は，例えば，選択

債権の目的の一つである不動産が第三者に譲渡された後に，当該不動産が選択債権

の目的として選択されたような事例において，選択の遡及効により害され得る第三

者を保護することを念頭に置いた規定であると言われているが，このような第三者

との関係は，対抗要件具備の有無やその先後で決まるのであるから，同条ただし書

の適用場面はなく無用の規定であるという考え方である。 

    もっとも，同条ただし書については，上記のような二重譲渡事案における一定の

物権変動理論からは，特に譲受人双方が対抗要件を具備していない場面において機

能することがあり得るとの指摘もされている。二重譲渡の法的構成について，第一

譲受人への譲渡により譲渡人は無権利者となり，第二譲受人は無権利者からの譲受

人となるとする見解等の中には，対抗要件を具備していない譲受人双方の優先関係

について第一譲受人を優先させるとする見解があるが，このような前提に立つと，

同条ただし書が機能する場面があり得るとも考えられる。そのため，同条ただし書

を削除すべきであるという考え方については，そのことによる物権変動理論への影

響を考慮する必要があるという指摘もあるが，その点も含めて，上記考え方につい

て，どのように考えるか。 

    なお，無権代理行為の追認の遡及効を制限する民法第１１６条ただし書について

も，同様の観点から規定の存在意義について議論がされているが，同条ただし書に

ついては，本人の債権について無権代理人が弁済受領をした一方で，第三者が当該

債権を差し押さえて転付命令を得た後に，本人が無権代理行為を追認したような場

合に機能するとされている。同法第４１１条ただし書についても，現実的に機能し

得る場面がないかについて留意する必要がある。 

 

第２ 事情変更の原則 

１ 事情変更の原則の明文化の要否 

   民法は，事情変更の原則（契約締結後その基礎となった事情が，当事者の予

見し得なかった事実の発生により変更し，このため当初の契約内容に当事者を
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拘束することが極めて苛酷となった場合に契約の解除や改訂を認める法理）に

ついて明文規定を置いていないが，判例は，これを認めており，既に一般的な

法理として確立しているとされている。要件については，後記２記載のとおり，

判例が採用する要件が整理されている上，効果については，後記３記載のとお

り，解除が認められることに争いはなく，契約改訂権等については議論がある

ものの，これを認める学説が有力であるとされており，複数の裁判例が契約改

訂を認めている。 

   そこで，これらの裁判例の傾向や，これを前提とした要件論及び効果論の議

論を踏まえて，事情変更の原則を明文化すべきであるという考え方があるが，

どのように考えるか。 

 

  （補足説明） 

 事情変更の原則とは，一般に，契約締結後その基礎となった事情が，当事者の予見

し得なかった事実の発生により変更し，このため当初の契約内容に当事者を拘束する

ことが極めて苛酷となった場合に契約の解除や改訂を認める法理をいう。伝統的には

信義則の適用例として説明されることが多い。 

 民法は，事情変更の原則の明文規定を置いていないが，判例は，古くから事情変更

の原則の存在を認めており（最判昭和２６年２月６日民集５巻３号３６頁，最判昭和

２９年２月１２日民集８巻２号４４８頁，最判昭和３０年１２月２０日民集９巻１４

号２０２７頁，最判平成９年７月１日民集５１巻６号２４５２頁等），既に一般的な法

理として確立しているとされている。   

また，判例は，一般に，事情変更の原則の適用については消極的であると評されて

いるが，適用を肯定して解除を認めた古い判例が存在する上（大判昭和１９年１２月

６日民集２３巻６１３頁），下級審裁判例においては，解除を認めたものが相当数あり，

契約改訂を認めたものも複数存在している（大阪高判昭和５３年１１月２９日判時９

２４号７０頁，仙台高判昭和３３年４月１４日下民集９巻４号６６６頁，神戸地判伊

丹支部昭和６３年１２月２６日判時１３１９号１３９頁等）。 

そこで，これらの裁判例の傾向を踏まえて，事情変更の原則についての明文規定を

設けるべきであるという考え方がある。事情変更の原則の明文化の検討に当たっては，

いかなる要件の下で，どのような効果を認めるかが問題となるため，後記２及び３記

載の要件論及び効果論の議論に留意する必要があるが，それも踏まえ，明文規定を設

けるという考え方について，どのように考えるか。 

 

２ 要件論 

   事情変更の原則の要件は，一般に，次のように整理されており，判例も古く

からこの整理に従った判断を重ねているとされている。 

① 契約成立当時にその基礎とされていた事情が変更したこと 

② 契約締結当時に当事者が事情の変更を予見できなかったこと 

③ 事情の変更が当事者の責めに帰することのできない事由により生じたこと 
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④ 事情変更の結果，当初の契約内容に当事者を拘束することが信義則上著し      

く不当と認められること 

 そこで，事情変更の原則の要件については，判例が採用する上記要件を踏ま

えて規定すべきであるという考え方があるが，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

１ 判例が採用する要件 

事情変更の原則の要件については，一般に，以下のように整理されている。 

① 契約成立当時にその基礎とされていた事情が変更したこと 

② 契約締結当時に当事者が事情の変更を予見できなかったこと 

③ 事情の変更が当事者の責めに帰することのできない事由により生じたこと 

④ 事情変更の結果，当初の契約内容に当事者を拘束することが信義則上著しく不

当と認められること 

判例も，古くから，これらの要件を前提に判断を重ねているとされる。例えば，

前記最判昭和２９年２月１２日は，「事情の変更により契約当事者に契約解除権を認

めるがためには，事情の変更が信義衡平上当事者を該契約によって拘束することが

著しく不当と認められる場合であることを要する」などと判示しており（前記最判

昭和３０年１２月２０日等も同旨），また，前記最判平成９年７月１日は，「契約締

結後の事情の変更が，当事者にとって予見することができず，かつ，当事者の責め

に帰することのできない事由によって生じたものであることが必要」と判示するな

ど，多くの判例及び下級審裁判例がこの要件を採用していると言われている。 

  そこで，事情変更の原則の要件については，判例が採用する上記要件を踏まえて

規定すべきであるという考え方がある。 

なお，帰責事由に関する③の要件については，債務不履行による損害賠償や債務

不履行解除の要件としての帰責事由を見直す考え方との整合性に留意する必要があ

る（部会資料５－１第２，３(2)（５頁）・第３，３（１３頁）参照）。また，このよ

うな観点に加えて，④は事情変更の原則を支える思想を表すものであって，同原則

の具体的適用要件を表す①から③までと同列に扱うのは適当でないとの観点から，

ヨーロッパ契約法原則やユニドロワ国際商事契約原則の規定ぶりを参考に，これら

の関係を理解すべきであるという指摘もある。 

２ 立法提案 

    立法提案には，前記要件を比較的直截に明文化しようとするものが多い（参考資

料２［研究会試案］・２３５頁，「履行障害」能見善久（「債務法改正の課題と方向－

民法 100 周年を契機として－」別冊ＮＢＬ５１号）・１３６頁，「事情変更の原則の

立法をどう考えるか」五十嵐清（「民法改正を考える」椿寿夫・新美育文・平野裕之・

河野玄逸編，日本評論社）・２７２頁）。 

    これに対し，前記要件のうち，①の要件は，事情変更の原則の発動を制御する意

味内容が乏しく，③の要件は，②の要件と区別される機能を営んでおらず，重要な

機能を営んでいるのは②と④の要件であるとの裁判例分析のもと，①と④の要件及
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び②と③の要件をそれぞれ統合した要件を提案する立法提案もある（参考資料１［検

討委員会試案］・１５５頁）。 

    以上のような考え方について，どのように考えるか。 

３ 履行請求権の限界事由との関係 

前記判例が採用する要件のうち，④については，一般に，その具体的内容として

次の３つの類型があると整理されている。 

ａ）経済的不能： 戦争や大災害等の発生により，契約当事者の一方にとって契約

の履行が著しく困難になった場合。この場合でも，一応履行は可

能であるが，経済的にみて，一方当事者に契約どおりの履行を強

いることが苛酷と思われるものをいう。 

ｂ）等価関係の破壊： 双務契約における給付と反対給付の等価関係が，事情変更

により著しく破壊されて，契約の履行が当事者の一方にとっ

て無意味となる場合 

ｃ）契約目的の到達不能： 契約締結後，事情変更により，契約締結時に当事者が

達成しようとした契約の目的を達成できなくなった場合 

このうち，ａ）及びｂ）については，「履行不能」の解釈から導かれる履行請求権

の限界事由を，物理的不能に限らず法律的不能・社会的不能に拡大する考え方（部

会資料５－１第１，４（関連論点）１（２頁）参照）によるとした場合，履行請求

権の限界に該当する事案と事情変更の原則に該当する事案とが重なり合う可能性が

あるとの指摘がされている。そのため，事情変更の原則を明文化する場合には，そ

の要件設定において，履行請求権の限界事由（履行不能）との関連性に留意する必

要がある。 

  この点について，ドイツ民法は，履行義務の排除を規定する第２７５条の第２項

において，「債務者は、債権債務関係の内容および信義誠実の要請を考慮して、債権

者の給付に対する利益に対し著しく不均衡となる費用を要するときは、履行を拒絶

できる」と規定し，「給付に伴う債務者の負担」と「給付から受ける債権者の利益」

の不均衡性を履行義務排除の要件とした。この要件の下では，例えば，特定の指輪

を１０万円で購入する売買契約を締結したが，売主が履行途中に指輪を湖に落とし

てしまい，その回収に１０００万円の費用が必要となったという事案においては，

「債務者の給付に伴う負担」と「給付から受ける債権者の利益」が不均衡となるた

め，履行義務が排除され得ることとなる。これに対して，例えば，原油の売買にお

いて，オイルショックにより原油価格が１００倍に急騰した事案については，売主

の給付に伴う負担が増える一方で，買主が給付により受ける利益も同様に増えるた

め，「給付に伴う債務者の負担」と「給付から受ける債権者の利益」が不均衡となら

ず，履行義務は排除されないこととなる。そして，ドイツ民法では，この後者の事

例については，事情変更の原則によって処理されるものとされている。 

一方で，履行不能（不可抗力免責）と事情変更の原則（ハードシップ）の適用範

囲の重複を認めつつ，当事者に救済方法の選択を認めるユニドロワ国際商事契約原

則のような立場もある。 
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３ 効果論 

   判例・学説上，事情変更の原則の効果として，解除権が認められることに争

いはないことから，その旨の規定を設けるという考え方がある。また，事情変

更の原則の要件が満たされる場合には，通常，損害賠償責任が認められないこ

とを考慮し，当事者間の合理的な利害調整を図る観点から，裁判所は，解除を

認めるに際し，当事者の申出に応じた適切な金銭的調整のための条件を付すこ

とができる旨の規定を併せて置くべきであるという考え方もある。 

他方，事情変更の原則の効果として裁判所による契約改訂を認めることにつ

いては，解釈論として議論があるものの，学説上はこれを認める見解が有力で

あるとされており，複数の下級審裁判例が契約改訂を認めている。このような

裁判例・学説の傾向を踏まえて，事情変更の原則の効果として，契約改訂を認

める明文規定を設けるべきであるという考え方がある。 

さらに，裁判例は，事情変更の原則の適用に当たり，当事者に再交渉の履践

を要求する傾向にあると指摘されている。事情変更の原則を認める考え方の中

には，契約改訂等の前提としての再交渉請求権・再交渉義務を規定すべきであ

るという考え方もある。この考え方の中には，再交渉の申出がされた場合には，

履行請求権の行使が制限されることを明文化すべきであるという考え方もある。 

   これらの考え方について，どのように考えるか。                  

 

（補足説明） 

１ 解除権 

  判例・学説上，事情変更の原則の効果として解除権が認められることについては

争いがない。 

もっとも，事情変更の原則が適用される事例においては，両当事者に現行法にお

ける「責めに帰すべき事由」が認められず，通常当事者間に損害賠償責任が生じな

い。そのため，個別具体的な事案によっては，単に解除に基づく原状回復関係を認

めるだけでは当事者間の利益関係に不均衡が生じる場合があり得る。例えば，一方

当事者が債務を履行するために多額の費用を支出した後，他方当事者による解除が

認められる場合などである。そこで，立法提案の中には，裁判所は，解除を認める

に当たり，当事者の申出に応じた適切な金銭的調整のための条件を付すことができ

る旨を規定すべきであるという考え方がある。 

２ 契約改訂 

裁判所による契約改訂が認められるかどうかについては，解釈論として議論があ

るものの，学説上はこれを肯定する見解が有力であるとされる。裁判例においては，

最上級審レベルでは未だ契約改訂を認めるものはないが，下級審裁判例には，これ

を認めるものがあり（前記仙台高判昭和３３年４月１４日：再売買の予約において

代金増額請求を認めた事案，福岡高判昭和３９年１２月９日民集２３巻１２号２４

７１頁：売買契約において代金増額請求を認めた事案，札幌地判昭和５１年７月３
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０日下民集２７巻５～８号４５７頁：売買契約において代金の増額変更を認めた事

案等），中には，当事者が解除のみを主張した事案において，解除を否定しながら売

買代金増額の契約改訂を認めたものもある（前記神戸地判伊丹支部昭和６３年１２

月２６日）。また，比較法的には，ドイツ民法，イタリア民法，ユニドロワ国際商事

契約原則，ヨーロッパ契約法原則等が契約改訂を明文で認めている。 

このような傾向を踏まえて，いったん成立した契約の拘束力をできる限り維持す

るという観点，あるいは，両当事者が契約の解消を望まない場合におけるその両当

事者の意思を尊重する観点から，事情変更の原則の効果として，契約改訂を認める

明文規定を設けるべきであるという考え方がある。 

  ３ 再交渉請求権・再交渉義務 

    事情変更の原則の効果として直ちに解除や契約改訂を認めるのではなく，当事者

自身による自律的な解決を促す観点，あるいは，現実の交渉プロセスの実態により

適合的な規範を定立するという観点から，事情変更の原則の要件に該当する場合に

は，まず再交渉請求権・再交渉義務を生じさせ，これを解除や契約改訂に前置させ

るべきであるという考え方も示されている。下級審裁判例は，事情変更の原則を適

用する際に，一定の再交渉の履践を要求する傾向にあるとの指摘もされている（東

京地判昭和３４年８月１９日判時２００号２２頁，東京高判昭和６２年６月３０日

判時１２４３号３４頁，前記仙台高判昭和３３年４月１４日）。 

再交渉請求権・再交渉義務の具体的内容としては，理論的には，交渉開始義務（交

渉申入れ義務，交渉受入れ義務），提案義務（提案提示義務，提案検討義務，代替案

提示義務等），交渉促進義務（交渉日時・場所設定義務，交渉遅延回避義務，情報提

供義務等），誠実交渉義務（不誠実な交渉態度をとらない義務）等が考えられるとさ

れるところ，立法提案の中には，このうち交渉申入れ義務，交渉受入れ義務，誠実

交渉義務等の明文化を提案する考え方がある（参考資料１［検討委員会試案］・１５

５頁）。 

また，再交渉義務に違反した場合の効果としては，契約改訂に利益を有する当事

者の相手方の違反の場合は，改訂請求どおりの契約改訂が認められ，契約改訂に利

益を有する当事者の違反の場合は，改訂請求が否定ないし制限されるとする見解の

ほか，違反者に損害賠償責任を認める見解や違反者の解除権を制限する見解等があ

るところ，立法提案の中には，義務違反者による解除の主張を否定するほか，損害

賠償責任も生ずると説明するものがある。また，義務違反に対する制裁はなく，裁

判所が解除や解約改訂を判断する際に考慮できるとすることもあり得るという立法

提案もある。 

  ４ 履行請求権との関係 

再交渉請求権を認める立法提案の中には，再交渉の申出がされた場合には，遅延

賠償請求は認めるものの，履行請求権の行使は制限され，それに伴い，債務不履行

による解除権の行使も制限される旨を規定すべきであるという考え方がある（参考

資料１［検討委員会試案］・１５６頁）。理論的には，履行請求権の限界事由と事情

変更の原則の適用範囲を区別する立場を前提（前記第２，１（補足説明）３）に，
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事情変更下でも履行請求権は存続しているが，事情変更下における履行請求権の効

力は，両当事者に再交渉義務を生じさせることに尽きると考えるものである。そし

て，再交渉義務が尽くされたが，交渉が妥結しなかった場合には，履行請求権が消

滅し，契約改訂や解除を請求する段階に至るとする。 

    このように，事情変更の原則を認める場合には，その効果論においても，履行請

求権との関連性に留意する必要がある。 

  

  （関連論点） 

  １ 契約改訂の法的性質・訴訟手続との関係 

    裁判所による契約改訂の実現は，私的自治に対する裁判所の干渉という側面を有

する。そのため，いかなる範囲，あるいは，いかなる手続的条件の下で，裁判所に

よる契約改訂を認めるべきかが問題とされている。この点は，契約改訂の実体法上

の性質をどのように捉えるかという点とも関連する。 

   (1) まず，当事者による契約改訂の請求なしに（事情変更の原則の要件該当事実の

主張・立証のみで）裁判所が契約改訂をすることができるかという問題があり得

るが，この点については，学説上否定的な見解が多く，後記各立法提案も，当事

者による契約改訂の請求が必要としているものと思われる。 

   (2) 次に，当事者による契約改訂の請求があった場合に，裁判所は，契約改訂につ

いてどの程度の裁量を有するものとすべきかという問題がある。 

この点については，一方の極にある考え方として，事情変更の原則の法律上の

具体化である地代等増減請求権（借地借家法第１１条，第３２条）のように，契

約改訂権を形成権と捉え，訴訟外の権利行使によって一定の「あるべき改訂後の

契約」が発生するとした上で，裁判所は，当事者による契約改訂請求において具

体的な改訂内容の主張があるかどうかに関わらず，裁量的に「改訂後の契約」内

容を定めることができるとする見解があり得る。しかし，この見解に対しては，

事情変更の原則による契約改訂については，地代等の増減額と比べて，改訂内容

の具体的決定に際して考慮すべき要素や決定内容の選択肢の幅が相当に複雑かつ

広汎にわたり得るため，裁判所による私的自治への介入を広く認めすぎる等の批

判があり得る。 

これに対し，ドイツ民法は，裁判所による契約改訂の裁量を否定する建前を採

っていると指摘されている。すなわち，ドイツ民法は，契約改訂権を，相手方に

対して変更した事情に契約を適応させるように求める請求権（履行請求権の変更

事情下での存続物）と捉える。この請求権は，事情変更の原則の要件が認められ

る限り，裁判外で成立し，これに基づき訴訟を提起する当事者は，相手方に対し

て適応すべき具体的な改訂内容を示して，相手方にそれに同意することを求める

こととなる。すなわち，この契約改訂権は，相手方の意思表示を求める請求権と

して構成されている。したがって，これを行使する当事者は，適応すべき改訂内

容を自ら詳細に示す必要があり，その際，裁判所は，釈明権の行使等により当事

者を支援することしかできないとされている。もっとも，ドイツにおいても，実
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際の訴訟では，原告は，事情に適合した契約への適応を包括的に求めることしか

せず，請求の具体的内容の形成は結局裁判所に委ねられているとの指摘もされて

いることから，裁判所の裁量を完全に否定するような制度設計は実際上適切では

ないとの批判もあり得る。 

     そこで，以上のような諸事情を踏まえて，契約改訂権を裁判外の行使により一

定の法律関係が形成される形成権とは捉えず，裁判所に対して形成訴訟を求める

権能と位置付けた上で，契約改訂の訴訟については，専ら当事者が主張する具体

的な改訂案を審理の対象とし，裁判所は，その改訂案の内容が変更した事情及び

契約に照らして合理的であるか否かのみを判断する形成訴訟とすべきであるとい

う考え方が示されている（参考資料１［検討委員会試案］・１５５頁）。裁判所は，

主張された具体的な改訂案が合理的であると判断した場合には，その改訂案どお

りの形成判決をし，合理的でないと判断した場合には，請求を棄却することにな

るものと思われる。この考え方は，両当事者から改訂案が提出され，そのいずれ

も合理的と認められる場合には，裁判所は，より合理的と認められる改訂案を採

用することができるが，両改訂案を折衷するような改訂命令を行うことはできな

いとしている。 

     このような考え方について，どのように考えるか。 

 

  ２ 解除権と契約改訂との相互関係 

    事情変更の原則の効果として解除と契約改訂の双方を認める場合，一方当事者が

解除を主張し，他方当事者が契約改訂を主張するという場面があり得るため，両者

の優劣関係が問題となる。この点については，①契約改訂が優先するという考え方，

②解除が優先するという考え方，③条文上，両者の優劣関係を定めないという考え

方等があり得る。 

    ①は，契約関係の消滅という重大な効果をもたらす解除よりも，まずは契約内容

の改訂で対処すべきであると考える立場であり，いったん成立した契約の拘束力を

できる限り維持するという点を重視する考え方といえる。②は，契約改訂は，裁判

所による私的自治への介入という重大な結果をもたらすことから，解除を第一次的

な効果と考えるべきであるとする立場であり，契約改訂は，両当事者が契約の解消

を望まない場合に初めて認められるという考え方である。③は，この点についての

立法による解決を回避し，将来の判例・学説の発展に委ねる考え方といえる。 

    これらの考え方について，どのように考えるか。 

    

○ 参考資料１［検討委員会試案］・１５５頁 

【3.1.1.91】（事情変更の要件） 

<1> 契約締結に当たって当事者がその基礎とした事情に変更が生じた場合でも，当事者は

当該契約に基づいて負う義務を免れない。 

<2> ただし，事情の変更が次の要件を満たすときは，当事者は，【3.1.1.92】の定める請
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求をすることができる。 

 <ｱ> 当該事情の変更が，契約当事者の利害に著しい不均衡を生じさせ，または契約を締

結した目的の実現を不可能にする重大なものであること 

 <ｲ> 当該事情の変更が，契約締結後に生じたこと，かつ 

 <ｳ> 当該事情の変更が，契約締結時に両当事者にとって，予見しえず，その統御を越え

ていること 

【3.1.1.92】（事情変更の効果） 

<1> 事情の変更が【3.1.1.91】<2>の要件を満たすときは，当事者は契約改訂のための再

交渉を求めることができる。当事者は再交渉の申出を遅滞なく行わなければならない。

  <2> 再交渉の申出がされたとき，相手方は，交渉に応じなければならない。 

  <3> 両当事者は再交渉を信義に従い誠実に行わなければならない。 

   〔甲案〕 

  <4> 当事者が<2>または<3>に定められた義務に違反したことにより，または再交渉を尽く

したにもかかわらず，契約改訂の合意が成立しない場合には，当事者（ただし<2>また

は<3>に定められた義務に違反した者は除く）は， 

   <ｱ> 裁判所に，当該契約の解除を求めることができる。ただし，<ｲ>に従い裁判所によ

り契約改訂が合理的と認められた場合にはこのかぎりでない。裁判所は，解除を認め

るに際して，当事者の申し出た適切な金銭的調整のための条件を付すことができる。

   <ｲ> 裁判所に，改訂案を示して契約の改訂を求めることができる。裁判所は，当該改訂

案の内容が変更した事情および契約に照らして合理的であると判断するときにかぎ

り，当該改訂案に基づいて契約の改訂を命じることができる。ただし，裁判所は，両

当事者から求められた改訂案の内容がいずれも合理的であると判断するときは，より

合理的であると認められる改訂案に基づいて契約の改訂を命じることができる。 

   〔乙案〕 

  <4> 当事者が<2>または<3>に定められた義務に違反したことにより，または再交渉を尽く

したにもかかわらず，契約改訂の合意が成立しない場合には，当事者（ただし<2>また

は<3>に定められた義務に違反した者は除く）は， 

    <ｱ> 裁判所に，当該契約の解除を求めることができる。裁判所は，解除を認めるに際し

て，当事者の申し出た適切な金銭的調整のための条件を付すことができる。 

      <ｲ> 裁判所に，改訂案を示して契約の改訂を求めることができる。裁判所は，当該改訂

案の内容が変更した事情および契約に照らして合理的であると判断するときにかぎ

り，当該改訂案に基づいて契約の改訂を命じることができる。ただし，<ｱ>に従い裁

判所により契約解除が認められる場合にはこの限りでない。なお，裁判所は，両当事

者から求められた改訂案の内容がいずれも合理的であると判断するときは，より合理

的であると認められる改訂案に基づいて契約の改訂を命じることができる。 

  【3.1.1.93】 

    【3.1.1.92】<1>により，再交渉の申出がされたとき，両当事者は，再交渉を行うの

に相当な期間，自己の債務の履行を拒むことができる。ただしこの場合においても，当
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該当事者は，【3.1.1.64】（履行遅滞を理由とする損害賠償）の定める損害賠償責任を免

れない。 

 

○ 参考資料２［研究会試案］・２３５頁 

  第４８２条 事情の変更による解除等 

契約が成立した後に，契約の基礎となっていた事情に著しい変更がある場合において，

次の各号のすべてに該当するときは，事情の変更により不利益を受ける当事者は，相手方

に対し，相当の期間を定めて契約の改訂を請求し，その期間内に契約の改訂について合意

に達しなかったときは，その契約を解除することができる。 

  一 当事者が，当該事情の変更を予見することができなかったこと 

  二 当該事情の変更について当事者に帰責事由がないこと 

  三 当事者が当初の契約内容に従った履行を強いられることが，著しく信義に反すると認

められること 

 

○ 「履行障害」能見善久（「債務法改正の課題と方向－民法 100 周年を契機として－」別冊

ＮＢＬ５１号）・１３６頁 

契約の改訂 

  １ 契約締結後に発生した事情により，契約の文言どおりの拘束力を認めては，一方の当

事者に不相当な不利益が生じることで信義に反する結果になる場合には，当該事情が契

約当事者にとって予見できなかったものであり，かつ，その発生が当事者の責めに帰す

ことのできない事由によって生じたときに限り，不利益を受ける契約当事者は，相手方

に契約条件について再交渉を求めることができる。 

  ２ 前項の場合において，契約当事者の間で契約の再交渉が合意に至らなかったときは，

裁判所は，当事者の申立により，契約の解除または改定を命じることができる。ただし，

契約の改定命令を受けた当事者は，改定された契約では不相当な不利益をこうむる場合

には，契約の解除を求めることができる。 

 

○ 「事情変更の原則の立法をどう考えるか」五十嵐清（「民法改正を考える」椿寿夫・新美

育文・平野裕之・河野玄逸編，日本評論社）・２７２頁 

契約の締結後，その基礎となった事情が，当事者の予見し得ず，かつその責めに帰す

ることのできない事実の発生によって変更し，このため当初の契約内容に当事者を拘束

することが極めて苛酷となったときは，この変更によって不利益を受けた当事者は，契

約の調整（または「改訂」）または解除を求めることができる。 

 

（比較法） 

○ドイツ民法 

 第３１３条（行為基礎の障害） 

(1) 契約の基礎となった事情が契約締結後に著しく変更し、かつ、両当事者がこの変
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更を予見していたならば契約を締結せず、または異なる内容の契約を締結したであ

ろう場合において、個々の事案におけるあらゆる事情、特に契約上または法律上の

リスク配分を考慮して、契約を変更せずに維持することが当事者の一方にとって期

待不可能であるときは、契約の改訂を求めることができる。 

(2) 契約の基礎となった重要な表象が誤りであることが明らかになったときも、事情

の変更と同様とする。 

(3) 契約の改訂が不可能であるか、または当事者の一方にとって期待不可能であると

きは、不利益を受ける当事者は、契約を解除することができる。継続的債権関係に

ついては、解約告知権が解除権に代わる。 

○イタリア民法 

 第１４６７条（相関する給付を伴う契約） 

(1) 継続的もしくは定期的な履行を目的とする契約または履行まで期間を要する契約

において、異常かつ予見不可能な事情の発生によって当事者の一方の給付が過度に

負担となったときは、その履行の義務を負う当事者は、第１４６８条に定められた

効果をもって、契約の解除を請求することができる。 

(2) 後発的に生じた負担が契約における通常の危険に属するものであるときは、解除

を請求することはできない。 

(3) 解除の請求を受けた当事者は、契約条件を衡平に変更することを申し出ることに

よって、その解除を免れることができる。 

 第１４６８条（当事者の一方のみが債務を負う契約） 

当事者の一方のみが債務を負う契約に関するときは、前条に定める要件の下で、そ

の当事者は、衡平を回復するのに十分な給付の縮減または履行の態様の変更を請求す

ることができる。 

○オランダ民法 

第６編２５８条 

(1) 裁判官は、当事者の請求に基づき、契約を変更しないまま維持することを信義誠

実に従って他方当事者が期待してはならないような予見し得ない諸事情に基づい

て、契約の効果を変更しまたは契約の全部もしくは一部を解消することができる。

変更または解消については、遡及効を付与することができる。 

(2) その諸事情が、契約の性質または取引上の了解に基づいて、それを主張する当事

者の責任に帰せられるものである限り、変更または解消は命ぜられない。 

(3) 本条の適用に関し、契約上の権利または義務を引き受けた者は、契約の当事者と

同様とする。 

第６編２６０条第１項～第３項 

(1) 裁判官は、裁判官によって定められた条件に従って、第２５８条および第２５９

条における契約の変更または解消を命ずることができる。 

(2) 前２条に従って裁判官が契約を変更またはその一部を解消するときは、裁判官は、

契約当事者の一人または多数が判決において定められた期間内に書面によって表示

することにより契約の全部を解消することができる旨、定めることができる。契約
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の変更または一部の解消は、この期間が経過するまで、効力を生じない。 

(3) 第２５８条および第２５９条によって変更または全部もしくは一部の解消が行わ

れた契約が公の登録簿に記録されるときは、契約を変更または解消する判決は、そ

れが法的に効力のあるものとなった場合または暫定的に強行可能である場合には、

それについても登録簿に記録される。 

○アメリカ統一商事法典 

第２-６１５条 前提とされる条件が成就されなかったことによる免責 

売主がより大きな責任を引き受けている場合を除き、かつ、代替履行に関する前

条の規定に従い、 

(a) 発生することが契約締結の基本的な前提として予定されていない偶発的事故の発

生によって、またはその後これが無効であることが証明されたか否かに関わらず外

国または国内の政府の規制もしくは命令によって、合意された履行が実行不可能と

なった場合、(b)項および(c)項に従った売主による、商品の全部もしくは一部分に

おける引渡しの遅滞または引渡不能は、売買契約上の売主の義務違反ではない。 

(b) (a)項に述べられた原因が、売主の履行能力の一部にしか影響を与えない場合に

は、売主は、その顧客の間で生産と引渡を配分なければならない。ただし、売主の

任意により、その時点で契約を締結していない固定客ならびに売主自身がその後の

製造のために必要とする分についても、配分に含めることができる。売主による配

分は、公正かつ合理的ないかなる方法によることもできる。 

(c) 売主は、遅滞または引渡不能が生じるであろうことにつき、買主に対し適時に通

知しなければならず、(b)項に基づき配分が求められる場合には、買主が入手できる

であろう推定割当量についても通知しなければならない。 

○ユニドロワ国際商事契約原則 

第６．２．１条（契約の遵守） 

   契約の履行が，当事者の一方にとって，より負担の大きいものとなっても，ハー

ドシップに関する以下の規定に服するほか，その当事者は自己の債務を履行しなけ

ればならない. 

第６．２．２条（ハードシップの定義） 

    ある出来事が生じたため，当事者の履行に要する費用が増加し，または当事者の

受領する履行の価値が減少し，それにより契約の均衡に重大な変更がもたらされた

場合において，次の各号に定める要件が満たされるときは，ハードシップが存在す

る． 

(a) その出来事が生じ，または不利な立場の当事者がそれを知るに至ったのが，契

約締結後であること． 

(b) その出来事が，不利な立場の当事者にとって，契約締結時に，合理的にみて考

慮し得るものではなかったこと． 

(c) その出来事が，不利な立場の当事者の支配を越えたものであること． 

(d) その出来事のリスクが，不利な立場の当事者により引き受けられていなかった

こと. 
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第６.２.３ 条（ハードシップの効果） 

(1) ハードシップがあるとされるときには，不利な立場の当事者は，再交渉を要請す

る権利を有する．この要請は，不当に遅延することなく，かつそれを基礎づける根

拠を示してしなければならない． 

(2) 再交渉の要請は，それ自体は，不利な立場の当事者に履行を留保する権利を与え

るものではない． 

(3) 合理的期間内に合意に達することができないときは，各当事者は裁判所に次項の

判断を求めることができる． 

(4) 裁判所は，ハードシップがあると認める場合において，それが合理的であるとき

は，次の各号の判断を行うことができる． 

(a) 裁判所の定める期日および条件により，契約を解消すること． 

(b) 契約の均衡を回復させるために契約を改訂すること．  

○ヨーロッパ契約法原則 

６：１１１条 事情の変更 

 (1) 履行に要する費用が増加し，または当事者の受領する履行の価値が減少し，これ

によって履行がより負担の大きいものになったとしても，当事者は自己の債務を履

行しなければならない。 

 (2) 前項の規定にかかわらず，事情の変更により契約の履行が著しく負担の大きいも

のになった場合において，次の各号に定める要件がすべて充たされるときは，当事

者は，契約を改訂または終了するという目的で，交渉を開始しなければならない。

  (a) 事情の変更が生じたのが，契約締結後であること 

  (b) 事情変更の可能性が，契約締結時に，合理的にみて考慮できるものではなかっ

たこと 

  (c) 事情変更のリスクが，当該契約によると，影響を被る当事者の負担とされるべ

きものではなかったこと 

 (3) 当事者が合理的な期間内に合意に達することができないときは，裁判所は，次の

各号の判断をすることができる。 

   (a) 裁判所の決定する期日および条件で契約を終了すること 

   (b) 事情の変更から生じている損失および利得を，当事者間で公正かつ衡平な形で

配分するために，契約を改訂すること 

    いずれの場合においても，裁判所は，当事者の一方が信義誠実および公正取引の

原則に反する交渉拒絶または交渉の破棄により相手方が被った損害の賠償を命じる

ことができる。 

 

第３ 不安の抗弁権 

１ 不安の抗弁権の明文化の要否 

   民法は，不安の抗弁権（双務契約において，債務者が債務を履行すべき場合

でも，相手方から反対給付を受けられないおそれが生じたことを理由に，自己

の債務の履行を拒絶することなどができる権利）について特段の規定を置いて
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いない。この不安の抗弁権については，既にこれを認める裁判例が集積してい

る上，多くの学説がこの法理を認めており，特に債務者が先履行義務を負う事

案や継続的取引関係の事案においてこれを認める実益があるとして，明文規定

を設けるべきであるという考え方があるが，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

   不安の抗弁権は，一般に，双務契約において，債務者が債務を履行すべき場合でも，

相手方から反対給付を受けられないおそれが生じたことを理由に，自己の債務の履行

を拒絶することなどができる権利をいうとされている。 

民法は，不安の抗弁権について特段の規定を置いていないが，学説上は，特に債務

者が先履行義務を負う事案において，債権者の信用不安により反対給付が受けられな

いおそれがあるにもかかわらず，常に債務者に先履行義務の履行を求めるのは酷であ

り公平に反するなどとして，これを肯定する見解が多いと言われている。また，基本

契約に基づき継続的に商品を販売する契約等の継続的取引関係においては，実務上の

必要性が認められるとの指摘もされている。 

裁判例については，最判昭和３７年１２月１３日判タ１４０号１２７頁が，事案の

詳細は明らかではないものの，一種の不安の抗弁権を認めたとみられるほか，下級審

裁判例においては，これを認めるものが集積している（東京地判平成２年１２月２０

日判時１３８９号７９頁，東京高判昭和６２年３月３０日判時１２３６号７５頁，東

京地裁昭和５８年３月３日判時１０８７号１０１頁等）。 

以上を踏まえて，不安の抗弁権の規定を置くべきであるという考え方がある。この

不安の抗弁権の要件・効果については，後記２及び３記載のとおり争いがあるため，

明文化の要否を検討するに当たっては，それらの議論に留意する必要があるが，それ

も踏まえ，明文規定を設けるという考え方について，どのように考えるか。 

 

２ 要件論 

不安の抗弁権の適用範囲については，その理論的根拠をどのように考えるか

という点にも関連して，次のような議論がある。 

① 債務者が先履行義務を負う場合に限定するか否か 

② 反対給付を受けられないおそれを生じさせる事情を，事情変更の原則の適

用が認められる場合等と同様，限定的に考えるべきか，それよりも広めに考

えるべきか 

③ 反対給付を受けられないおそれを生じさせる事情が契約締結後に発生した

場合だけでなく，契約締結前に発生していた場合についても，そのことを合

理的な理由により知らなかったときには適用を認めるべきか否か 

 これらの点については，先履行義務を負う場合に限定せず（①），反対給付を

受けられないおそれを生じさせる事情を厳格に捉え（②），契約締結前に発生し

ていた事情についても，それを知らなかったことに合理的な理由がある場合に

は適用を認めるべきである（③）という考え方がある一方で，先履行義務を負
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う場合に適用範囲を限定し（①），反対給付を受けられないおそれを生じさせる

事情を例示列挙により具体化し（②），契約締結前に発生していた事情について

は，先履行義務者が契約締結時にその事情を知り得た場合には適用を除外すべ

きである（③）という考え方が示されているが，これらの考え方について，ど

のように考えるか。 

 

（補足説明） 

１ 先履行義務を負う場合に限定するか否か 

  不安の抗弁権の適用範囲については，先履行義務を負う場合に限定するか否かと

いう点が議論されている。これは，不安の抗弁権の理論的根拠についての見解の対

立と関連性がある。 

  すなわち，不安の抗弁権の理論的根拠について，先履行義務は，先履行義務者に

よる相手方に対する信用供与に基礎を置くものであるから，その基礎となった信用

供与を喪失させる事情が生じた場合には，先履行義務の前提が失われるので，その

履行の拒絶を認めて然るべきであると解する見解があるが，この見解は，不安の抗

弁権の適用範囲を先履行義務がある場合に限定すべきであるという考え方に結びつ

く。この見解によれば，不安の抗弁権が認められる場合には，先履行の合意の効力

が喪失し，同時履行関係に復すると考えることになる。先履行義務がある場合に限

定する考え方は，先履行の合意がない場合には，原則として同時履行の抗弁権（民

法第５３３条）が認められるため，不安の抗弁権を認める必要性が乏しいとする。 

  これに対して，不安の抗弁権の理論的根拠について，双務契約において反対給付

の履行が危ういものとなった場合には，債務者は，契約で保障された地位・利益を

確保するために，自己の債権を保全する措置として，自らの債務の履行を拒絶する

ことができると解する見解によれば，その趣旨は先履行義務の有無に関わらず認め

られるため，不安の抗弁権の適用範囲を先履行義務がある場合に限定する必要はな

いと考えることになる。 

  立法提案としては，前者のように先履行義務を負う場合に限定すべきであるとす

る考え方がある（参考資料２［研究会試案］・１９３頁）一方で，理論的根拠につい

て後者の考え方に立ち，先履行義務を負う場合に限定すべきでないとする考え方が

ある（参考資料１［検討委員会試案］・１３１頁）が，どのように考えるか。 

２ 反対給付を受けられないおそれを生じさせる事情の範囲 

  不安の抗弁権の要件である反対給付を受けられないおそれを生じさせる事情の具

体的範囲については，これを限定的に捉える見解と，より広く認める見解がある。 

  限定的に捉える見解は，不安の抗弁権が現実に行使されるのは，企業間の基本契

約に基づく継続的取引関係において買主に信用不安が生じた場合が多いことを指摘

し，特定の売主からの製品供給への依存度が高い企業にとって，出荷停止は致命的

な打撃となり得ることから，不安の抗弁権は，事情変更の原則が適用されるのと同

等に評価される事態が生じた場合に限定すべきであるとする。不安の抗弁権を認め

る裁判例も，商品の継続的売買・給付契約の事案が多く，それらの裁判例において
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は，単に相手方の信用不安の存在のみならず，資産状態の事前調査の有無，資産状

況に関する催告の有無，担保供与の交渉に応じたか否かなど，相手方の資力に対す

る疑念を払拭する努力をしたか否かという点を抗弁権の判断要素として重視してい

るとの指摘もされている。 

  これに対し，契約の一方当事者が相手方に対して有していた履行に対する信頼や

期待が裏切られた場合に，広く不安の抗弁権を認めるべきであるという見解もある。

この見解によれば，例えば，製造物供給契約における原材料の入手困難，ストライ

キ等による工場閉鎖，債務者の履行意思の喪失や病気，共同履行者の病気，履行準

備行為の懈怠や不適切な実行等の事情によっても不安の抗弁権が認められやすくな

るものと考えられる。 

  立法提案としては，反対給付を受けられないおそれに関する要件について，「反対

債務の履行を受けることができなくなる具体的な危険が生じたこと」とする考え方

がある（参考資料１［検討委員会試案］・１３１頁）。また，この点について，「次に

掲げる事情が生じたことにより相手方から反対給付を受けられないおそれが生じた

とき」「一 相手方につき破産手続の開始の申立て，会社更生手続開始の申立て，民

事再生手続開始の申立て又は特別清算開始の申立てがあったとき。二 戦争，内乱，

天災その他避けることのできない事変のため相手方の給付に困難が生じたとき。三 

相手方の財産に対する強制執行があり，又は相手方に手形の不渡りがあったとき。

四 前三号以外の事由により，相手方がその履行期に反対給付をなすことを客観的

に困難とするような事由が生じたとき。」として，反対給付を受けられないおそれを

生じさせる事情を具体的に例示列挙する考え方もある（参考資料２［研究会試案］・

１９３頁）。これらの考え方について，どのように考えるか。 

３ 反対給付を受けられないおそれを生じさせる事情の存在時期 

  反対給付が受けられないおそれを生じさせる事情が，契約締結後に発生した場合

に不安の抗弁権が認められることに争いはない。これに対し，当該事情が契約締結

前に発生していた場合については，錯誤や詐欺等によって処理が可能であり，不安

の抗弁権を認める必要はないという見解がある。 

  これに対して，契約締結前に発生していた場合であっても，債務者が契約締結時

にそのことを知らなかったことに合理的な理由がある場合には，不安の抗弁権を認

めることとすべきであるという考え方がある（参考資料１［検討委員会試案］・１３

１頁）。また，原則として，契約締結前に発生していた場合にも不安の抗弁権を認め

つつ，債務者がそのことを知り得た場合には不安の抗弁権を認めないこととすべき

であるという考え方もある（参考資料２［研究会試案］・１９３頁）。これらの考え

方について，どのように考えるか。 

４ その他の要件 

  一方当事者が資力不足等になり得ることが，契約締結時に両当事者によって予期

されていた場合には，債務者は，反対給付を受けられないリスクを覚悟の上で契約

関係に入ったのだから，そのことを理由に履行を拒絶することは認められるべきで

はないという考え方がある。具体的には，「債権者の信用不安に伴う資力不足その他

30



両当事者の予期することができなかった事情」が生ずることが必要である旨を規定

すべきであるという立法提案がある（参考資料１［検討委員会試案］・１３１頁）が，

どのように考えるか。なお，学説上，予見可能性があったことを不安の抗弁権の阻

却事由として位置付ける見解もある。 

 

３ 効果論 

  不安の抗弁権の効果として，債務者が，債務の履行を拒絶することができる

ことや，債務不履行に陥らないことについては，これを認める裁判例があり，

学説上も争いはない。もっとも，相手方が反対給付につき弁済の提供をした場

合や相当の担保を提供した場合については，反対給付を受けられないおそれが

解消されるため，これらの効果は認められないものとすべきであるという考え

方がある。 

 また，不安の抗弁権の効果として，担保の提供を求め，あるいは，先履行義

務者の給付と引き換えに反対給付の提供を求めることができ，相手方が相当期

間内にこれに応じない場合には，解除することができる旨を規定すべきである

という考え方がある。 

 これらの考え方について，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

１ 相手方による弁済の提供や相当担保の提供 

    不安の抗弁権の効果として，債務者が，債務の履行を拒絶することができること

や，債務者に債務不履行責任が生じないことについては，これを認める裁判例があ

り，学説上も争いがない。 

    もっとも，相手方が反対給付につき弁済の提供をした場合や相当の担保を提供し

た場合には，反対給付を受けられないおそれが解消され，不安の抗弁権の基礎が失

われるので，これらの効果が認められないとする見解がある。 

    そこで，立法提案として，相手方が反対給付につき弁済の提供をした場合や相当

の担保を提供した場合には，履行拒絶等の効果が認められない旨を明文化すべきで

あるという考え方がある（参考資料１［検討委員会試案］・１３１頁，参考資料２［研

究会試案］・１９４頁）が，どのように考えるか。 

２ 債務者による担保提供・引換給付の催告と解除 

  不安の抗弁権の効果として，履行を拒絶する等の防御的効果だけでなく，解除等

の攻撃的効果を認めるべきであるという見解がある。例えば，債務者は，不安の抗

弁権の効果として，相手方に対して，担保の提供や自己の給付と引き換えに反対給

付の提供を求めることができ，相手方が相当期間内にこれに応じない場合には，解

除することができるという見解がある。理論的には，反対給付の危殆化と担保給付

等の拒絶という事実から，履行期前の履行拒絶に準ずる状態が生じているため，解

除権が認められるなどと説明するものがある。 

  立法提案として，このような効果を認めるべきであるという考え方がある（参考
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資料２［研究会試案］・１９４頁）があるが，どのように考えるか。 

 

（比較法） 

○ドイツ民法 

 第３２１条 不安の抗弁権 

(1) 双務契約に基づき先履行義務を負う者は、自己の反対給付請求権が相手方の給付

能力の喪失による危殆化が契約締結後に判明したときは、自己の給付義務の履行を

拒絶することができる。反対給付がなされたとき、または、反対給付のために担保

が提供されたときは、履行拒絶権は消滅する。 

(2) 先履行義務者は、相手方が給付と引き換えでの反対給付または担保の提供を選択

するために相当の期間を定めることができる。その期間が徒過した後、先履行義務

者は、契約を解除することができる。第３２３条の規定を準用する。 

第３２３条 不履行または履行の契約不適合に基づく解除 

 (1)～(3)（略） 

(4) 解除権の要件が備わるであろうことが明らかな場合、債権者は履行期の到来前に

契約を解除することができる。 

(5)(6)（略） 

○スイス債務法 

 第８３条 一方当事者の支払不能の考慮 

(1) 双務契約において一方当事者が破産手続が開始または差押の不首尾といった事情

により支払不能に陥り、財産状態の悪化により相手方の請求権を危殆化するときは、

相手方は反対給付に対して担保が供与されるまで自己の給付を拒絶することができ

る。 

(2) 相手方が要求した相当の期間内での担保の供与がなされないときは、同人は、契

約を解除することができる。 

○フランス民法 

 第１６１３条 

 売主は、支払について期限を付与したときであっても、売買以後に買主が破産ま

たは支払不能の状態に陥り、その結果売主が代金を失う急迫な危険にある場合には、

引渡しの義務を負わない。ただし、買主が期限に支払うことについて売主に保証人

を立てる場合には、その限りでない。 

○アメリカ統一商事法典 

 第２-６０９条 履行の十分な保証を求める権利 

(1) 売買契約は、各当事者に対し、適切な履行を受ける相手方の期待を害さない義務

を課す。一方当事者の履行に関して、不安を生じさせる合理的な根拠が発生した場

合には、相手方は、書面によって適切な履行についての十分な保証を要求すること

ができ、そのような保証を受領するまで、商取引上合理的であれば、合意された対

価を未だ受け取っていない部分の履行について中断することができる。 

(2) 商人間においては、不安を生じさせる合理的な根拠および提供される保証の十分
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さは、商取引上の基準に従って判断される。 

(3) 不十分な引渡または支払の受領は、将来の履行につき十分な保証を要求する、被

害当事者の権利を害するものではない。 

(4) 正当な要求を受けた後、30 日を越えない合理的期間内に、当該特定事件の事情下

において適切であるような履行の保証を与えない場合には、契約の履行拒絶となる。

○ヨーロッパ契約法原則 

８：１０５条 履行の担保 

(1) 当事者の一方は，相手方による重大な不履行が起きるであろうことを信じるにつ

き合理的な理由を有するとき，履行が適切に行われることに対する相当な担保を要

求することができ，かつ，その間，そのように信じるのが合理的であり続けるかぎ

り，自らの債務の履行を留保することができる。 

(2) 前項の担保が合理的な期間内に提供されない場合において，これを要求した当事

者が，相手方による重大な不履行が起きるであろうことを信じるにつきなお合理的

な理由を有し，かつ遅延することなく解消の通知を行うときは，この者は，契約を

解消することができる。 

９：２０１条 履行留保権 

(1) 当事者の一方が相手方と同時に，または相手方の後に履行すべきときは，その当

事者は，相手方が履行を提供し，または履行を完了するまで，自らの履行を留保す

ることができる。その当事者は，当該事情の下で合理的な範囲において，自らの履

行の全部または一部を留保することができる。 

(2) 当事者の一方は，相手方がその履行期の到来時に不履行になるであろうことが明

白であるかぎりにおいて，前項と同様に，自らの履行を留保することができる。 

９：３０４条 履行期前の不履行 

当事者の一方の債務の履行期が到来する前に，その当事者が重大な不履行になる

であろうことが明白なときは，相手方は，契約を解消することができる。 

○ユニドロワ国際商事契約原則 

第７．３．３条（履行期前の不履行） 

債務者の履行期前に，その債務者による重大な不履行が起きるであろうことが明

瞭であるときは，債権者は契約を解除することができる． 

第７．３．４条（適切な履行に対する相当な担保） 

債務者による重大な不履行が起きるであろうことを信ずるにつき合理的な理由を

有する債権者は，適切な履行に対する相当な担保を要求することができ，かつ，そ

の間自己の履行を留保することができる．合理的な期間内にこの担保が提供されな

いときは，これを要求した債権者は契約を解除することができる． 

 

第４ 賠償額の予定（民法第４２０条，第４２１条） 

   民法第４２０条第１項後段は，裁判所は，賠償額の予定について，賠償額の

増減をすることができないと規定するが，予定された賠償額が実際に生じた損

害額よりも過大だった場合には，債務者に著しい負担を課すこととなり，公平
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に反することがあり得る。裁判例においても，予定された賠償額が過大だった

場合に，公序良俗違反（同法第９０条）として，当該予定条項を一部無効とし

て合理的な額に減額するものや，全部無効とするものなどが見られる。 

   そこで，賠償額の予定が実損害に比して過大である場合，裁判所は，合理的

な額まで減額することができる旨の規定を置くべきであるという考え方や，賠

償額の予定が，当該取引の性質を考慮すると合理性を欠き，かつ，実損害と比

べて著しく過大又は過小だった場合には，これを無効とする旨の規定を置くべ

きであるという考え方があるが，これらの考え方について，どのように考える

か。 

 

（参考・現行条文） 

○（賠償額の予定）  

民法第４２０条 当事者は、債務の不履行について損害賠償の額を予定することがで

きる。この場合において、裁判所は、その額を増減することができない。 

２ 賠償額の予定は、履行の請求又は解除権の行使を妨げない。 

民法第４２１条 前条の規定は、当事者が金銭でないものを損害の賠償に充てるべき

旨を予定した場合について準用する。 

 

  （補足説明） 

  １ 民法第４２０条第１項後段は，当事者が契約において賠償額の予定をした場合，

裁判所は，その額を増減することができないと規定している。しかし，予定された

賠償額が実際に生じた損害額よりも過大だった場合には，債務者に著しい負担を課

すこととなり，公平に反することがあり得る。 

    そのため，裁判例においては，過大な賠償額の予定条項の一部を，公序良俗違反

（民法第９０条）として無効とし，実質的な減額を行うものがある（東京高判平成

８年３月２８日判時１５７３号２９頁，東京地判平成８年８月２２日判タ９３３号

１５５頁，大阪高判平成１０年６月１７日判時１６６５号７３頁等）。また，過大な

賠償額の予定条項全体を無効とするものもある（名古屋高判昭和４５年１月３０日

下民集２１巻１＝２号１５５頁等）。 

    このような裁判例の傾向は，学説上も基本的に支持されている。もっとも，ある

条項の一部が公序良俗違反となる場合の効果については，一部無効か全部無効かな

どの議論があるため（部会資料１３－１第２，２(1)（４頁）参照），一般則のみに

よる解決に委ねることは不安定であるとの指摘があるほか，過大な賠償額の予定が

無効となることを条文上明示することには，不当な契約条項を抑制するなどの観点

から意義があるとの指摘がある。また，諸外国の立法例においても，裁判所によっ

て予定された賠償額を減額することなどを認めるものが多い。 

  ２ これらを踏まえて，立法提案として，裁判所は，賠償額の予定が実際に生じた損

害額よりも過大である場合には，その額を合理的な額まで減額することができる旨

の規定を置くべきであるという考え方がある（参考資料１［検討委員会試案］・１４
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３頁）。 

    この考え方は，消費者契約における賠償額の予定条項の効力について定める消費

者契約法第９条は，新設すべき規定の特則として維持されるとする。 

なお，過大な賠償額の予定条項については，予定された賠償額のほか，賠償額の

予定条項が入れられた客観的事情や当事者の意図等の要素をも併せ考慮した場合，

いわゆる暴利行為に該当して全部無効となる場面も想定できる。そこで，規定を置

く場合には，暴利行為に関する規律（部会資料１２－１第１，２(2)（２頁）参照）

との関係に留意する必要がある。また，不当条項規制の規定を設ける場合（部会資

料１３－１第１（１頁）参照）には，その規定との関係にも留意する必要がある。 

３ 別の立法提案として，賠償額の予定が，当該取引の性質を考慮すると合理性を欠

き，かつ，債権者に現実に生じた損害に比べて，著しく過大又は過小であるときは，

予定条項全体を無効とする旨の規定を置くべきであるという考え方がある（参考資

料２［研究会試案］・１６３頁）。賠償額の予定が無効となった場合，賠償額は，損

害賠償の範囲についての一般則によることになる。 

  この考え方についても，暴利行為に関する規律及び不当条項規制との関係に留意

する必要がある。 

  また，この考え方は，予定された賠償額が実損害よりも著しく過小だった場合に

ついても，損害賠償額の予定条項を無効とする。しかし，過小な賠償額の予定は，

損害賠償責任の減免責を認める条項としての実質を有するため，過大な賠償額の予

定とは異なる経済的機能を果たすことがあり，減免責条項と同様に，契約全体との

関係で効力を考える必要がある。例えば，運送契約において，運送中の目的物の滅

失・損傷についての責任制限条項を設けることで，総体的に運送料を安く抑えてい

る場合は，そのこととの関係で責任制限条項を評価する必要がある。そのため，過

大な賠償額の予定に関する規律と同列に扱うべきではなく，むしろ，売買や請負の

瑕疵担保責任における減免責特約に関する規定（民法第５７２条，第６４０条）や

公序良俗，不当条項規制等の規律によって対処することが適切であるとの指摘もあ

る。 

  ４ なお，裁判所による減額等の処理を認めるに当たっては，その具体的な要件論と

して，予定した賠償額と比較されるのは，実際に生じた損害額あるいは賠償として

回復可能な損害額なのか，契約時における合理的な事前評価としての損害額なのか，

あるいはその双方なのかといった点や，具体的な効果論として，減額の程度は，実

際に生じた損害額までか，合理的な事前評価額までか，「過大」とは言えない最大額

までかといった点等が問題となると指摘されている。 

    以上を踏まえ，上記のそれぞれの考え方について，どのように考えるか。 

   

35



（比較法） 

○ドイツ民法 

 第３４０条 不履行についての違約金の定め 

(1) 債務者が義務を履行しない場合について違約金を約したときは、債権者は、履行

に代えて、違約金を請求することができる。債権者は、債務者に対して違約金を請

求する旨の意思表示をしたときは、履行を請求することはできない。 

(2) 債権者が不履行に基づく損害賠償請求権を有するときは、債権者は、損害の最低

金額として違約金を請求することができる。それ以外の損害について賠償を請求す

ることは妨げられない。 

第３４１条 不適切な履行についての違約金の定め 

(1) 債務者が債務を適切に履行しない場合、とりわけ、一定の期日までに履行しない

場合について違約金を約したときは、債権者は、履行に加えて違約金を請求するこ

とができる。 

(2) 債権者が不適切な履行により損害賠償請求権を有するときは、第３４０条第２項

の規定を準用する。 

(3) 債権者が弁済を受領する場合、受領に際して違約金に対する権利を留保したとき

に限り、債権者は違約金を請求することができる。 

第３４２条 金銭以外の違約罰 

一定金額の支払以外の給付を違約罰とすることを約したときは、第３３９条ない

し第３４１条の規定を適用する。債権者は、違約罰を請求したときは、損害賠償を

請求することができない。 

第３４３条 違約金の減額 

(1) 課せられる違約金が過大であるときは、債務者の申立てにより、判決により、相

当な金額に減額され得る。相当性の判断に際しては、債権者の財産上の利益のみな

らず、一切の正当な利益を考慮に入れなければならない。違約金を支払った後は、

減額することができない。 

(2) 第３３９条および第３４２条の場合のほか、一定の行為をなし、またはなさない

場合について違約金を約したときについても、同様とする。 

第３４４条 違約罰の無効 

法律により給付の約束が無効とされる場合、当事者が当該約束が無効であること

を知っていたときも、その約束の不履行の場合についてなされた違約罰の合意は、

無効となる。 

第３４５条 証明責任 

債務者が自己の債務を履行したことを理由に違約罰が課されることを争うとき

は、債務者は、負担していた給付が不作為を目的とするものでない限り、その履行

を証明しなければならない。 

○スイス債務法 

 第１６０条 債権者の権利・１ 違約金と契約の履行との関係 

  (1) 契約の不履行または不適正な履行について違約金が約束されたときは，債権者は，
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別段の定めがある場合を除き，履行か違約金か，いずれか一方のみを請求すること

ができる。 

  (2) 履行期または履行場所の不純種に対して違約金を約束したときは，契約の履行と

ともに違約金を請求することができる。ただし，債権者が明示的に法規の意思を表

明せず，または，履行を留保を付さずに受領した場合はこの限りではない。 

  (3) 違約金を支払うことで自由に解除が認められることについての証明責任は，債務

者に留保される。 

 第１６１条 債権者の権利・２ 損害と違約金の関係 

  (1) 違約金は，債権者に何ら損害が生じていない場合も，債権者に帰属する。 

  (2) 生じた損害が違約金の金額を超えるときは，債権者は，債務者の過失を証明した

限りにおいてのみ，超過額を請求することができる。 

 第１６２条 債権者の権利・３ 一部弁済の失権 

  (1) 契約が解除された場合に一部弁済は債権者に留保される旨の合意は，違約金に関

する規定に従って判断される。 

  (2) 削除* 

    *２００１年３月２３日付けの消費信用に関する連邦法の付表２Ⅱ１より削除。 

 第１６３条 違約金の金額，無効および減額 

  (1) 当事者は，違約金の金額を任意に決することができる。 

  (2) 違約金は，違法または善良の風俗に反する約束を強化することを目的としていると

き，または，債務者による履行がその責に帰すことができない事情により不能とな

ったときで別段の定めがないときには，請求することができない。 

  (3) 過度に高額の違約金については，裁判官がその裁量により減額することができる。

○フランス民法 

 第１１５２条 

① 合意が、その履行を怠る者は損害賠償として一定の金額を支払う旨を定めている

ときは、より多い、またはより少ない額を他方当事者に付与することができない。 

② ただし、裁判官は、職権によっても、合意された違約金が明らかに過大または過

小である場合には、それを減額し、または増額することができる。反対の約定はす

べて、書かれなかったものとみなされる。 

第１２３１条 

 裁判官は、約務が部分的に履行されたときは、職権によっても、部分的な履行が

債権者に与えた利益に比例して、合意された制裁を縮減することができる。ただし、

１１５２条の適用を妨げない。反対の約定はすべて、書かれなかったものとみなす。

○フランス民法改正草案 

 ○カタラ草案１３８３条 

① 当事者が、前もって負うべき賠償を定めたとき、判事は、職権によっても、賠

償が明らかに過剰である場合、合意された制裁を減額することができる。 

② 判事は、債務者の履行を強制する目的を有する条項に対して、同一の権限を有

する。 
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③ 約務が一部履行されたとき、合意された制裁は、前項の適用を害することなく、

判事により、職権によっても、部分的な履行が債権者に得させた利益に比例して、

減額される。 

④ すべての反対の約定は、書かれなかったものとみなされる。 

○テレ草案１２３条 

① 契約がその履行を欠いた者は損害賠償として一定の額を支払うことを定めたと

き、他方当事者に対してより大きい額も、より小さい額も与えることはできない。

② ただし、判事は、職権によっても、違約金が明らかに過剰または過小である場

合は、合意された違約金を減額または増額することができる。 

③ 約務が一部履行されたとき、合意された違約金は、職権によっても、前項の適

用を害することなく、判事により、職権によっても、部分的な履行が債権者に得

させた利益に比例して、減額される。すべての反対の約定は、書かれなかったも

のとみなされる。 

④ 契約が履行されなければならない期限を含んでいてもいなくても、違約金は、

反対の条項がある場合を除いて、債務者が遅滞に付されたときしか生じない。 

○UNCITRAL 不履行時に合意により支払うべき金額についての契約条項に関する統一規則 

第一部：適用範囲 

第１条 本規則は、一方当事者（債務者）による不履行があった際に、制裁金であるか

補償金であるかを問わず、他方当事者（債権者）が債務者から合意した金額を受け

取る権利を有することに両当事者が合意した、国際契約に適用される。 

第２条 本規則の目的のために、 

(a) 契約締結時において、両当事者の営業所が異なる国に存在していた場合、契約は

国際的であるとみなされる。 

(b) 両当事者の営業所が異なる国に存在しているという事実は、その事実が契約中ま

たは、契約締結前または契約締結時における当事者間の交渉もしくは公開情報にお

いて現れない場合には、無視される。 

(c) 本規則の適用を判断するにあたり、当事者の国籍、当事者または契約の民事上ま

たは商業上の性質は考慮されない。 

第３条 本規則の目的のために、 

(a) 当事者が一つ以上の営業所を有している場合には、当該当事者の営業所は、契約

締結前または契約締結時において当事者間に知らされ、または考慮された状況を考

慮し、契約およびその履行に最も緊密な関係がある場所をいう。 

(b) 当事者が営業所を有さない場合には、当該当事者の住所が参照される。 

第４条 本規則は、当事者個人、家族または世帯のために提供されることを予定とした

商品その他の財産もしくはサービスに関する契約については適用されない。ただし、

相手方当事者が、契約締結前または契約締結時において、当該契約がそのような目

的のために締結されることを知らず、かつ知るべきであったといえない場合には、

この限りでない。 

第二部：実体的規定 
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第５条 債務者が不履行につき責任を負わない場合には、債権者は合意された総額を受

け取る権利を有しない。 

第６条 

(1) 契約が、債権者は履行の遅滞の際に合意された総額を受け取る権利を有すると規

定する場合には、当該債権者は、義務の履行および合意された総額の両方を受領す

る権利を有する。 

(2) 契約が、債権者は遅滞以外の不履行の際に合意された総額を受け取る権利を有す

ると規定する場合には、当該債権者は、履行または合意された総額のいずれかを受

ける権利を有する。ただし、合意された総額が、その不履行のための補償とは合理

的にみなされない場合には、債権者は、債務の履行と合意された総額の両方を受け

取る権利を有する。 

第７条 債権者が合意された総額を受け取る権利を得た場合には、当該債権者は、合意

された総額によって補償される損失の範囲については損害賠償を主張してはならな

い。ただし、損失が合意された総額を実質的に上回る場合には、当該債権者は、当

該金額により保証されない損失分の損害賠償を主張することができる。 

第８条 合意された総額は、裁判所または仲裁廷によって減額されてはならない。ただ

し、合意された総額が、債権者の被った損失に鑑みて相当に不均衡な場合には、こ

の限りでない。 

第９条 当事者は、本規則の第 5 条、第 6 条、および第 7 条の規定を削除または変更す

ることができる。 

○ヨーロッパ契約法原則 

９：５０９条 不履行に対する支払いが契約で合意されていた場合 

(1) 不履行当事者がその不履行について所定の金額を被害当事者に支払うべき旨が契

約で定められているとき，被害当事者は，現実の損害のいかんにかかわらず，その

金額を請求する権利を有する。 

(2) 前項の規定にかかわらず，契約で定められた金額が，不履行によって生じた損害

およびその他の事情に照らして著しく過大なものであるときは，反対の合意がある

場合でも，その金額は合理的な額まで減額されうる。 

○ユニドロワ国際商事契約原則 

第７．４．１３条（不履行に対する支払の合意） 

(1) 契約に，債務を履行しない当事者はその不履行につき指定の金額を債権者に支払

うべき旨の定めがあるときは，債権者は，現実の損害にかかわりなく，その金額を

請求する権利を有する． 

(2) 前項の場合において，不履行の結果生じた損害およびその他の事情に照らし，指

定の金額が著しく過剰であるときは，反対の合意にかかわらず，その金額を合理的

な額に減額することができる． 
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第５ 契約の解釈 

１ 総論（契約の解釈に関する原則を明文化することの要否等） 

契約の解釈は，契約関係に基づく当事者間の法律関係を確定するために不可

欠の作業としてその重要性が指摘されているが，民法は，契約の解釈を直接扱

った規定を設けていない。しかし，旧民法（明治２３年法律第２８号）は契約

の解釈に関する規定を設けており，諸外国の立法例にもこれを設ける例が多い。

これらを踏まえ，民法に契約の解釈に関する規定を設けるべきであるとの考え

方があるが，どのように考えるか。 

また，仮に契約の解釈に関する規定を設けるとすれば，これに関する基本的

な原則（後記２）や，個別の契約解釈指針（後記３）などの内容を検討する必

要があると考えられるが，このほか，どのような点に留意する必要があるか。 

 

（参考・現行条文） 

○（基本原則） 

 民法第１条 

  １ （略） 

  ２ 権利の行使及び義務の履行は、信義に従い誠実に行わなければならない。 

  ３ （略） 

○（任意規定と異なる意思表示） 

 民法第９１条 法律行為の当事者が法令中の公の秩序に関しない規定と異なる意思

を表示したときは、その意思に従う。 

○（任意規定と異なる慣習） 

 民法第９２条 法令中の公の秩序に関しない規定と異なる慣習がある場合におい

て、法律行為の当事者がその慣習による意思を有しているものと認められるとき

は、その慣習に従う。 

 

（補足説明） 

１ 問題の所在 

  契約自由の原則によれば，契約当事者間の権利義務関係は原則として当事者の合

意内容によって決定されることから，契約に基づく権利義務関係を明らかにする上

で，契約内容を明らかにする作業，すなわち契約の解釈は，極めて重要な作業であ

ると指摘されている。しかし，民法は契約の解釈を直接扱った規定を設けていない。

そこで，契約の解釈原則を明文で規定すべきかどうかという問題が提起されている。 

２ 契約の解釈の意義 

  契約の解釈は契約の意味内容を明らかにする作業であるが，契約の解釈を含む法

律行為の解釈には性質の異なるいくつかの作業が含まれているとされる。すなわち，

裁判官が法律行為の解釈の名の下に行っている作業には，法律行為に用いられた言

語等の社会的意味を明らかにする作業（意味の発見）と，法的価値判断に基づく望

ましい効果を生ぜしめるような意味を当該言語等に付与する作業（意味の持ち込み）
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とが含まれているとの指摘もあり，法律行為の解釈が価値判断を伴う操作であるこ

とが共通の理解となっている。 

  そのような契約の解釈は，その機能に即してさらに類型化され，当事者によって

表示されたところの意味を明らかにする狭義の解釈，当事者が表示していない事項

について法律行為を補充する補充的解釈，当事者の意思どおりの法律効果を承認す

ると法律上是認し得ない結果が生ずる場合に内容の修正を行う修正的解釈が含まれ

るとする見解が支配的であるとされる。 

  これらの契約の解釈を含む法律行為の解釈の性質について，学説は，伝統的には，

表示行為の有すべき意味を決定することであり，事実についての法律的判断である

として，法律問題としてきた。これに対して，判例は，法律行為の解釈を一応は事

実問題と位置づけているようであるが，法律問題と扱ったと考えられるものもあり，

その態度は必ずしも明確でないと言われている。 

３ 現行民法の規定 

  旧民法（明治２３年法律第２８号）は，「合意の解釈」と題する款（財産編第２部

第１章第４款）を設け，ここに置かれた第３５６条から第３６０条までにおいて合

意の解釈に関する基本原則等を規定していた。これに対し，現行民法は，契約の解

釈を直接扱った旧民法のような規定を有していない。旧民法の規定が削除された理

由は明らかにされていないが，これらの規定が詳細，複雑であること，その一方で

網羅的なものではないこと，民法の起草に当たって参照されたドイツ民法第１草案

には法律行為の解釈に関する一般的な原則が設けられていないことなどが理由では

ないかと推測するものがある。 

  もっとも，契約の解釈を直接扱ったものではないが，契約解釈原則にも関連する

と考えられる規定は存在する。例えば，民法第１条第２項は，信義則が法律行為解

釈の基準にもなり得ることを規定する趣旨であると考えられる。また，同法第９１

条は，法律行為の解釈において，当事者の意思が任意規定に優先することを定める

規定であるとの指摘がある。さらに，同法第９２条も，法律行為の解釈原則を定め

たものであるとされている。 

  これらのほか，民法が，私人の意思表示の内容について，個別に意思表示の解釈

を法定している場合があり，このような例として，民法第１３６条１項，第４２０

条第３項，第５６９条第１項，第２項などがあるとされる。 

４ 契約以外の法律行為の解釈原則 

  契約以外の法律行為として単独行為や合同行為があるとされるが，これらの法律

行為の解釈の扱いも問題となり得る。 

  しかし，単独行為については，表意者の表示行為の意味のみを明らかにすれば足

りるなど契約の解釈とは前提が異なる上，相手方の有無や要式性の有無などによっ

て解釈の際に考慮すべき要素が異なるという指摘があり，また，合同行為について

も，解釈に当たって団体法特有の法理が考慮されるべきであるから契約の解釈とは

性質が異なるなどの指摘がある。これらを踏まえ，契約を含む法律行為一般につい

て，その解釈に関する規定を設けることは困難であると指摘して，契約の解釈に関
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する規定のみを設けるべきであるという考え方が提示されている。 

 

（参考・旧民法財産編） 

○第３５６条 合意ノ解釈ニ付テハ裁判所ハ当事者ノ用ヰタル語辞ノ字義ニ拘ハラン

ヨリ寧ロ当事者ノ共通ノ意思ヲ推尋スルコトヲ要ス 

○第３５７条 ①一箇ノ語辞カ各地ニ於テ意義ヲ異ニスルトキハ当事者双方ノ住所ヲ

有スル地ニ於テ慣用スル意義ニ従ヒ若シ同一ノ地ニ住所ヲ有セサルトキハ合意ヲ

為シタル地ニ於テ慣用スル意義ニ従フ 

② 一箇ノ語辞ニ本来二様ノ意義アルトキハ其合意ノ性質及ヒ目的ニ最モ適スル意

義ニ従フ 

○第３５８条 ①合意ノ各項目ハ合意ノ全体ト最モ善ク一致スル意義ニ従ヒテ相互ニ

之ヲ解釈ス 

 ② 一箇ノ項目ニ二様ノ意義アリテ其一カ項目ヲ有効ナラシムルトキハ其意義ニ従

フ 

○第３５９条 ①合意ノ語辞カ如何ニ広泛ナルモ其語辞ハ当事者ノ合意ヲ為スニ付キ

期望シタル目的ノミヲ包含セルモノト推定ス 

 ② 当事者カ合意ノ自然若クハ法律上ノ効力ノ一ヲ明言シ又ハ特別ノ場合ニ於ケル

其適用ヲ明言シタルモ慣習若クハ法律ニ因リテ生スル他ノ効力又ハ適当ニ受ク可

キ他ノ適用ヲ阻却セント欲シタルモノト推定セス 

○第３６０条 ①総テノ場合ニ於テ当事者ノ意思ニ疑アルトキハ其合意ノ解釈ハ諾約

者ノ利ト為ル可キ意義ニ従フ 

 ② 双務ノ合意ニ於テハ此規定ハ各項目ニ付キ各別ニ之ヲ適用ス 

 

（比較法） 

○フランス民法 

第１１５６条 合意においては、その文言の時義に拘泥するよりもむしろ、契約当事者

の共通の意図がどのようなものであったかを探求しなければならない。 

第１１５７条 ある条項が二つの意味にとれるときは、なんらの効果も生じることがで

きない意味においてよりもむしろ、何らかの効果を有することができる意味におい

て理解しなければならない。 

第１１５８条 二つの意味にとれる文言は、契約の内容に最もふさわしい意味にとらな

ければならない。 

第１１５９条 曖昧なものは、契約が締結される地方において慣習とされているところ

に従って解釈される。 

第１１６０条 契約においては、それが明示されない場合であっても、その地方で慣習

とされている条項を補充しなければならない。 

第１１６１条 合意のすべての条項は、それぞれにその行為全体から生じる意味を与え

るように、相互に解釈される。 
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第１１６２条 疑いがある場合には、合意は、債務を負わせたものに不利に債務を負っ

た者に有利に解釈される。 

第１１６３条 合意は、それを言い表す文言がどのように一般的であっても、当事者が

それについて締結しようとしたと思われるものでなければ、含まない。 

第１１６４条 契約において債務の説明のために一つの場合を表示したときも、そのこ

とによって、表示されていない場合に約務に当然与えられる範囲を制限しようとし

たとはみなされない。 

 

○フランス民法改正草案（カタラ草案） 

第１１３６条① 合意においては、その文言の時義に拘泥するよりもむしろ、契約当事

者の共通の意図がどのようなものであったかを探求しなければならない。 

 ② 同様に、単独行為においては、行為者の真の意図を優先させなければならない。

 ③ 集団による決定行為の解釈において、集団の構成員の共通の利益に最も適合的な

意味を優先させなければならない。 

第１１３７条① 合意のすべての条項は、それぞれに行為全体の一貫性を尊重した意味

を与えるように、相互に解釈される。 

 ② 複数の契約が形成する契約の統合体 ensemble contractuel において、相互依存的

な契約は、それらの契約が命じられている作用に応じて、解釈される。 

第１１３８条 明白で正確な条項は、解釈を要さず、せいぜい行為の変性をもたらすの

みである。 

第１１３８－１条 合意は、それを言い表す文言がどのように一般的であっても、当事

者がそれについて締結しようとしたと思われるものでなければ、含まない。 

第１１３８－２条 契約において債務の説明のために一つの場合を表示したときも、そ

のことによって、表示されていない場合に約務に当然与えられる範囲を制限しよう

としたとはみなされない。 

第１１３９条 契約は合理的に、公平に解釈される。 

第１１３９－１条 ある条項が二つの意味にとれるときは、なんらの効果も生じること

ができない意味においてよりもむしろ、何らかの効果を有することができる意味に

おいて理解しなければならない。 

第１１３９－２条 二つの意味にとれる文言は、契約の内容に最もふさわしい意味にと

らなければならない。 

第１１３９－３条 曖昧なものは、契約が締結される場所において慣習とされていると

ころ、および当事者の慣行にしたがって解釈される。 

第１１４０条 疑いがある場合には、合意は、債務を負わせたものに不利に債務を負っ

た者に有利に解釈される。 

第１１４０－１条 ただし、契約上の法規範が、一方当事者の支配的な影響下で作成さ

れたときは、他方当事者に有利に解釈しなければならない。 

第１１４１条 契約の解釈は、その構成要素全体の分析に根拠を置く。契約の本質的な

要素の誤解は、変性となる。 
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○フランス民法改正草案（テレ草案） 

第１３６条① 契約は、条項の文言どおりの意味に基づいてというよりもむしろ、当事

者の共通の意図に基づいて、解釈される。 

 ② 当事者の共通の意図を見つけだすことができないとき、契約は、同様の状況に置

かれた合理人が与えるであろう意味に基づいて、解釈される。 

第１３７条① 契約のすべての条項は、それぞれに行為全体の一貫性を尊重した意味を

与えるように、相互に解釈される。 

 ② 契約当事者の意図において、複数の契約が一つの全体的な作用へと競合している

とき、それらの契約は、その作用に応じて解釈される。 

第１３８条 明白で正確な条項は、解釈を要さず、せいぜい行為の変性をもたらすのみ

である。 

第１３９条 ある条項が二つの意味にとれるときは、なんらの効果も生じない意味にお

いてよりも、何らかの効果を有することができる意味を優先しなければならない。

第１４０条① 疑いがある場合、契約は債務者に有利に解釈される。 

 ② あいまいな場合は、交渉されていない契約条項は、むしろ作成者に不利に解釈さ

れる。 

 

○フランス民法改正草案（司法省草案（2008 年 7 月版）） 

第１５２条① 契約は、条項の文言どおりの意味に基づいてというよりもむしろ、当事

者の共通の意図に基づいて、解釈される。 

 ② 当事者の共通の意図を見つけだすことができないとき、契約は、同様の状況に置

かれた合理人が与えるであろう意味に基づいて、解釈される。 

第１５３条① 契約のすべての条項は、それぞれに行為全体の一貫性を尊重した意味を

与えるように、相互に解釈される。 

 ② 複数の契約が形成する契約の統合体 ensemble contractuel において、相互依存的

な契約は、それらの契約が命じられている作用に応じて、解釈される。 

第１５４条 解釈は、明白で正確な契約条項の変性をもたらさない。 

第１５５条① ある条項が二つの意味にとれるときは、なんらの効果も生じない意味に

おいてよりも、何らかの効果を有することができる意味を優先しなければならない。

 ② 曖昧な場合は、契約条項は作成者の不利に解釈される。 

 

○ドイツ民法 

 第３０５条ｃ 

  (1) 略 

  (2) 約款の解釈に疑義があるときは，約款使用者に不利に解釈しなければならない。

 

○オランダ法 

第６編２３８条 
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 (1) （略） 

 (2) 第２３６条および第２３７条所定の契約における条項は、明確かつ理解可能な

言葉で記載されなければならない。条項の意味に疑義があるときは、相手方の有利

に解釈するものとする。 

第６編２４０条第１項 

 (1) 第 3 項所定の法人の請求に基づいて、特定の約款における特定の条項につき、不

相当に不利益なものと宣言することができる。第２３３条 a号、第２３６条および

第２３７条は、準用される。前２文の適用に関しては、強行的な法律上の規定に反

する約款中の条項は、不相当に不利益なものと見なされる。条項の評価に際しては、

第２３８条第２項第２文に定める解釈規定は、適用しない。 

 

○ユニドロワ国際商事契約原則 

 第４．１条（当事者の意思） 

  (1) 契約は当事者の共通の意思に従って解釈されなければならない． 

  (2) 前項の意思を証明することができないときは，契約は，当事者と同種の合理的な

者が同じ状況のもとでその契約に与えるであろう意味に従って解釈されなければな

らない． 

 第４．２条（言明およびその他の行為の解釈） 

  (1) 当事者の言明およびその他の行為は，相手方がその意思を知りまたは知らないこ

とはあり得なかったときは，その意思に従って解釈されなければならない． 

  (2) 前項の規定が適用されないときには，当事者の言明およびその他の行為は，相手

方と同種の合理的な者が同じ状況のもとでその行為に与えるであろう意味に従って

解釈されなければならない． 

 第４．３条（考慮すべき事情） 

    前 2 条の適用にあたっては，次に掲げる事情その他一切の事情を考慮しなければ

ならない． 

   (a) 契約準備段階における当事者間の交渉 

   (b) 当事者がその間で確立させている慣行 

   (c) 契約締結後の当事者の行為 

   (d) 契約の性質および目的 

   (e) 当該取引分野において条項や表現に一般に与えられている意味 

   (f) 慣習 

 第４．４条（契約全体または言明全体との一貫性） 

    条項および表現は，それらが含まれている契約または言明の全体に照らして解釈

されなければならない． 

 第４．５条（すべての条項に効果を与える解釈） 

    契約条項は，そのうちのいくつかの条項の効果を奪うよりも，それらすべての条

項に効果を与えるように解釈されなければならない． 

 第４．６条（「作成者不利に（contra proferentem）」の原則） 
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    当事者の一方により準備された契約条項が不明瞭なときは，その当事者に不利と

なるように解釈されることが望ましい． 

 第４．７条（言語間の齟齬） 

    契約に 2 つ以上の言語で作成された版があり，それらが等しく拘束力を有する場

合において，それらの間に齟齬があるときは，最初に作成された版に従って解釈さ

れることが望ましい． 

 

○ヨーロッパ契約法原則 

 ５：１０１条 解釈の一般的準則 

  (1) 契約は，文言の字義と異なるときであっても，両当事者の共通の意思に従って解

釈されなければならない。 

  (2) 当事者の一方が契約に特別の意味を与える意思を有していたこと，および，相手

方が契約締結時にその意思を知らずにいることなどありえなかったことが証明され

たときは，契約は，その当事者の意思に従って解釈されなければならない。 

  (3) １項または２項によって意思を証明することができないときは，契約は，両当事

者と同種の合理的な者であれば同じ状況の下で与えるであろう意味に従って解釈さ

れなければならない。 

 ５：１０２条 考慮すべき事情 

   契約を解釈するにあたっては，とりわけ，次の各号に掲げる事情を考慮しなければ

ならない。 

  (a) 契約が締結された際の諸事情。契約準備段階における交渉を含む。 

  (b) 当事者の行為。契約締結後の行為も含む。 

  (c) 契約の性質および目的。 

  (d) 両当事者が類似の条項に対してかつて与えていた解釈，および両当事者間で確立

されている慣行。 

  (e) 当該活動分野において条項および表現に対し一般に与えられている意味，ならび

に類似の条項に対してすでに得られた解釈。 

  (f) 慣習。 

  (g) 信義誠実および公正取引。 

 ５：１０３条 「作成者に不利に」の準則 

   個別に交渉されなかった契約条項の意味について疑いがあるときは，当該条項をも

ち出した当事者に不利となる解釈が優先されなければならない。 

 ５：１０４条 交渉された条項の優先 

   個別に交渉された条項は，個別に交渉されていない条項に対して優先する。 

 ５：１０５条 契約全体との関連 

   条項は，それが含まれている契約全体に照らして解釈されなければならない。 

 ５：１０６条 条項を有効とする解釈 

   契約条項を適法または有効とする解釈は，そうでない解釈よりも優先されなければ

ならない。 
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 ５：１０７条 言語間の齟齬 

   契約に異なった言語で作成された複数の版があり，それらのいずれについても正文

である旨が表示されていない場合において，それらの間に齟齬があるときは，当該契

約を最初に作成した際の版に従った解釈が優先する。 

 

○ＤＣＦＲ第２編第８章 解釈 第１節：契約の解釈 

II.-8:101: 原則 

(1) 契約は、それが文言の言葉上の意味と異なる場合であっても、両当事者の共通の

意思に従って解釈される。 

(2) 一方当事者が契約またはこれに用いられる条項もしくは表現に特定の意味を持

たせようとした場合であって、かつ契約締結時に他方当事者が当該一方当事者の意

図に気付いていたか、または気付くことが合理的に期待された場合には、契約は、

当該一方当事者の意図していたように解釈される。 

(3) ただし、契約は、以下の場合には、合理的な人がそのように解するであろう意味

にしたがって解釈される。 

(a) 前項に基づいて意図が明確にできない場合。 

(b) 合理的かつ誠実に契約の表現上の意味に依拠した、契約の当事者でなく、また

法律上そのような当事者以上の権利は有しない人について、問題が生じた場合。

II.-8:102: 関連事項 

(1) 契約を解釈するにあたり、特に以下の事項につき考慮することができる。 

(a) 事前の交渉を含め、契約が締結された状況。 

(b) 契約締結の後も含めた、当事者の行動。 

(c) 当事者間において確立している契約または実務において用いられるものと同

一または類似の、当事者によって既に与えられている条項または表現への解釈。

(d) 問題となっている活動の一分野においてそのような条項または表現について

一般的に与えられる意味、およびそのような条項または表現について通常与えら

れる解釈。 

(e) 契約の性質および目的。 

(f) 慣行。 

(g) 誠実かつ公正な取引。 

(2) 合理的かつ誠実に契約の表現上の意味に依拠した、契約の当事者でなく、また譲

受人等のように法律上そのような当事者以上の権利は有しない人について問題が生

じた場合、上記(a)から(c)に述べられた状況は、当該人物が知っていたまたは合理

的に知っていることが期待された状況の範囲においてのみ、考慮することができる。

II.-8:103: 条項の供給者または支配的な当事者に不利な解釈 

(1) 個別に交渉されていない条項の意味について疑問が生じた場合には、当該条項を

与えた当事者に不利な解釈が望ましい。 

(2) その他の条項の意味について疑問が生じた場合であって、かつその条項が一方当

事者の支配的な影響力の下で定められた場合には、当該当事者に不利な解釈が望ま
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しい。 

II.-8:104: 交渉された条項の優先 

個別に交渉された条項は、交渉されなかった条項よりも優先される。 

II.-8:105: 契約全体としての参照 

条項および表現は、これらが表された契約全体に照らして解釈される。 

II.-8:106: 条項を有効にする解釈の優先 

契約の条項を合法または有効にする解釈は、そうしない解釈よりも望ましい。 

II.-8:107: 言語上の不一致 

契約文書が二つ以上の言語によって存在し、いずれも正式であるとの記述がない場合

において、これらの文書間に不一致があったときには、契約が最初に起草された際の

文書に従った解釈が優先される。 

 

 

２ 契約の解釈に関する基本原則 

契約の解釈に関する基本的な原則として，狭義の解釈（当事者によって表示

されたところの意味を明らかにする解釈）について，契約は当事者の共通の意

思に従って解釈しなければならないこと，当事者の意思が異なるときは，当事

者が当該事情の下において合理的に考えるならば理解したであろう意味に従っ

て解釈されなければならないことを条文上明示すべきであるとの考え方が提示

されている。 

また，補充的解釈（当事者が表示していない事項について法律行為を補充す

る解釈）について，当事者が合意したと考えられる内容が確定できるときは，

その合意内容に従って契約を解釈しなければならないとの規定を設けるべきで

あるとの考え方が示されている。 

これらの考え方について，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

１ 当事者が表示に与えた意味が合致している場合の契約解釈 

  契約の解釈に関する伝統的通説とされる立場によれば，契約の解釈を含む法律行

為の解釈は，内心的効果意思を探求することではなく，表示行為の有する客観的意

味を明らかにすることであるとされてきた（客観的解釈説）。このような立場によれ

ば，内心的効果意思は，法律行為の効力の有無を左右することがあるだけで，法律

行為の内容に影響を与えることはないとされる。 

  これに対し，現在では，表示に当事者が付与した意味が合致している場合には，

その客観的意味にかかわりなく当事者の一致した意思に従って解釈すべきであると

の見解（共通意思優先説）が支配的である。 

  以上を踏まえ，契約は当事者の共通の意思に従って解釈しなければならないこと

を条文上明確にし，当事者が表示に付与した意味が合致している場合には，表示の

客観的な意味にかかわらず，当事者の付与した意味どおりに解釈すべきことを明ら
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かにすべきであるとの考え方が示されている（参考資料１［検討委員会試案］・１２

２頁）が，どのように考えるか。 

２ 当事者が表示に与えた意味が合致していない場合の契約解釈 

  当事者が表示に与えた意味が合致していない場合であっても，表示が客観的に合

致していれば契約は成立すると考えられているので，このような契約の内容をどの

ように確定するか，契約解釈の基準が問題となる。 

  表示に当事者が付与した意味が合致している場合に共通意思優先説を採る立場か

らも，表示に当事者が付与した意味が合致していない場合には客観的解釈説を採る

べきであるとの見解が主張されている。もっとも，客観的意味をどのような基準で

確定するかについてはさらに争いがあり，一般社会にとっての理解や通常人の合理

的理解を標準とすべきであるとの見解のほか，表示行為が相手方に向けられている

ことに着目して，意思表示の相手方が当該事情の下において通常理解すると認めら

れる内容がここにいう客観的意味であるとする見解が主張されている。 

  これに対し，契約の両当事者とも付与していなかった意味が「客観的意味」の名

の下に契約内容になるのは適当でないとして，表示に付与した意味が両当事者で異

なる場合は，両当事者がそれぞれ表示に付与した意味のうちいずれが正当であるか

に従って契約の意味を確定すべきであるとの見解も主張されている（意味付与比較

説）。 

  以上のような学説状況を踏まえ，当事者の意思が異なるときは，当事者が当該事

情の下において合理的に考えるならば理解したであろう意味に従って解釈されなけ

ればならないことを条文上明示すべきであるとの考え方が提示されている（参考資

料１［検討委員会試案］・１２２頁）。この考え方は，表示行為の客観的意味を明ら

かにするという客観的解釈説を基礎としながら，当事者に視座を据えて，当該当事

者が当該事情の下で合理的に考えるならばその表示行為をどのように理解するかを

基準として契約を解釈するものであると説明されている。このような考え方につい

て，どのように考えるか。 

３ 補充的契約解釈 

  法律行為の中で当事者が特に定めなかった部分が問題となった場合には，裁判所

がこの部分を補充する必要がある。このような作業は，補充的解釈と呼ばれている。 

  学説上，補充的契約解釈に当たっては，慣習，任意規定，条理の順で基準とすべ

きであるとの見解が支配的であったが，現在では，契約が私的自治を実現するため

の手段であることから，できるだけ当事者の意図に近い解決が図られるように，当

事者が補充するとしたらどのように補充したかを検討し，このような仮定的意思が

明らかになるのであればそれを最も優先すべきであるとの見解が有力に主張されて

いる。 

  これを踏まえ，補充的契約解釈について，契約の内容を確定できない事項が残る

場合には，当事者がそのことを知っていれば合意したと考えられる内容が確定でき

るときは，その合意内容に従って契約を解釈しなければならないとの規定を設ける

べきであるとの考え方が示されている（参考資料１［検討委員会試案］・１２３頁）
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が，どのように考えるか。 

  なお，法律行為の一部が無効になった場合の補充の方法が問題とされているが（部

会資料１３－１，第２，２（２）（関連論点）（５頁）），補充的契約解釈の基準はこ

の問題にも関連するので，両者の整合性にも留意する必要があると考えられる。 

 

３ 個別的な解釈指針 

書面による契約を解釈するための個別的な指針として，契約をできる限り有

効又は法律的に意味のあるものとなるように解釈すべきであるとの原則，契約

を全体として統一的に解釈すべきであるとの原則，個別交渉を経た条項の優先，

条項使用者不利の原則などがあるとされている。このような個別的な解釈指針

を法定する必要があるかどうか，また，法定するとしてどのような原則を法定

するかが問題となるところ，一つの考え方として，個別的な解釈指針は基本的

には明文化しないという考え方が示されているが，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

１ 問題の所在 

  契約は当事者の共通の意思に従って解釈しなければならないとされ，当事者が表

示に付与した意味が異なる場合の契約の解釈についても様々な見解が主張されてい

るが（上記２参照），このような基本原則によっても契約の内容を確定することがで

きないことがあり得る。諸外国においては，このような場合における契約の解釈に

ついて具体的な指針が細かく議論されており，これを法定する立法例もある。契約

を解釈するための指針は，必ずしも裁判官を拘束するものではないと考えられるが，

当事者が契約を通じて権利義務を設計するための手がかりとしての重要性があり，

比較法的に共通した原則に立脚した基準を定立することにはその有用性を高める意

義があるとの指摘もある。他方，このような解釈指針を法定することについては諸

外国においても疑問が呈されているとの指摘もあるほか，日本においては契約の個

別的な解釈指針について十分な議論の蓄積がなく，共通の理解が確立しているとは

言い難いとの指摘もある。 

  具体的な契約の解釈指針として，例えば次の２から５までのような原則が存在し

ていると言われているが，このような原則を法律で規定することの要否や，規定す

る場合の具体的な内容が問題となり得る。一つの考え方として，個別的な解釈指針

は基本的には明文化しないが，専ら約款の解釈に関して，後記５（条項使用者不利

の原則）を明文化すべきであるという考え方が提示されている（参考資料１［検討

委員会試案］・１２３頁）が，どのように考えるか。 

２ 有効解釈の原則 

  契約書について，それが無効又は法律的に無意味となる解釈と，有効又は法律的

に意味のあるものとなる解釈のいずれもが成り立ち得る場合は，後者の解釈を採る

べきであるとの原則があるとされている（フランス民法第１１５７条，ヨーロッパ

契約法原則５：１０６条，ユニドロワ国際商事契約原則４．５条参照）。 
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  日本の判例にも，契約の解釈において採り得るいくつかの解釈のうちあるものを

採ると効果を生じさせることができるが，他のものを採ると何らの効果を生じさせ

ることができないときは，特別の事由がない限り，効果を生じさせる意義に解すべ

きであるとしたものがあり，このような原則は日本においても採用されていると考

えられる（大判大正３年１１月２０日民録２０輯９５４頁，名古屋高判平成１３年

３月２９日判時１７６７号４８頁）。 

３ 全体的解釈の原則 

  契約書は全体として統一的に解釈すべきであるとの原則があるとされている（旧

民法財産編第３５８条，フランス民法第１１６１条，ヨーロッパ契約法原則５：１

０５条，ユニドロワ国際商事契約原則４．４条参照）。具体的には，契約書中の個々

の表現や条項の意味が契約書全体に照らして解釈されるべきであること，複数の契

約書がある場合でもそれらを総合して解釈すべきであることなどを内容とする。 

  日本の判例にも，同一の約款の同一の章で用いられる同一の文言は統一的に解釈

するのが合理的であるとした判例等がある（最判平成７年１１月１０日民集４９巻

９号２９１８頁）。 

４ 個別交渉を経た条項の優先 

  当事者の個別的な交渉により書き加えられた条項が，印刷され標準化された条項

と矛盾対立する場合には，前者が優先するとの原則があるとされる（ヨーロッパ契

約法原則５：１０４条）。 

５ 条項使用者不利の原則 

  合意の意味が不明確で多様に解釈される場合において，当該合意の文言が一方当

事者によって使用されたものであるときは，その使用者にとって不利な意味に解釈

されるべきであるとの原則があるとされている（ドイツ民法３０５条ｃ(2)，ヨーロ

ッパ契約法原則５：１０３条，ユニドロワ国際商事契約原則４．６条）。日本におい

ても，学説では，約款の解釈に当たってはこのような原則に従うべきであるとの見

解が支配的であるとされている。 

  以上を踏まえ，約款が使用された場合は相手方は契約内容について実質的な交渉

をすることが期待できないこと，約款を使用した者はその条項の意味が不明瞭なこ

とによるリスクを負担すべきであることから，約款について複数の解釈が可能なと

きは条項使用者に不利な解釈が採用されることを規定すべきであるとの考え方が提

示されている（参考資料１［検討委員会試案］・１２３頁）が，どのように考えるか。 
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第６ 第三者のためにする契約 

 

給付 

第三者のためにする契約

Ｃ（受益者） 

Ｂ（諾約者） 

（対価関係） 

（補償関係） 

Ａ（要約者） 

 

 

１ 総論 

第三者のためにする契約に関しては，類型ごとに規定の明確化を図ることの

当否を始めとして，後記２から５までに取り上げた問題点が指摘されているが，

このほか，第三者のためにする契約の規定を見直すに当たって，どのような点

に留意する必要があるか。 

 

（参照・現行条文） 

○ （第三者のためにする契約） 

民法第５３７条 契約により当事者の一方が第三者に対してある給付をすることを

約したときは、その第三者は、債務者に対して直接にその給付を請求する権利を

有する。 

２ 前項の場合において、第三者の権利は、その第三者が債務者に対して同項の契

約の利益を享受する意思を表示した時に発生する。 

○ （第三者の権利の確定） 

民法第５３８条 前条の規定により第三者の権利が発生した後は、当事者は、これ

を変更し、又は消滅させることができない。 

○ （債務者の抗弁） 

民法第５３９条 債務者は、第五百三十七条第一項の契約に基づく抗弁をもって、

その契約の利益を受ける第三者に対抗することができる。 
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（比較法） 

○ フランス民法 

 第１１１９条 

   一般に、自己のためでなければ、自己の名で債務を負うことも、負わせることもでき

ない。 

第１１２０条 

   ただし、第三者の行為を約束することによって、その者に代わって請け合うことがで

きる。ただし、その第三者が約務を引き受けることを拒否する場合には、請け合った者

または追認させることを約束した者による保証を妨げない。 

第１１２１条 

   それが、自己のために行う約定または他の者に対して行う贈与の条件であるときは、

同様に第三者のために約定することができる。この約定を行った者は、第三者がその利

益を受けようとする旨を申述した場合には、それを撤回することができない。 

 

○ フランス民法改正草案（カタラ草案） 

第１１７１条 

  要約者と称される契約当事者の一人は、他方の当事者、すなわち諾約者に、受益者で

ある第三者のために給付を実行することを約束させることができる。ただし、第三者は、

それが将来の人であっても、正確に指名され、または約束の履行の時点で決定されうる

ものでなければならず、かつ、約束の履行の時点で受領能力を有していなければならな

い。 

 第１１７１－１条 

① 第三者が、その者のためになされた約定の利益を承諾しない限り、約定は、要約者

により自由に撤回することができる。 

② 承諾が撤回前になされた場合、承諾は、要約者または諾約者がそれを知った時から、

約定を撤回不能にする。 

③ 受益者は、その時から諾約者に対して義務の履行を直接に請求する権利を与えられ、

その設定行為の時からその権利を有していたとみなされる。 

第１１７１－２条 

① 撤回は、要約者、またはその者の死亡後はその者の相続人からしかすることができ

ない。相続人は、受益者を承諾につき遅滞に付した日から 3 カ月の期間を経過した後

からしか、撤回をすることができない。 

② 撤回は、受益者たる第三者または諾約者がそのことを知った時から効力を生ずる。

撤回が遺言によりなされたとき、撤回は死亡時に効力を生ずる。撤回が、新たな受益

者の指名を伴わない場合、撤回は場合によって要約者またはその者の相続人に利益を

もたらす。当初指名された第三者は、その者のためになされた約定からいかなる利益

も享受しなかったものとみなされる。 

 第１１７１－３条 

   承諾は、受益者、またはその者の死亡後は、反対の約定のない限り、その者の相続人
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からすることができる。承諾は、明示または黙示にすることができる。承諾は、要約者

または諾約者の死亡後であってもすることができる。 

第１１７１－４条 

   要約者は、諾約者にその者の義務を受益者に対して履行することを自ら請求すること

ができる。 

 

○ フランス民法改正草案（テレ草案） 

第１２９条 

   同様に、第三者のために約定をすることができる。第三者が、約定の締結の時に定め

られていない場合は、その履行の時に定められなければならない。 

 第１３０条 

   第三者のための約定は、その者のために約定がなされた第三者に直ちに権利を与える。

第三者は、要約者と同様、義務の履行を諾約者に請求することができる。 

 第１３１条 

① この権利は、第三者が承諾することを表明しない限り、要約者による撤回が可能で

ある。要約者の死亡後は、反対の合意がない限り、この権利は、その者の相続人が受

益者を承諾につき遅滞に付した日から 3 カ月の期間を経過した後に、相続人による撤

回が可能である。 

② 撤回は、受益者または諾約者によるその受領の時から効力を生ずる。撤回が遺言に

よりなされた場合、撤回は死亡時に効力を生ずる。 

③ 当初指名された第三者は、約定からいかなる利益も享受しなかったものとみなされ

る。撤回に新たな受益者の指名が伴っていなかったとき、撤回は要約者またはその者

の相続人に利益をもたらす。 

 第１３２条 

   承諾は、受益者、またはその者の死亡後は、反対の約定のない限りその者の相続人が

それをすることができる。承諾は、明示または黙示にすることができる。承諾は、要約

者または諾約者の死亡後であってもすることができる。 

 

○ フランス民法改正草案（司法省草案） 

第１４２条 

   同様に、要約者と称される契約当事者の一人は、他方の当事者、すなわち諾約者に、

受益者である第三者のために給付を実行することを約束させることができる。ただし、

第三者は、それが将来の人であっても、正確に指名され、または約束の履行の時点で決

定されうるものでなければならず、かつ、約束の履行の時点で受領能力を有していなけ

ればならない。 

 第１４３条 

① 第三者が、その者のためになされた約定の利益を承諾しない限り、約定は、要約者

により自由に撤回することができる。 

② 承諾が撤回前になされた場合、承諾は、要約者または諾約者がそれを知った時から
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約定を撤回不能にする。 

③ 承諾により、受益者は、その設定行為の時からその権利を有していたとみなされ、

諾約者に対して義務の履行を直接に請求する権利を与えられる。 

 第１４４条 

① 撤回は、要約者、またはその者の死亡後はその者の相続人からしかすることができ

ない。相続人は、受益者を承諾につき遅滞に付した日から 3 カ月の期間を経過した後

からしか、撤回をすることができない。 

② 撤回は、受益者たる第三者または諾約者がそのことを知った時から効力を生ずる。

③ 撤回が遺言によりなされたとき、撤回は死亡時に効力を生ずる。撤回が、新たな受

益者の指名を伴わない場合、撤回は場合によって要約者またはその者の相続人に利益

をもたらす。当初指名された第三者は、その者のためになされた約定からいかなる利

益も享受しなかったものとみなされる。 

 第１４５条 

   承諾は、受益者、またはその者の死亡後は、反対の約定のない限りその者の相続人が

それをすることができる。承諾は、明示または黙示にすることができる。承諾は、要約

者または諾約者の死亡後であってもすることができる。 

 第１４６条 

 要約者は、諾約者にその者の義務を受益者に対して履行することを自ら請求すること

ができる。 

 

○ ケベック民法 

 第１４４４条 

  ① 契約において、第三者のために約定をすることができる。 

② この約定は、受益者に、諾約者に対して約束した債務の履行を直接に請求する権利

を与える。 

 第１４４５条 

   第三者たる受益者は、約定の時点において定められるまたは存在する必要はない。そ

の時点で受益者が決定可能であり、諾約者がその者のために債務を履行しなければなら

ない時点において、受益者が存在していれば足りる。 

 第１４４６条 

   約定は、第三者たる受益者が、約定を承諾する意思を要約者または諾約者に知らせな

い限り、撤回可能である。 

第１４４７条 

① 要約者のみが、約定を撤回することができる。その者の相続人も、その者の債権者

も撤回することはできない。 

② ただし、諾約者が約定を維持することについて利益を有する場合には、要約者は諾

約者の同意なしには撤回することができない。 

 第１４４８条 

① 約定の撤回は、撤回が遺言によってなされたのでない限り、それが諾約者に知らさ
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れたときから、効力を生ずる。遺言によってなされた場合、相続の開始の時からその

効力を生ずる。 

② 撤回は、新たな受益者の指名がない場合、撤回は要約者またはその者の相続人に利

益をもたらす。 

 第１４４９条 

   第三者たる受益者はおよびその相続人は、たとえ要約者または諾約者が死亡した後で

あっても、有効にその約定を承諾することができる。 

 第１４５０条 

   諾約者は、第三者たる受益者に、その者が要約者に対して主張できる事由を対抗する

ことができる。 

 

○ ドイツ民法 

第３２８条 第三者のためにする契約 

(1) 契約は、第三者が給付請求権を直接に取得する効果を伴って第三者への給付を目的

とすることができる。 

(2) 特別の定めのない限り、第三者が権利を取得し得るか否か、第三者の権利が当然に

生ずるか否か、契約当事者が第三者の同意なくその権利を消滅させもしくは変更し得

るか否かは、諸般の事情、とりわけ、契約の目的にしたがって決定される。 

第３２９条 履行引受けにおける解釈準則 

契約において一方当事者が債務を引き受けることなく相手方の債権者を満足させる義

務を負う場合において、疑わしいときは、債権者は自己を満足させる請求権を直接取得

しないものとする。 

第３３０条 生命保険契約または終身定期金契約における解釈準則 

生命保険契約または終身定期金契約において第三者に対する保険金または終身定期金

の支払いを約した場合、疑わしいときは、第三者は給付を請求する権利を直接に取得す

るものとする。無償の出捐がなされた場合において受贈者が第三者に対する給付を負担

したとき、または、財産引受けもしくは土地引受けの場合において引受人が補償のため

に第三者に対する給付を約束したときも、同様とする。 

 第３３１条 死亡後の給付 

(1) 第三者に対する給付が、約束をされた者の死亡後になされるべき場合、疑わしいと

きは、第三者は、約束の受領者の死亡と同時に給付を請求する権利を取得する。 

(2) 約束の受領者が第三者の出生前に死亡した場合、第三者に対する給付の約束は、そ

の権限を留保していたときに限り、廃棄または変更することができる。 

第３３２条 留保がある場合の死因処分による変更 

約束の受領者が約束者の同意がなくとも契約上定められた第三者に代えて他の者を指

定する権限を留保していた場合、疑わしいときは、当該指令は死因処分によってもおこ

なうことができる。 

 第３３３条 第三者による権利の拒絶 

第三者が契約から取得した権利を約束した者に対して拒絶したときは、その権利は取
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得されなかったものとみなす。 

第３３４条 債務者の第三者に対する抗弁 

諾約者は、契約から生ずる抗弁を、受益者に対しても対抗することができる。 

第３３５条 要約者の請求権 

要約者は、第三者が独立に権利を行使できるときもなお、第三者に対する履行を請求

することができる。ただし、契約当事者による別段の意思表示が認められる場合はこの

限りではない。 

 

○ オランダ民法 

 第６編２５３条 

 (1) 当事者の一方から給付を求める権利または当事者のいずれかに対して別の方法で契

約を援用する権利を第三者のために生ぜしめる契約は、契約がその効果に関する約定

を含みかつ第三者がこの約定について承諾をしたときに、その権利を生じる。 

  (2) 承諾がなされるまで、その約定を申し入れた者は、その約定を撤回することができ

る。 

  (3) その約定に関する承諾または撤回は、関係するその他の当事者のうちのいずれかに

対する表示によって行う。 

  (4) その約定が撤回不可能でかつ第三者に対して無償で行われたものであるときは、第

三者がそれについて知っていて、かつ遅滞なくそれを拒絶しなかった場合には、承諾

されたものと見なす。 

第６編２５４条 

  (1) 第三者がその約定について承諾した後は、第三者はその契約の当事者と見なされる。

  (2) 第三者は、その約定の目的と一致するときは、承諾する以前の期間にわたる権利に

ついても、その約定から取得することができる。 

第６編２５５条 

  (1) 第三者のためにする約定がその第三者に関して効力を生じないときは、その約定を

申し入れた者は、自らまたは他の第三者を受益者として指定することができる。 

  (2) 給付を約した者が約定を申し入れた者に対しその指定のための合理的な期間を与

え、かつその者がその期間内に指定を行わなかったときは、約定を申し入れた者は自

らを受益者として指定したものと見なされる。 

第６編２５６条 

   第三者のためにする約定を申し入れた当事者は、第三者がそれについて異議を述べな

い限り、第三者のためにその履行を求めることができる。 

 

○ ユニドロワ国際商事契約原則２００４ 

第 5.2.1 条 （第三者のためにする契約） 

(1) 契約当事者（「諾約者」および「要約者」）は，明示的または黙示的の合意によって，

第三者（「受益者」）に対して権利を与えることができる． 

(2) 受益者の諾約者に対する権利の発生および内容は，契約当事者の合意によって決ま
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り，その合意に定める条件その他の制限に従う． 

第 5.2.2 条 （特定しうる第三者） 

受益者は，契約によって十分な確実性をもって特定できなければならないが，契約締

結時に存在している必要はない． 

第 5.2.3 条 （免責および責任制限条項） 

受益者に対して付与することができる権利には，受益者の責任を免除または制限する

契約条項に基づく主張をする権利を含む． 

第 5.2.4 条 （抗弁） 

諾約者は，要約者に対して主張することができたすべての抗弁を受益者に対して主張

することができる． 

第 5.2.5 条 （撤回） 

契約当事者は，契約によって受益者に与えられた権利を，受益者がそれを承諾し，ま

たはそれを信頼して合理的に行動するまでの間，変更または撤回することができる． 

第 5.2.6 条 （放棄） 

受益者は，与えられた権利を放棄することができる． 

 

○ ヨーロッパ契約法原則 

 ６：１１０条 第三者のためにする合意 

  (1) 契約上の債務の履行を求める第三者の権利が約束者と約束の相手方との間で明示的

に合意されているとき，または契約の目的もしくは当該事情からそのような合意を推

断することができるとき，第三者は，契約上の債務の履行を求めることができる。そ

の第三者は，合意が締結された時に特定されていることを要しない。 

  (2) 第三者が履行を請求する権利を放棄したときは，その権利は発生しなかったものと

みなす。 

  (3) 約束の相手方は，約束者に通知することにより，第三者から履行を請求する権利を

奪うことができる。ただし，次の各号のいずれかに該当するときは，このかぎりでな

い。 

   (a) 第三者が，約束の相手方から，この権利が撤回不可能であるとの通知を受けてい

たとき 

   (b) 約束者または約束の相手方が，第三者から，この権利を受けることに同意すると

の通知を受けていたとき 

 

２ 第三者のためにする契約の類型化（民法第５３７条第１項） 

第三者のためにする契約の成立要件については，「契約により当事者の一方

が第三者に対してある給付をすることを約したとき」（民法第５３７条第１項）

という概括的な規定が置かれているのみであり，具体的にどのような契約がこ

れに該当するのかは，解釈に委ねられている状況にある。また，受益者（第三

者）の権利は，受益者が契約の利益を享受する意思（受益の意思）を表示した

ときに発生すると規定されている（同条第２項）が，第三者のためにする契約
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の内容によっては，受益の意思の表示がなくても受益者の権利を発生させるこ

とが適当な場合があるとの指摘もある。 

こうした状況を踏まえ，受益者の権利の発生のために受益の意思の表示を必

要とすべきか否か等の観点から，判例において第三者のためにする契約とされ

た事例を整理するなどして，第三者のためにする契約の類型化を図り，その類

型ごとに規定を明確化すべきであるとの考え方が提示されている。この考え方

では，例えば，受益者が何らの負担なしに債権を取得する類型の第三者のため

にする契約では，受益者の権利の発生のために受益の意思の表示を必要としな

いとされている。 

このような考え方について，どのように考えるか。 

 

（参照・現行条文） 

○ （運送人等の不法行為責任）  

国際海上物品運送法第２０の２ （略） 

２ 前項の規定により運送品に関する運送人の責任が免除され、又は軽減される場

合には、その責任が免除され、又は軽減される限度において、当該運送品に関す

る運送人の使用する者の荷送人、荷受人又は船荷証券所持人に対する不法行為に

よる損害賠償の責任も、免除され、又は軽減される。 

３～５ （略） 

 

（補足説明） 

１ 第三者のためにする契約 

(1) 第三者のためにする契約とは，一般に，契約から生ずる権利を契約当事者以外

の第三者に直接に帰属させる内容を有する契約であると定義されている。 

講学上，この場合の第三者を「受益者」といい，受益者に対して給付をするこ

とになる契約当事者を「諾約者」といい，もう一方の契約当事者を「要約者」と

いう。 

(2) 大陸法においては，ローマ法以来，契約は当事者以外の者に利益を与えること

も不利益を与えることもできないこと（契約の相対効）が原則とされてきた。 

しかし，時代が進んで権利義務関係が複雑化するにつれ，経済上の必要から，

契約の効力の当事者以外の者への拡大が徐々に認められるようになっていった。

１８０４年に公布されたフランス民法では，ローマ法を受け継いで契約の相対効

の原則が採用されたが（フランス民法第１１１９条，第１１６５条），一定の場合

に第三者のための契約を締結することを認める例外規定も設けられた（同法第１

１２１条前段）。他方，１８９６年に公布されたドイツ民法では，ローマ法以来の

原則に対する重要な例外として，第三者のためにする契約が一般的に認められる

に至った（ドイツ民法第３２８条第１項）。 

英米法においても，契約の相対効が原則とされているところ，アメリカ法にお

いては１９世紀中期までに形成された判例法により，イギリス法においては１９
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９９年に制定された「契約（第三者の権利）法」（Contracts (Rights of Third 

Parties) Act 1999）により，それぞれ第三者のためにする契約が認められるに至

っている。 

２ 問題の所在 

(1) 第三者のためにする契約の成立要件については，「契約により当事者の一方が

第三者に対してある給付をすることを約したとき」（民法第５３７条第１項）とい

う概括的な規定が置かれているのみであり，具体的にどのような契約がこれに該

当するのかは，解釈に委ねられている状況にある。 

  このため，第三者のためにする契約に該当するか否かが争われる事例も少なく

ない。特に問題とされたのは，電信送金契約が第三者のためにする契約に該当す

るか否かについてであり，判例（大判大正１１年９月２９日民集１巻５５７頁，

最判昭和４３年１２月５日民集２２巻１３号２８７６頁）は第三者のためにする

契約に該当しないとするが，学説上はこれに該当するとの見解が有力である。 

我が国において第三者のためにする契約に該当するか否かがしばしば争われる

ことについては，民法の起草過程において，具体的にどのような契約が第三者の

ためにする契約に該当するのかを十分に吟味することなく，大陸法において第三

者のためにする契約が一般的に認められるに至ったという概念的な成果のみを取

り入れようとしたことに一因があると指摘されている。 

そこで，第三者のためにする契約の規定について，民法制定以来の適用実績等

を踏まえて，現実的な紛争解決の指針となり得る具体性のあるものに改めるべき

であるとの考え方が示されている。 

(2) また，民法第５３７条２項は，「前項の場合において、第三者の権利は、その第

三者が債務者に対して同項の契約の利益を享受する意思を表示した時に発生す

る」と規定して，受益者（第三者）の受益の意思の表示によって，その権利が発

生するとしている。 

  我が国の民法と同様に第三者のためにする契約を一般的に認めているドイツ民

法では，受益の意思表示という要件なしに受益者が権利を取得することが認めら

れており，受益者の権利取得の態様については，契約の目的を始めとする諸般の

事情によるとされている。そして，権利を取得したくない受益者はそれを放棄す

れば足りるとされている（ドイツ民法第３２８条，第３３３条）。これに対し，我

が国では，受益者が権利の取得を望まない場合であっても当然にその権利が発生

するとするのは行き過ぎであると考えられたことなどから，受益者の権利の発生

のために受益の意思の表示が必要とされているのである。 

  もっとも，受益者の権利の発生のために受益の意思の表示を必要とすることが，

裁判実務において，その実態にそぐわない場面があることが指摘されている。例

えば，裁判例には，出産に関する医療において胎児に対する医師の義務を導くた

め，親と医療機関との間で，生まれてくる子のための安全な分娩の確保等を内容

とする第三者のためにする契約が締結されているという構成を用いるものがある

が，子が生まれた直後に親が子を代理して受益の意思の表示を黙示に行ったと認
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定しており（東京地判昭和５４年４月２４日判タ３８８号１４７頁，名古屋地判

平成元年２月１７日判タ７０３号２０４頁等），いかにも技巧的な認定であるこ

とは否めない。 

  そこで，受益者の権利の発生のために受益の意思の表示を要求することについ

て，見直しを検討すべきであるとの考え方が示されている。 

３ 立法提案 

(1) 以上の問題点を踏まえた一つの考え方として，受益者の権利の発生のために受

益の意思の表示を必要とすべきか否か等の観点から，判例において第三者のため

にする契約とされた具体的事例を整理分析するなどして，第三者のためにする契

約の類型化を図り，その類型ごとに規定を明確化すべきであるとの立法提案が示

されている。すなわち，第三者のためにする契約を，①受益者に諾約者に対する

債権を取得させるもの（債権取得型），②受益者に諾約者に対する債権を取得さ

せる場合において，受益者に付随的な負担が伴うもの（負担付債権取得型），③

受益者が，諾約者から財産権の移転又は役務の提供を受ける債権を取得するのに

対し，反対給付の債務を負う契約を成立したものと扱うもの（契約成立型），④

受益者の諾約者に対する債務を免除させるもの（債務免除型），⑤要約者と諾約

者の間で合意された受益者の諾約者に対する責任の制限や免除に関する条項を受

益者が援用できるようにするもの（条項援用型）の５類型に分類し，①について

は受益の意思の表示がなくても受益者の権利を発生させるとする立法提案である

（参考資料１［検討委員会試案］・４１０頁）。 

この立法提案における各類型の概要は以下の(2)から(6)までのとおりであるが，

このような考え方について，どのように考えるか。 

   (2) 債権取得型（参考資料１［検討委員会試案］・４１１頁） 

債権取得型は，受益者に諾約者に対する債権を取得させる類型である。 

この類型では，受益者が何らの負担なく債権を取得することから，受益の意思

の表示がなくても当然に受益者は諾約者に対する債権を取得するものとされ，債

権の取得を望まない受益者は，債権の取得を放棄することができるとされている。

もっとも，受益者が債権の取得を承認した場合には，もはやその後の放棄は許さ

れず，また，受益者が債権を取得することを前提として利害関係人が生じた場合

には，受益者による債権の取得の放棄は，その利害関係人に対抗することはでき

ないとされている。また，受益者が債権の取得を放棄した場合の法律関係につい

ては，当該第三者のためにする契約の趣旨に反しない限り，要約者が受益者の地

位に立つものと推定するとされている。 

なお，古い判例（大判明治４１年９月２２日民録１４輯９０７頁）には，第三

者のためにする契約によって受益者が物権を取得することを肯定するものもある

が，この立法提案では，第三者のためにする契約により諾約者が受益者に物権を

移転する債務を負うという構成を採れば足りるとして，受益者に物権を取得させ

る類型は設けられていない。 

   (3) 負担付債権取得型（参考資料１［検討委員会試案］・４１１頁） 
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     負担付債権取得型は，受益者に諾約者に対する債権を取得させる場合において，

受益者に付随的な負担が伴う類型である。判例（大判大正８年２月１日民録２５

輯２４６頁）上も，第三者のためにする契約において，受益者に権利を取得させ

るだけでなく，付随的な負担を伴わせることを認めたものがある。 

負担付債権取得型については，当然に受益者の負担を生じさせるのは適当では

ないとして，受益者が諾約者に対する債権を取得するのは，受益者が諾約者に対

して同意の意思を表示したときとされている。 

   (4) 契約成立型（参考資料１［検討委員会試案］・４１２頁） 

     契約成立型は，受益者が，諾約者から財産権の移転又は役務の提供を受ける債

権を取得するのに対し，反対給付の債務を負う契約が成立したものと扱う類型で

ある。 

前記のとおり，第三者のためにする契約においては，受益者に付随的な負担を

伴わせることが認められているが，受益者の負担が反対給付と評価できる程度の

ものである場合には，受益者に解除権の行使を認めるなどしてその保護を図る観

点から，受益者を有償契約の当事者として扱うべきであるとの指摘がある。また，

古い判例（大判大正８年２月１日民録２５輯２４６頁）には，第三者のためにす

る契約によって受益者が当事者となる契約が成立することを認めたと解されるも

のがある。 

     契約成立型は，こうした事情を踏まえて，第三者のためにする契約によって受

益者が当事者となる契約が成立したものと扱うというものであるが，その契約の

種類については，受益者自身が財産権や役務を給付するような場合にまで拡大す

る必要性はないことから，「諾約者から財産権の移転または役務の提供を受ける

債権を取得するのに対し，反対給付の債務を負う契約」のみとされている。また，

当然に受益者に反対給付の義務を負わせるのは適当ではないとして，受益者と諾

約者との間で契約が成立したものと扱われるのは，受益者が諾約者に対して同意

の意思を表示したときとされている。 

   (5) 債務免除型（参考資料１［検討委員会試案］・４１３頁） 

     債務免除型は，受益者の諾約者に対する債務を免除させる類型である。債務を

免除させることは，文言上は「ある給付をすることを約した」（民法第５３７条

第１項）には当たらないものの，現行法下でも，判例（大判大正５年６月２６日

民録２２輯１２６８頁）は，「民法第五百三十七条ハ其明文上当事者ノ一方ニ於

テ第三者ニ給付ヲ約シタル場合ノミニ付キ規定セルカ如シト雖法律カ第三者ノ利

益ノ為メニスル契約ノ第三者ニ対スル効力ヲ特ニ此場合ニノミ限定シタルモノト

解スヘキ理由ナキカ故ニ当事者間ノ契約ニ於テ其一方カ第三者ニ対シテ有スル債

権ヲ免除スルコトヲ約シタル場合ト雖亦其契約ハ有効ニシテ此場合ニ於テハ第三

者ノ受益ノ意思表示アリタルトキヨリ免除ノ効力ヲ生スルモノト解スヘキモノト

ス」と述べて，第三者のためにする契約によって債務免除ができることを認めて

いる。 

     債務免除型においては，債務者の意思に反する場合には債務免除が認められな
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いこととする方向で債務免除の規定を改めるべきであるという考え方（部会資料

１０－１「第４ ２ 免除の規定の見直し（民法第５１９条）」・２０頁参照）を

踏まえ，受益者が同意の意思表示をしたときに債務免除の効果が生ずるとされて

いる。もっとも，債務免除は一方的意思表示によるとする現行法下の解釈論には，

第三者のためにする債務免除においては受益の意思の表示は不要と解すべきであ

るとする見解もある。 

   (6) 条項援用型（参考資料１［検討委員会試案］・４１３頁） 

     条項援用型は，受益者の諾約者に対する責任の制限や免除に関する条項が要約

者と諾約者の間で合意された場合に，これを受益者が援用できるようにする類型

である。 

     実務においては，旅客や荷主と運送人との間の契約に，運送人の従業員や履行

補助者も，旅客や荷主からの不法行為に基づく損害賠償請求に対して，運送人の

有する契約上の抗弁を援用することができるとの条項（いわゆるヒマラヤ条項）

が置かれることがあるが，こうした条項は，文言上は「ある給付をすることを約

した」（民法第５３７条第１項）には当たらないことなどから，その有効性につ

いて議論がある（なお，国際海上物品運送に関しては，平成４年の国際海上物品

運送法の改正によって，運送品に関する運送人の責任が免除・軽減される場合に

は，その責任が免除・軽減される限度で，当該運送品に関する運送人の使用する

者の損害賠償の責任も免除・軽減される旨の規定（同法第２０条の２）が置かれ，

立法的解決が図られた。）。 

     条項援用型は，こうした条項の有効性に条文上の根拠を与えるものであり，受

益者は，当該条項を援用することにより，条項援用型の第三者のためにする契約

が締結された時から諾約者との関係で当該条項の適用を受けていたものとみなさ

れるものとすることが提案されている。 

     比較法的には，条項援用型の例として，ユニドロワ国際商事契約原則２００４

第５．２．３条を挙げることができる。 

 

（関連論点） 受益者の権利の確定 

民法第５３８条は，受益者の受益の意思の表示があって初めて受益者（第三者）の

権利が発生するという前提の下で，「第三者の権利が発生した後は、当事者は、これを

変更し、又は消滅させることができない」と規定しているところ，第三者のためにす

る契約の類型化を図り，その類型ごとに受益の意思の表示の要否等を検討するという

考え方を採る場合には，受益者の権利が確定する時期について定める同条の規定を見

直す必要があることが指摘されている。 

この点に関する具体的な立法提案としては，第三者に対する契約を債権取得型，負

担付債権取得型，契約成立型，債務免除型，条項援用型の５類型に分類することを前

提に，①債権取得型においては，要約者又は諾約者から受益者に対して撤回権や変更

権を留保することなく受益者が取得する債権についての通知がされるか，受益者が債

権の取得を承認する意思を表示した時点で，②負担付債権取得型，契約成立型及び債
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務免除型においては，要約者又は諾約者から受益者に対して撤回権や変更権を留保す

ることなく受益者が取得する債権についての通知がされるか，受益者が同意の意思を

表示した時点で，③条項援用型においては，受益者が当該条項が自らに適用されるこ

とを知った時点で，それぞれ受益者の権利が確定するとするものがある（参考資料１

［検討委員会試案］・４１４頁）。これは，受益者が，取得する権利や利益について

正当な期待を持つ段階に至れば，もはやその変更や撤回は認めるべきではないという

発想に基づくものとされる。 

このような考え方について，どのように考えるか。 

 

３ 受益者の現存性・特定性 

   第三者のためにする契約の締結時において，受益者が現存することや特定さ

れていることが必要かどうかについて，民法は，特段の規定を設けていないと

ころ，判例は，受益者が現存する必要も特定されている必要もないとしている。 

そこで，これを条文上も明らかにすべきであるとの考え方が提示されている

が，このような考え方について，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

１ 民法は，受益者の現存性や特定性について，特段の規定を設けていない。 

この点について，判例は，「第三者のためにする契約において、その第三者はたと

い契約の当時に存在していなくても、将来出現するであろうと予期した者をもつて

第三者となした場合でも足りるものと解すべきである」（最判昭和３７年６月２６日

民集１６巻７号１３９７頁）と判示して，第三者のためにする契約の締結時に受益

者が現存している必要はないとし，また，「契約ニ依リ利益ヲ受クヘキ者カ廃家ヲ再

興スヘキモノナル場合ニ於テ契約当時再興者カ未タ確定セサリシノ故ヲ以テ其契約

カ民法第五百三十七条第一項ノ契約ニ該当セサルモノト論スルハ当ラス」（大判大正

７年１１月５日民録２４輯２１３１頁）と判示して，第三者のためにする契約の締

結時に受益者が特定されている必要もないとしている。 

そこで，第三者のためにする契約の締結時には受益者が現存する必要も特定され

ている必要もないことを条文上も明らかにすべきであるとの考え方が提示されてい

る。 

２ ところで，民法は，受益者の受益の意思の表示によって受益者の権利が発生する

と規定しており（同法第５３７条第２項），このことを前提に，受益の意思が表示さ

れる時には，受益者は現存し，特定されていることが必要であると解されている。 

この点に関して，受益者の権利の発生のために受益の意思の表示を必要とすべき

か否か等の観点から第三者のためにする契約を類型化した場合（前記「１ 第三者

のためにする契約の類型化（民法第５３７条第１項）」参照）には，受益者の受益の

意思の表示によって受益者の権利が発生するという前提が必ずしも維持されなくな

ることから，受益者の権利が発生すべき時に受益者が不存在・不特定であるときの

法律関係を明確にする必要があることが指摘されている。 
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具体的な立法提案としては，第三者に対する契約を債権取得型，負担付債権取得

型，契約成立型，債務免除型，条項援用型の５類型に分類することを前提に，①債

権取得型においては，第三者のためにする契約の締結時に受益者が不存在・不特定

であるときは，受益者が生じ，特定された時点で，受益者に債権が発生するが，受

益者が取得すべき債権の履行期に至ってもなお受益者が不存在・不特定である場合

には，受益者による債権の取得の放棄があったのと同様の扱いをするものとし，②

負担付債権取得型及び契約成立型においては，受益者が同意の意思を表示すべきと

きに不存在・不特定であるときは，当該第三者のためにする契約の効力は失効する

ものとし，③債務免除型及び条項援用型においては，受益者が不存在・不特定であ

っても，債務免除の効果が生じないか，条項の援用がされないというだけのことで

あるので，特に規定は設けないものとするものがある（参考資料１［検討委員会試

案］・４１３頁）。 

  ３ 以上のような考え方について，どのように考えるか。 

 

４ 要約者の地位 

(1) 諾約者に対する履行請求 

    第三者のためにする契約において，要約者が諾約者に対して受益者への履

行を請求することができるかどうかについては，民法に規定が置かれておら

ず，条文上は明らかではない。 

    この点について，要約者からの履行請求を肯定しなければ第三者のために

する契約の趣旨を貫徹できない場合があるとして，これを認める規定を設け

るべきであるとの考え方が提示されているが，このような考え方について，

どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

第三者のためにする契約において，受益者のみならず要約者も，諾約者に対して

受益者への履行を請求することができるかどうかについては，民法に規定が置かれ

ていない。 

古い判例（大判大正６年２月１４日民録２３輯１５２頁）には，これを肯定した

ものもあるが，下級審裁判例（神戸地伊丹支判昭和５０年２月１７日判タ３３２号

３１４頁）には，これを否定したものもある。学説上は，要約者の諾約者に対する

受益者への履行請求を肯定する見解が通説とされている。 

この点について，第三者のためにする契約が受益者に対する贈与の趣旨で行われ

たときのように，要約者からの履行請求を肯定しなければ第三者のためにする契約

の趣旨を貫徹できない場合があるとして，要約者も諾約者に対して受益者への履行

を請求することができる旨を条文上も明らかにすべきであるとの考え方が提示され

ている。 

具体的な立法提案としては，第三者に対する契約を債権取得型，負担付債権取得

型，契約成立型，債務免除型，条項援用型の５類型に分類することを前提に（前記
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「１ 第三者のためにする契約の類型化（民法第５３７条第１項）」参照），①債権

取得型及び負担付債権取得型においては，要約者は受益者が取得した債権について

諾約者に対し受益者への履行を請求することができる旨の規定を設け，②契約成立

型については，諾約者と受益者との間で契約が成立したものと扱う以上は，不履行

に対する救済手段は契約当事者間に帰属すべきであることから，要約者からの履行

請求に関する規定は設けず，③債務免除型及び条項援用型については，諾約者が受

益者に対して何らかの債務を負うわけではないことから，要約者からの履行請求に

関する規定は設けないものとするものがある（参考資料１［検討委員会試案］・４

１４頁）。 

このような考え方について，どのように考えるか。 

 

(2) 解除権の行使 

    第三者のためにする契約において，諾約者がその債務を履行しない場合に，

要約者が当該第三者のためにする契約を解除することができるかどうかにつ

いては，民法第５３８条が「第三者の権利が発生した後は、当事者は、これ

を変更し、又は消滅させることができない」と規定していることとの関係で，

争いがある。 

    この点について，要約者は，受益者の承諾を得て，当該第三者のためにす

る契約を解除することができることとすべきであるとの考え方が提示されて

いるが，このような考え方について，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

第三者のためにする契約において，諾約者がその債務を履行しない場合に，要約

者が当該第三者のためにする契約を解除することができるかどうかについては，民

法第５３８条が「第三者の権利が発生した後は、当事者は、これを変更し、又は消

滅させることができない」と規定していることとの関係で，争いがある。 

学説には，①同条の趣旨に照らして，要約者は，受益者の承諾なしには，当該第

三者のためにする契約を解除することができないとする見解と，②同条は当該第三

者のためにする契約の当事者（要約者と諾約者）が合意によって受益者の権利を消

滅させることを禁じたものに過ぎず，要約者は，受益者の承諾なしに，当該第三者

のためにする契約を解除することができるとする見解とがある。 

この点について，受益者の諾約者に対する履行請求権を受益者に無断で奪うこと

は妥当ではないとして，要約者は，受益者の承諾を得て，当該第三者のためにする

契約を解除することができることとすべきであるとの考え方が提示されている。 

具体的な立法提案としては，第三者に対する契約を債権取得型，負担付債権取得

型，契約成立型，債務免除型，条項援用型の５類型に分類することを前提に（前記

「１ 第三者のためにする契約の類型化（民法第５３７条第１項）」参照），①債権

取得型及び負担付債権取得型においては，要約者は，受益者の承諾を得て，当該第

三者のためにする契約を解除することができることとし，②契約成立型については，
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諾約者と受益者との間で契約が成立したものと扱う以上は，不履行に対する救済手

段は契約当事者間に帰属すべきであることから，要約者からの解除権の行使に関す

る規定は設けず，③債務免除型及び条項援用型については，諾約者が受益者に対し

て何らかの債務を負うわけではないことから，要約者からの解除権の行使に関する

規定は設けないものとするものがある（参考資料１［検討委員会試案］・４１４頁）。  

このような考え方について，どのように考えるか。 

 

第７ 継続的契約 

１ 総論（規定を設けることの要否，定義等） 

現代社会においては，継続的供給契約や代理店・特約店契約のように取引関

係が長期にわたる契約が重要な役割を果たしているが，こうしたいわゆる継続

的契約に関して，民法は，一般的な規定を置いていない。このため，実務にお

いては，契約の解消の場面を中心に継続的契約をめぐる紛争が少なくないにも

かかわらず，その解決は，専ら解釈に委ねられているというのが現状である。 

継続的契約の解消に関する裁判例には，契約関係を維持しようとする特有の

傾向があるとの指摘があるところ，こうした裁判例を分析すること等を通じて，

主として契約の解消の場面について，継続的契約一般に妥当する規定を設ける

べきであるとの考え方が提示されている。 

他方で，継続的契約一般に妥当する規定を設けることに対しては，取引関係

が長期にわたる契約には多種多様なものがあるところ，そもそもこれらを「継

続的契約」として統一的に定義することが現実的に可能であるかどうかについ

て，疑問も示されている。この点について，一つの考え方として，主として契

約の終了段階の規律という観点から，継続的契約を「契約の性質上，当事者の

一方又は双方の給付がある期間にわたって継続して行われるべき契約」であり，

「総量の定まった給付を当事者の合意により分割して履行する契約」を除くも

のと定義する立法提案が示されている。 

以上のような考え方について，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

１ 現代社会においては，継続的供給契約や代理店契約，特約店契約のように取引関

係が長期にわたる契約が重要な役割を果たしている。こうしたいわゆる継続的契約

に関して，民法の典型契約は，必ずしも契約の継続性に着目して分類されたもので

はなく，また，民法には契約の継続性に着目した一般的な規定も置かれていない。

このため，実務においては，契約の解消の場面を中心に継続的契約をめぐる紛争が

生ずることが少なくないにもかかわらず，その解決は，専ら解釈に委ねられている

というのが現状である。 

継続的契約の解消に関する裁判例には，契約関係を維持しようとする特有の傾向

があるとの指摘があるところ，こうした裁判例を分析すること等を通じて，主とし

て契約の解消の場面について，継続的契約一般に妥当する規定を設けるべきである
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との考え方が提示されている（参考資料１［検討委員会試案］・４１５頁。なお，参

考資料２［研究会試案］・１９６頁は，解除に関する規定の中に継続的契約の特則を

設けることを提案している。）。 

２ もっとも，取引関係が長期にわたる契約には多種多様なものがあるところ，そも

そもこれらを「継続的契約」として統一的に定義することが現実的に可能であるか

どうかについては，疑問も示されている。実際のところ，継続的契約については，

判例上確立した定義は存在しておらず，学説上もその意味は一義的に確定していな

いと言われている。 

  この点について，一つの考え方として，主として契約の終了段階の規律という観

点から，継続的契約を「契約の性質上，当事者の一方又は双方の給付がある期間に

わたって継続して行われるべき契約」であり，「総量の定まった給付を当事者の合意

により分割して履行する契約」を除くものと定義する立法提案が示されている（参

考資料１［検討委員会試案］・４１６頁）。後者は，一般に，「分割履行契約」（国際

物品売買契約に関する国際連合条約（ウィーン売買条約）第７３条参照）と呼ばれ

ているものであるが，これを継続的契約から除外する趣旨は，分割履行契約には，

給付の総量が決まっているという点で，いわゆる単発型の契約とも共通する性質が

あり，これをも継続的契約に含めると，継続的契約の概念がかえって不明確なもの

となることが危惧されたことにあるとされている（後記「３(1) 分割履行契約」参

照）。 

仮に，以上のような定義の下で継続的契約一般に妥当する規定を設ける場合には，

この定義に該当し得る個別の規定（消費貸借，使用貸借，賃貸借，雇用，委任，寄

託，組合，終身定期金等）との関係をどのように整理すべきか―例えば，一般法

と特別法の関係に位置付けることが適当であるかどうか等―も問題となり得る。 

  ３ 以上のような考え方について，どのように考えるか。 

 

（比較法） 

○ 国際物品売買契約に関する国際連合条約 

第７３条 

(1) 物品を複数回に分けて引き渡す契約において、いずれかの引渡部分についての当事

者の一方による義務の不履行が当該引渡部分についての重大な契約違反となる場合に

は、相手方は、当該引渡部分について契約の解除の意思表示をすることができる。 

(2) いずれかの引渡部分についての当事者の一方による義務の不履行が将来の引渡部分

について重大な契約違反が生ずると判断する十分な根拠を相手方に与える場合には、

当該相手方は、将来の引渡部分について契約の解除の意思表示をすることができる。

ただし、この意思表示を合理的な期間内に行う場合に限る。 

(3) いずれかの引渡部分について契約の解除の意思表示をする買主は、当該引渡部分が

既に引き渡された部分又は将来の引渡部分と相互依存関係にあることにより、契約の

締結時に当事者双方が想定していた目的のために既に引き渡された部分又は将来の引

渡部分を使用することができなくなった場合には、それらの引渡部分についても同時
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に契約の解除の意思表示をすることができる。 

 

○ フランス民法改正草案（カタラ草案） 

 第１１０２－６条 

① 枠契約は、契約当事者がその本質的特徴を決定する契約関係について、交渉し、締

結し、または維持することを同意する基本合意である。 

② 適用契約は、その履行の態様、とりわけ給付の期日、量および場合によっては対価

を定める。 

第１１２１－４条 

   もっとも、継続的または分割的 échelonée 履行の伴う契約において、債権者により提

供される給付の対価は、債権者が各供給時に、場合によってはその者固有の料金表に依

拠することによっても、決定することを合意することができる。異議が生じた場合には、

債権者は、債務者により受領の通知とともに書面によりなされた即時の請求に対して、

金額を正当化する責任を負う。 

 第１１３５－１条 

   継続的または分割的履行を伴う契約において、諸状況の効果により、相互の給付の当

初の均衡が一方当事者にとって契約があらゆる利益を失ってしまうほどに崩れた場合に

は、当事者は、それらの者の合意の修正について交渉することを約することができる。

 第１１３５－２条 

   かかる条項がない場合、契約におけるその者の利益を失う当事者は、大審裁判所長に

対し新たな交渉を命じるよう、請求することができる。 

 第１１３５－３条 

① 場合によっては、これらの交渉は、本章第１節の規定と同様である。 

② 交渉の失敗は、信義誠実に反する場合を除いて、各当事者に、費用も損害もなく、

契約を解約する権能を与える。 

第１１６０－１条 

② 継続的または分割的履行を伴う契約において、解除は解約 résiliation に相当する。

各当事者の義務負担は、解除の召喚または一方的解除の送達の時から将来に向かって

終了する。 

 

○ フランス民法改正草案（司法省草案） 

第１１条 

   枠契約は、契約当事者が本質的特徴を決定する契約関係を同意する合意である。適用

契約は、その履行の態様、とりわけ給付の期日、量および給付の対価を定める。 

 第１２条 

② 継続的履行を伴う契約とは、少なくとも一方当事者の債務が、繰り返され、時間の

間隔をおいて続く契約である。 

 第８２条 

① もっとも、継続的履行を伴う契約または枠契約においては、給付の対価を一方当事
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者が一方的に定める合意をすることができる。異議が生じた場合、その者が、金額を

正当化する責任を負う。 

② 対価が明らかに濫用的である場合、債務者は、損害賠償および場合によっては契約

の解除を得るために、裁判所に提訴することができる。 

 第１３０条 

① 法律が異なる規定をしていない限り、契約が不確定の期間とともに［または、明ら

かに極端な期間として］締結されたとき、一方当事者は、十分な予告期間を留保して、

いつでもその契約を解約することができる。 

② 濫用的な場合を除き、一方的解約は、解約を提起した者の責任を生じさせない。 

 第１３１条 

① 契約が確定の期間とともに締結されたとき、各当事者はその期間の終了までそれを

履行しなければならない。 

② 事前の解約の場合は、１５９から１７１条までの規定が適用される。 

③ 法律の規定または反対の合意がある場合を除いて、いかなる当事者も契約の更新を

請求することができない。 

 第１３２条 

   契約は、第三者の権利を留保して、期間満了前に表示された両当事者の意思により保

護することができる。 

 第１３３条 

   法律が確定期間付きで締結された契約の更新権を認めている場合、または更新権が当

初の契約時の当事者の合意、もしくは契約終了時の明示の合意から生じている場合、期

間が満了した契約とは異なる更新された契約は、反対の条項がある場合を除き、期間以

外について同一の条件にしたがう。 

 第１３４条 

 確定期限付きで締結された契約の満了後に、契約当事者が債務の履行を継続している

場合、契約当事者の態度は契約の黙示の更新をもたらす。黙示の更新は、内容は同一で

不確定の期間を有する新たな契約を生じさせる。 

第１６６条 

② 継続的または分割的履行を伴う契約において、当事者の義務負担は、解除の召喚ま

たは一方的解除の送達の時から将来に向かって終了する。 

第１７１条 

① 各当事者は、１０３条から１０９条までの規定にしたがって、受け取ったものを他

方に返還する。 

② ただし、継続的または分割的履行を伴う契約において、交換された給付は、その履

行が両当事者のそれぞれの債務に適合しているときは、返還をもたらさない。 

 

○ ドイツ民法 

 第３１３条 行為基礎の障害 

  (1) 契約の基礎となった事情が契約締結後に著しく変更し、かつ、両当事者がこの変更
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を予見していたならば契約を締結せず、または異なる内容の契約を締結したであろう

場合において、個々の事案におけるあらゆる事情、特に契約上または法律上のリスク

配分を考慮して、契約を変更せずに維持することが当事者の一方にとって期待不可能

であるときは、契約の改訂を求めることができる。 

  (2) 契約の基礎となった重要な表象が誤りであることが明らかになったときも、事情の

変更と同様とする。 

  (3) 契約の改訂が不可能であるか、または当事者の一方にとって期待不可能であるとき

は、不利益を受ける当事者は、契約を解除することができる。継続的債権関係につい

ては、解約告知権が解除権に代わる。 

 第３１４条 重大事由に基づく継続的債権関係の解約告知 

  (1) 契約の各当事者は、重大事由に基づいて、告知期間を遵守することなく継続的債権

関係を告知することができる。重大事由は、具体的事案におけるあらゆる事情を考慮

し、かつ両当事者の利益を衡量して、合意された終了時期までまたは告知期間が経過

するまで契約関係が継続することが解約告知を主張する当事者にとって期待不可能で

あるときに存在するものとする。 

  (2) 重大事由が契約から生じる義務の違反であるときは、是正のために定められた相当

期間が奏効することなく経過した後に、または催告が奏効しなかった後に初めて、解

約告知が認められる。323 条 2 項は、この場合に準用する。 

  (3) 解約告知権者は、解約告知事由を知った時から相当の期間内においてのみ、解約告

知をすることができる。 

  (4) 損害賠償を請求する権利は、解約告知によって排除されない。 

 第５１０条 分割供給契約 

  (1) 消費者の意思表示が以下の各号の契約の締結に向けられている事業者との契約に際

しては、消費者は、第 2文の適用の下で、第 355 条に定める撤回権を有する。 

１．まとめて帰属するものとして売却された複数の物に関する分割給付での引渡しを

目的とし、かつそれに関する対価が目的物の全体について分割で支払われるべき契

約。 

２．同種の物の定期的な引渡しを目的とする契約。 

３．物の反復的な取得または調達に関する義務を目的とする場合。 

第４９１条第２項および第３項に定める範囲においては、この限りでない。第４９

１条第２項第１号における総消費貸借金額は、解約告知を行うための最も早い時点ま

でに消費者が支払うべき分割払い金の総額と読み替えるものとする。 

  (2) 第１項における分割供給契約は、書面の方式を必要とする。第１文は、契約締結時

に約款を含む契約条項を取り出して再現可能な形式で保存する可能性が、消費者に対

し与えられているときは、適用しない。事業者は、消費者に対し契約内容を文章の形

式で通知しなければならない。 

 

71



２ 各論 

(1) 期間の定めのない継続的契約の終了 

継続的契約一般に妥当する規定を設ける場合には，期間の定めのない継続

的契約は，当事者の一方が他方に対し，あらかじめ合理的な期間をおいて解

約の申入れをすることにより，将来に向かって終了するとする規定を設ける

べきであるとの考え方が提示されているが，このような考え方について，ど

のように考えるか。 

 

（参照・現行条文） 

○ （期間の定めのない賃貸借の解約の申入れ） 

民法第６１７条 当事者が賃貸借の期間を定めなかったときは、各当事者は、いつ

でも解約の申入れをすることができる。この場合においては、次の各号に掲げる

賃貸借は、解約の申入れの日からそれぞれ当該各号に定める期間を経過すること

によって終了する。 

一 土地の賃貸借 一年 

二 建物の賃貸借 三箇月 

三 動産及び貸席の賃貸借 一日 

２ 収穫の季節がある土地の賃貸借については、その季節の後次の耕作に着手する

前に、解約の申入れをしなければならない。 

○ （期間の定めのない雇用の解約の申入れ） 

民法第６２７条 当事者が雇用の期間を定めなかったときは、各当事者は、いつで

も解約の申入れをすることができる。この場合において、雇用は、解約の申入れ

の日から二週間を経過することによって終了する。 

２ 期間によって報酬を定めた場合には、解約の申入れは、次期以後についてする

ことができる。ただし、その解約の申入れは、当期の前半にしなければならない。

３ 六箇月以上の期間によって報酬を定めた場合には、前項の解約の申入れは、三

箇月前にしなければならない。 

 

（補足説明） 

１ 期間の定めのない継続的契約の終了に関して，当事者間で解約の合意が成立す

れば契約関係が終了することに争いはない。問題は，一方当事者による解約を認

めることの当否やこれを認める場合の要件についてである。 

この点に関する裁判例には，①一方当事者による解約が可能であることを原則

としつつも，即時解約は許さず，予告期間を要求するなどの制約を課すもの（ス

チール製家具の製造業者と販売業者との間の継続的売買契約に関する東京地判昭

和４９年９月１２日判時７７２号７１頁，食品原料の継続的供給契約に関する水

戸地判昭和５８年９月５日判時１１０７号１２０頁，食品の運送委託契約に関す

る仙台地決平成６年９月３０日判時１５５３号１２６頁，洋菓子の継続的運送契

約に関する東京地判平成９年９月２６日判時１６３９号７３頁等），②一方当事者
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による解約が不可能であることを原則としつつも，継続的な契約関係の存続を困

難にするような重大な事由がある場合等には，これを許すもの（ゴルフシューズ

の製造業者と販売業者との間の継続的売買契約に関する東京地判昭和３６年１２

月１３日判時２８６号２５頁，ドライアイスの販売代理店契約に関する東京地判

昭和５２年２月２２日判時８６５号７１頁，理髪店としての営業承認合意に関す

る京都地判平成４年１１月６日判時１４５４号１３６頁，食品の供給業務委託契

約に関する大阪地判平成１７年９月１６日判時１９２０号９６頁，医薬品等の製

造販売業者と小売業者との間の継続的供給契約に関する知財高判平成１８年２月

２７日公刊物未登載等）という二つの異なる立場のものがあるとの指摘がある。

もっとも，②の類型に分類される裁判例にも，相当の予告期間の設定や相当の損

害賠償がされている場合には一方当事者による解約を許すもの（海苔等の製造業

者と販売業者との間の継続的売買契約に関する名古屋高判昭和４６年３月２９日

判時６３４号５０頁，雑誌等の卸売業者間の継続的供給契約に関する東京地判昭

和５９年９月３０日判時１０４５号１０５頁等）があるので，相当な予告期間さ

えおかれていれば一方当事者による解約が許されるという限度で，①の立場と②

の立場との間に結論において大きな差異はないとみることもできる。 

２ こうした裁判例の傾向に沿う具体的な立法提案として，期間の定めのない継続

的契約は，当事者の一方が他方に対し，あらかじめ合理的な期間をおいて解約の

申入れをすることにより，将来に向かって終了するとする規定を設けるべきであ

るとの考え方が提示されている（参考資料１［検討委員会試案］・４１７頁）。 

このような考え方について，どのように考えるか。 

 

(2) 期間の定めのある契約の終了 

継続的契約一般に妥当する規定を設ける場合には，期間の定めのある継続

的契約は，更新を拒絶することが信義則上相当でないと認められるときは，

更新の申出を拒絶することができないとする規定を設けるべきであるとの考

え方が提示されているが，このような考え方について，どのように考えるか。 

 

（参照・現行条文） 

○ （借地契約の更新請求等）  

借地借家法第５条 借地権の存続期間が満了する場合において、借地権者が契約の

更新を請求したときは、建物がある場合に限り、前条の規定によるもののほか、

従前の契約と同一の条件で契約を更新したものとみなす。ただし、借地権設定者

が遅滞なく異議を述べたときは、この限りでない。  

２～３ （略） 

○ （借地契約の更新拒絶の要件）  

借地借家法第６条 前条の異議は、借地権設定者及び借地権者（転借地権者を含む。

以下この条において同じ。）が土地の使用を必要とする事情のほか、借地に関す

る従前の経過及び土地の利用状況並びに借地権設定者が土地の明渡しの条件とし
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て又は土地の明渡しと引換えに借地権者に対して財産上の給付をする旨の申出を

した場合におけるその申出を考慮して、正当の事由があると認められる場合でな

ければ、述べることができない。  

○ （建物賃貸借契約の更新等）  

借地借家法第２６条 建物の賃貸借について期間の定めがある場合において、当事

者が期間の満了の一年前から六月前までの間に相手方に対して更新をしない旨の

通知又は条件を変更しなければ更新をしない旨の通知をしなかったときは、従前

の契約と同一の条件で契約を更新したものとみなす。ただし、その期間は、定め

がないものとする。  

２～３ （略） 

○ （建物賃貸借契約の更新拒絶等の要件）  

借地借家法第２８条 建物の賃貸人による第二十六条第一項の通知又は建物の賃貸

借の解約の申入れは、建物の賃貸人及び賃借人（転借人を含む。以下この条にお

いて同じ。）が建物の使用を必要とする事情のほか、建物の賃貸借に関する従前

の経過、建物の利用状況及び建物の現況並びに建物の賃貸人が建物の明渡しの条

件として又は建物の明渡しと引換えに建物の賃借人に対して財産上の給付をする

旨の申出をした場合におけるその申出を考慮して、正当の事由があると認められ

る場合でなければ、することができない。 

 

（補足説明） 

１ 期間の定めのある継続的契約については，定められた期間の満了により終了す

るのが原則であるが，当事者間で契約を更新する明示又は黙示の合意が成立した

場合には，契約は終了せずに更新されることになる。問題は，一方当事者による

契約の更新の拒絶が許されるかどうかや，許される場合の要件についてである。 

この点に関する裁判例には，①契約の更新を拒絶することが公序良俗や信義則

に反する等の特段の事情がない限り，期間の満了とともに契約は終了するとする

もの（弁当店のフランチャイズ契約に関する名古屋地判平成元年１０月３１日判

時１３７７号９０頁等）もあるが，②契約の更新を拒絶するには信頼関係の破壊

等の契約を継続し難いやむを得ない事由が必要であるとするもの（農機具の販売

代理店契約に関する札幌高決昭和６２年９月３０日判時１２５８号７６頁，弁当

店のフランチャイズ契約に関する名古屋地判平成２年８月３１日判時１３７７号

９４頁，化学製品の製造業者と販売業者との間の継続的供給契約に関する大阪高

判平成８年１０月２５日判時１５９５号７０頁，新聞販売店契約に関する福岡高

判平成１９年６月１９日判タ１２６５号２５３頁等）も少なくない。 

２ このうち，②の裁判例の傾向に沿う立法提案として，契約の目的，契約期間，

従来の更新の経緯，更新を拒絶しようとする当事者の理由その他の事情に照らし，

更新を拒絶することが信義則上相当でないと認められるときは，更新の申出を拒

絶することができないとする規定を設けるべきであるとの考え方が提示されてい

る（参考資料１［検討委員会試案］・４１７頁）。 
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  もっとも，このような考え方に対しては，当事者が合意して期間の定めを設け

ているにもかかわらず，信義則上相当でないと認められるときでなければ更新を

拒絶することができないとするのは，当事者の意思を無視することになりかねな

いとの批判や，継続的契約には多種多様なものがあるにもかかわらず，一般的に

契約の両当事者をともに拘束する規律を設けることは適当でないとの批判もあり

得る。 

３ なお，この立法提案は，更新後の契約については，従前の契約と同一の条件で，

期間の定めのないものと推定するとの規定も併せて設けるべきであるとする。 

この点に関しては，裁判例（建築用軽石の販売代行店契約に関する福岡地判昭

和３９年３月１９日下民集１５巻３号５６３頁）にも，「これを反対に解すべき特

段の事情のない限り右の継続的取引契約は同一の条件によつて更新されたものと

解すべきである。ただ、期間の点のみは、民法第六一九条、第六一七条の規定を

類推するときは、更新によつて、その定めのないものとなり、当事者が随時にそ

の解除をなし得るに至るものと考えられる。」との判断をしたものがある。 

４ 以上のような考え方について，どのように考えるか。 

 

（関連論点） 継続的契約の解除 

継続的契約の解消に関して，裁判例には，継続的契約を解除するにはやむを得な

い事由が必要であるなどとするものも少なくない（贈答品の継続的供給契約に関す

る京都地判昭和６０年 1 月１８日金判７１６号３０頁，化粧品の特約店契約に関す

る東京高判平成６年９月１４日判時１５０７号４３頁等）。 

この点について，「重大な不履行（義務違反）」を契約の解除の要件とすべきであ

るとの考え方（部会資料５－１「第３ ２(1) 民法第５４１条「債務を履行しない

場合」の限定の要否」・１１頁参照）によれば，継続的契約の解除の場合であっても，

不履行（義務違反）の重大性の判断の際にやむを得ない事由の有無等も判断され得

ることから，あえて特則を設ける必要はないと考えることもできる（参考資料１［検

討委員会試案］・４１６頁参照）。これに対し，契約の解除一般の要件について現行

法を維持しつつ，「賃貸借契約，使用貸借契約，雇用契約，委任契約，寄託契約，消

費貸借契約，組合契約その他の継続的契約」については，契約当事者間の信頼関係

を破壊するような債務不履行がなければ解除することができないとし，さらに，債

務不履行による契約当事者間の信頼関係の破壊が著しいときは，催告することなく

解除することができるという規定を設けるべきであるとの立法提案もある（参考資

料２［研究会試案］・１９６頁）。 

この点について，どのように考えるか。 

 

(3) 解除の効果 

継続的契約一般に妥当する規定を設ける場合には，継続的契約の解除は将

来に向かってのみその効力を生ずるとする規定を設けるべきであるとの考え

方が提示されているが，このような考え方について，どのように考えるか。 
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（参照・現行条文） 

○ （賃貸借の解除の効力） 

民法第６２０条 賃貸借の解除をした場合には、その解除は、将来に向かってのみ

その効力を生ずる。この場合において、当事者の一方に過失があったときは、そ

の者に対する損害賠償の請求を妨げない。 

○ （雇用の解除の効力） 

民法第６３０条 第六百二十条の規定は、雇用について準用する。 

○ （委任の解除の効力） 

民法第６５２条 第六百二十条の規定は、委任について準用する。 

○ （組合契約の解除の効力） 

民法第６８４条 第六百二十条の規定は、組合契約について準用する。 

 

（補足説明） 

一般に，継続的契約については，遡及効のある解除を認めると，既に経過した期

間についても原状回復の義務を生じさせることになるなど，いたずらに法律関係が

複雑になるだけであることから，解除の効力は，将来に向かってのみ生ずるものと

解されている（賃貸借に関する民法第６２０条，雇用に関する同法第６３０条，委

任に関する同法第６５２条，組合に関する同法第６８４条参照）。 

この点に関する具体的な立法提案として，継続的契約の解除は将来に向かっての

みその効力を生ずるとする規定を設けるべきであるとの考え方が提示されている

（参考資料１［検討委員会試案］・４１７頁，参考資料２［研究会試案］・１９６頁）。 

このような考え方について，どのように考えるか。 

 

３ その他 

(1) 分割履行契約 

継続的契約一般に妥当する規定を設けるべきであるとの立法提案に関連し

て，分割履行契約について規定する国際物品売買契約に関する国際連合条約

（ウィーン売買条約）第７３条に相当する規定を民法に設けるべきであると

の考え方が提示されている。すなわち，総量の定まった給付を当事者の合意

により分割して履行する契約のうち，金銭の支払のみが分割であるものを除

いたものについて，分割履行部分の不履行があった場合に，①当該部分につ

いての契約解除，②将来の履行部分についての不履行の予防措置請求等，③

当該部分と一定の関係がある他の部分についての契約解除ができるようにす

べきであるとの立法提案がされている。 

このような考え方について，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

１ 分割履行契約に関しては，国際物品売買契約に関する国際連合条約（ウィーン
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売買条約）第７３条が，物品を複数回に分けて引き渡す契約において，①いずれ

かの引渡部分についての当事者の一方による義務の不履行が当該引渡部分につい

ての重大な契約違反となる場合には，相手方は，当該引渡部分について契約の解

除の意思表示をすることができること，②いずれかの引渡部分についての当事者

の一方による義務の不履行が将来の引渡部分について重大な契約違反が生ずると

判断する十分な根拠を相手方に与える場合には，当該相手方は，将来の引渡部分

について，合理的な期間内に，契約の解除の意思表示をすることができること，

③いずれかの引渡部分について契約の解除の意思表示をする買主は，当該引渡部

分が既に引き渡された部分又は将来の引渡部分と相互依存関係にあることにより，

契約の締結時に当事者双方が想定していた目的のために既に引き渡された部分又

は将来の引渡部分を使用することができなくなった場合には，それらの引渡部分

についても同時に契約の解除の意思表示をすることができることを定めていると

ころ，分割履行契約を継続的契約に含めないとする考え方（前記「１ 総論（規

定を設けることの当否，定義等）」参照）からは，継続的契約一般に妥当する規定

を設ける際に，これと併せて，この国際物品売買契約に関する国際連合条約（ウ

ィーン売買条約）第７３条に相当する規定を民法に設けるべきであるとの提案が

されている（参考資料１［検討委員会試案］・４１８頁）。 

２ この立法提案は，①対象が「物品を複数回に分けて引き渡す契約」に限定され

ない点，②将来の履行部分の解除は，不履行の明白なおそれがある場合にその予

防措置を請求したにもかかわらず，相手方がこれに応じなかったときに認められ

るとされている点，③将来の履行部分の解除は，不履行の明白なおそれのある部

分に限られる点，④不履行部分と一定の関係にある他の分割履行部分の解除の要

件について，その関係の発生原因を当事者の合意に限定した点などにおいて，国

際物品売買契約に関する国際連合条約（ウィーン売買条約）第７３条とは異なる

とされている。 

３ このような考え方について，どのように考えるか。 

 

(2) 多数当事者型継続的契約 

継続的契約一般に妥当する規定を設けるべきであるとの立法提案に関連し

て，当事者の一方が多数の相手方との間で同種の給付について共通の条件で

締結する継続的契約であって，それぞれの契約の目的を達成するために他の

契約が締結されることが相互に予定されているものについて，その当事者は，

契約の履行及び解消に当たって，相手方のうちの一部の者を，合理的な理由

なく差別的に取り扱ってはならないとする規定を民法に設けるべきであると

の考え方が提示されている。 

このような考え方について，どのように考えるか。 

 

（補足説明） 

継続的契約一般に妥当する規定を設けるべきであるとの考え方（前記「１ 総論
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（規定を設けることの当否，定義等）」参照）からは，これと併せて，当事者の一方

が多数の相手方との間で同種の給付について共通の条件で締結する継続的契約であ

って，それぞれの契約の目的を達成するために他の契約が締結されることが相互に

予定されているものについて，その当事者は，契約の履行及び解消に当たって，相

手方のうちの一部の者を，合理的な理由なく差別的に取り扱ってはならないとする

規定を民法に設けるべきであるとの提案がされている（参考資料１［検討委員会試

案］・４１８頁）。 

この提案は，フランチャイズ契約や特約店契約，ゴルフクラブ会員権契約，在学

契約等の一人の中軸となる当事者と多数の相手方との間で継続的契約が締結される

場合を念頭に置いたものであり，ハブ・アンド・スポーク形式で団体性のある契約

がされる場合についての規律を民法典に用意することを目的とするものとされてい

る。 

もっとも，このような考え方に対しては，ハブ・アンド・スポーク形式による契

約には多種多様なものがあり，不平等な取扱いの態様も千差万別であることから，

これらを統一的に規律する明文の規定を設けることは現実的に困難であるとの指摘

がされている。 

以上を踏まえ，このような考え方について，どのように考えるか。 

 

第８ 法定債権に関する規定に与える影響 

   民法第３編債権には，第３章（事務管理），第４章（不当利得）及び第５章（不

法行為）において，契約以外の原因に基づき発生する債権（法定債権）に関す

る規定が置かれている。 

   法定債権に関する規定について，契約に関する規定（第３編第１章（総則）・

第２章（契約），第１編第５章（法律行為）・第６章（期間の計算）・第７章（時

効））の見直しに伴って必要となる範囲に限って見直しを行うに当たり，どのよ

うな点に留意する必要があるか。  

   

（参考・現行条文） 

第三章 事務管理  

○（事務管理）  

民法第６９７条 義務なく他人のために事務の管理を始めた者（以下この章において「管

理者」という。）は、その事務の性質に従い、最も本人の利益に適合する方法によ

って、その事務の管理（以下「事務管理」という。）をしなければならない。  

２ 管理者は、本人の意思を知っているとき、又はこれを推知することができるとき

は、その意思に従って事務管理をしなければならない。  

○（緊急事務管理）  

民法第６９８条 管理者は、本人の身体、名誉又は財産に対する急迫の危害を免れさせる

ために事務管理をしたときは、悪意又は重大な過失があるのでなければ、これによ

って生じた損害を賠償する責任を負わない。 
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○（管理者の通知義務）  

民法第６９９条 管理者は、事務管理を始めたことを遅滞なく本人に通知しなければなら

ない。ただし、本人が既にこれを知っているときは、この限りでない。  

○（管理者による事務管理の継続）  

民法第７００条 管理者は、本人又はその相続人若しくは法定代理人が管理をすることが

できるに至るまで、事務管理を継続しなければならない。ただし、事務管理の継続

が本人の意思に反し、又は本人に不利であることが明らかであるときは、この限り

でない。  

○（委任の規定の準用）  

民法第７０１条 第六百四十五条から第六百四十七条までの規定は、事務管理について準

用する。  

○（管理者による費用の償還請求等）  

民法第７０２条 管理者は、本人のために有益な費用を支出したときは、本人に対し、そ

の償還を請求することができる。  

２ 第六百五十条第二項の規定は、管理者が本人のために有益な債務を負担した場合

について準用する。  

３ 管理者が本人の意思に反して事務管理をしたときは、本人が現に利益を受けてい

る限度においてのみ、前二項の規定を適用する。  

 

第四章 不当利得  

○（不当利得の返還義務）  

民法第７０３条 法律上の原因なく他人の財産又は労務によって利益を受け、そのために

他人に損失を及ぼした者（以下この章において「受益者」という。）は、その利益

の存する限度において、これを返還する義務を負う。  

○（悪意の受益者の返還義務等）  

民法第７０４条 悪意の受益者は、その受けた利益に利息を付して返還しなければならな

い。この場合において、なお損害があるときは、その賠償の責任を負う。  

○（債務の不存在を知ってした弁済）  

民法第７０５条 債務の弁済として給付をした者は、その時において債務の存在しないこ

とを知っていたときは、その給付したものの返還を請求することができない。  

○（期限前の弁済）  

民法第７０６条 債務者は、弁済期にない債務の弁済として給付をしたときは、その給付

したものの返還を請求することができない。ただし、債務者が錯誤によってその給

付をしたときは、債権者は、これによって得た利益を返還しなければならない。 

○（他人の債務の弁済）  

民法第７０７条 債務者でない者が錯誤によって債務の弁済をした場合において、債権者

が善意で証書を滅失させ若しくは損傷し、担保を放棄し、又は時効によってその債

権を失ったときは、その弁済をした者は、返還の請求をすることができない。  

２ 前項の規定は、弁済をした者から債務者に対する求償権の行使を妨げない。  

79



○（不法原因給付）  

民法第７０８条 不法な原因のために給付をした者は、その給付したものの返還を請求す

ることができない。ただし、不法な原因が受益者についてのみ存したときは、この

限りでない。  

 

第五章 不法行為  

○（不法行為による損害賠償）  

民法第７０９条 故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される利益を侵害し

た者は、これによって生じた損害を賠償する責任を負う。  

○（財産以外の損害の賠償）  

民法第７１０条 他人の身体、自由若しくは名誉を侵害した場合又は他人の財産権を侵害

した場合のいずれであるかを問わず、前条の規定により損害賠償の責任を負う者

は、財産以外の損害に対しても、その賠償をしなければならない。  

○（近親者に対する損害の賠償）  

民法第７１１条 他人の生命を侵害した者は、被害者の父母、配偶者及び子に対しては、

その財産権が侵害されなかった場合においても、損害の賠償をしなければならな

い。  

○（責任能力）  

民法第７１２条 未成年者は、他人に損害を加えた場合において、自己の行為の責任を弁

識するに足りる知能を備えていなかったときは、その行為について賠償の責任を負

わない。  

民法第７１３条 精神上の障害により自己の行為の責任を弁識する能力を欠く状態にあ

る間に他人に損害を加えた者は、その賠償の責任を負わない。ただし、故意又は過

失によって一時的にその状態を招いたときは、この限りでない。  

○（責任無能力者の監督義務者等の責任）  

民法第７１４条 前二条の規定により責任無能力者がその責任を負わない場合において、

その責任無能力者を監督する法定の義務を負う者は、その責任無能力者が第三者に

加えた損害を賠償する責任を負う。ただし、監督義務者がその義務を怠らなかった

とき、又はその義務を怠らなくても損害が生ずべきであったときは、この限りでな

い。  

２ 監督義務者に代わって責任無能力者を監督する者も、前項の責任を負う。  

○（使用者等の責任）  

民法第７１５条 ある事業のために他人を使用する者は、被用者がその事業の執行につい

て第三者に加えた損害を賠償する責任を負う。ただし、使用者が被用者の選任及び

その事業の監督について相当の注意をしたとき、又は相当の注意をしても損害が生

ずべきであったときは、この限りでない。  

２ 使用者に代わって事業を監督する者も、前項の責任を負う。  

３ 前二項の規定は、使用者又は監督者から被用者に対する求償権の行使を妨げな

い。  
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○（注文者の責任）  

民法第７１６条 注文者は、請負人がその仕事について第三者に加えた損害を賠償する責

任を負わない。ただし、注文又は指図についてその注文者に過失があったときは、

この限りでない。  

○（土地の工作物等の占有者及び所有者の責任）  

民法第７１７条 土地の工作物の設置又は保存に瑕疵があることによって他人に損害を

生じたときは、その工作物の占有者は、被害者に対してその損害を賠償する責任を

負う。ただし、占有者が損害の発生を防止するのに必要な注意をしたときは、所有

者がその損害を賠償しなければならない。  

２ 前項の規定は、竹木の栽植又は支持に瑕疵がある場合について準用する。  

３ 前二項の場合において、損害の原因について他にその責任を負う者があるとき

は、占有者又は所有者は、その者に対して求償権を行使することができる。  

○（動物の占有者等の責任）  

民法第７１８条 動物の占有者は、その動物が他人に加えた損害を賠償する責任を負う。

ただし、動物の種類及び性質に従い相当の注意をもってその管理をしたときは、こ

の限りでない。  

２ 占有者に代わって動物を管理する者も、前項の責任を負う。  

○（共同不法行為者の責任）  

民法第７１９条 数人が共同の不法行為によって他人に損害を加えたときは、各自が連帯

してその損害を賠償する責任を負う。共同行為者のうちいずれの者がその損害を加

えたかを知ることができないときも、同様とする。  

２ 行為者を教唆した者及び幇助した者は、共同行為者とみなして、前項の規定を適

用する。  

○（正当防衛及び緊急避難）  

民法第７２０条 他人の不法行為に対し、自己又は第三者の権利又は法律上保護される利

益を防衛するため、やむを得ず加害行為をした者は、損害賠償の責任を負わない。

ただし、被害者から不法行為をした者に対する損害賠償の請求を妨げない。  

２ 前項の規定は、他人の物から生じた急迫の危難を避けるためその物を損傷した場

合について準用する。  

○（損害賠償請求権に関する胎児の権利能力）  

民法第７２１条 胎児は、損害賠償の請求権については、既に生まれたものとみなす。 

○（損害賠償の方法及び過失相殺）  

民法第７２２条 第四百十七条の規定は、不法行為による損害賠償について準用する。 

２ 被害者に過失があったときは、裁判所は、これを考慮して、損害賠償の額を定め

ることができる。  

○（名誉毀損における原状回復）  

民法第７２３条 他人の名誉を毀損した者に対しては、裁判所は、被害者の請求により、

損害賠償に代えて、又は損害賠償とともに、名誉を回復するのに適当な処分を命ず

ることができる。  
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○（不法行為による損害賠償請求権の期間の制限）  

民法第７２４条 不法行為による損害賠償の請求権は、被害者又はその法定代理人が損害

及び加害者を知った時から三年間行使しないときは、時効によって消滅する。不法

行為の時から二十年を経過したときも、同様とする。 

 

  （補足説明） 

  １ 民法第３編債権には，第３章（事務管理），第４章（不当利得）及び第５章（不法

行為）において，契約以外の原因に基づき発生する債権に関する規定が置かれてい

る。第３章から第５章までに規定された契約以外の原因に基づき発生する債権は，

法律の規定によりその発生が認められるものであるため，講学上，法定債権と呼ば

れる。 

    債権関係の規定のうち，契約に関する規定として，民法第３編債権の第１章（総

則）及び第２章（契約）並びに第１編総則の第５章（法律行為），第６章（期間の計

算）及び第７章（時効）の見直しを行う場合，その見直しの内容によっては，法定

債権に関する規定を現行条文のまま維持することが適切でない状況が生じ得る。 

   そこで，法定債権に関する規定について，契約に関する規定の見直しに伴って必

要な範囲に限って見直しを行うに当たり，どのような点に留意する必要があるか。 

  ２ 契約に関する規定の見直しに伴って必要な範囲に限って法定債権に関する規定の

見直しを行うという観点からは，例えば，次のような指摘がされている。 

   ① 債務不履行による損害賠償責任の免責事由（民法第４１５条後段） 

債務不履行による損害賠償（民法第４１５条）の帰責根拠を契約の拘束力に求

め，同条の「債務者の責めに帰すべき事由」を，その帰責根拠に適合する内容の

免責事由と捉える考え方（部会資料５－２第２，３(2)（補足説明）１［Ｂ案］（２

９頁）参照）は，契約に基づく債権を念頭に置いた考え方であるため，この考え

方を採用する場合には，法定債権の債務不履行による損害賠償の免責事由につい

て，独自の規定を置く必要が生ずるのではないかが問題となり得る。 

     この点については，①物の返還を目的とする不当利得類型等については，物が

滅失・損傷等した場合に，返還義務が価格返還義務に転化するという立場を採用

する場合（部会資料５－１第３，４(3)［Ｂ案］・［Ｂ－１案］（１４頁），部会資料

１３－１第２，３(2)（６頁）参照），この場面においては免責事由による免責の

余地がなくなること，②不法行為による損害賠償債務の履行遅滞のように，法定

債権の債務不履行による損害賠償責任については，現実的に免責の余地を観念し

難いこと，③そもそも法定債権については，当該債務を成立させるという評価の

中で，当該債務の不履行に関するリスクを債務者に負担させるべきであるという

態度決定がされているとも考えられることなどの理由から，法定債権の債務不履

行による損害賠償責任の免責事由の規定を置く必要性に疑問を呈する見解もある。 

     これに対して，ａ）物の引渡しを目的とする法定債権においても，天災等によ

り履行遅滞に陥った場合を念頭に置くと，免責の余地を認める必要があるのでは

ないか，ｂ）金銭債務の債務不履行による損害賠償について不可抗力免責を否定
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する民法第４１９条第３項を削除し，一般則による免責の余地を認める考え方（部

会資料５－１第２，７(1)（１０頁）参照）を採用する場合には，金銭の給付を目

的とする法定債権の債務不履行による損害賠償についてもなお免責の余地が認め

られるのではないかといった指摘がされている。 

     これらの指摘を踏まえて，法定債権の債務不履行による損害賠償の免責事由に

ついて，規定が必要か否か，規定する場合にはどのような内容の規定が必要かと

いう点について，検討が必要であるとする考え方がある。 

   ② 損害賠償の範囲（民法第４１６条） 

     債務不履行による損害賠償の範囲に関する規定（民法第４１６条）について，

契約締結時における当事者の予見可能性を問題とする考え方等，契約に基づく債

権を念頭に置いた規律を明文化する考え方（部会資料５－１第２，４(1)(2)（６

頁）参照）を採用する場合には，その規定を法定債権に準用ないし類推適用する

余地がなくなる可能性がある。そこで，法定債権の債務不履行による損害賠償責

任，さらには，契約交渉段階の義務違反を理由とする損害賠償責任や，その他の

法定の損害賠償責任について，損害賠償の範囲を決定する独自の規定が必要では

ないかという考え方がある。 

     具体的な規律の内容としては，契約債権を念頭においた損害賠償の範囲の規定

と基本的な考え方において矛盾せず，不法行為法の基本的体系に関する考え方に

ついて特定の方向付けをしないような最大公約数的な共通理解を明文化するとい

う観点から，「契約上の債務の不履行以外の理由による損害賠償の場合には，当該

損害賠償責任を基礎づける規範が保護の対象としている損害およびその損害の相

当の結果として生じた損害が賠償される」旨の規定を置くべきであるという考え

方がある（参考資料１［検討委員会試案］・４２０頁）が，どのように考えるか。 

   ③ 無効な法律行為における返還義務の範囲と不当利得の見直し 

     無効な法律行為における返還義務の範囲として，受領した利益そのものを返還

することができない場合における価額返還義務を定めるべきであるという考え方

（部会資料１３－１第２，３(2)（６頁）参照）からは，いわゆる給付利得類型の

不当利得法について独立した要件・効果を定めることが想定されるため，給付利

得類型以外の不当利得法の規定を現行法のまま維持してよいかという問題が生じ

得るとの指摘がされている。同様の問題は，債務不履行解除の効果としての原状

回復の目的物が滅失・損傷した場合の処理を規律する考え方（部会資料５－１第

３，４(3)（１４頁）参照）についても生じ得る。 

   ④ 不法行為による損害賠償請求権の期間の制限（民法第７２４条） 

     不法行為による損害賠償請求権の期間の制限については，既に部会資料１４－

１第２，２(3)ウ（２頁）において取り上げたとおり，債権一般についての原則的

な時効期間の見直しとあわせて，廃止するか，又は３年の時効期間を５年とすべ

きであるなどの考え方が示されており，また，これとは別に，生命，身体等の侵

害による損害賠償請求権について，原則的な時効期間よりも長期の期間を定める

べきであるという考え方が示されている。 
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⑤ 委任の見直しに伴う事務管理の規定の見直し 

     事務管理については，準委任の適用対象を限定する考え方（部会資料１７－１

第３，６（１３頁）参照）や役務提供型契約の受皿規定を設ける考え方（部会資

料１７－１第４（１５頁）参照）を採用する場合には，それが事務管理の規定に

もたらす影響を検討する必要があるとの指摘がされている。また，民法第７０１

条及び第７０２条第２項が準用する委任の規定については，同法第６４７条（受

任者の金銭の消費についての責任）を削除するという考え方（部会資料１７－１

第３，２(6)（１０頁）参照）等があり，そのような考え方を採用する場合に事務

管理における規律内容を同様のものとすべきかどうかを検討する必要があるとの

指摘もされている。 

   ⑥ 特定物の引渡しの場合の注意義務（民法第４００条） 

     特定物の引渡しの場合の注意義務について契約に基づく債権を念頭に置いた規

定を置く旨の立法提案（前記第１，３（補足説明）参照）からは，特定物の引渡

しを目的とする法定債権における注意義務の一般規定の要否について検討の余地

があるとの指摘がされている。なお，特定物の現状による引渡しに関する民法第

４８３条を削除すべきであるという考え方（部会資料１０－１第１，７(1)（４頁）

参照）は，同条が規律する問題は特定物の引渡しにおける注意義務の内容の問題

に解消できるとするものであり，注意義務の一般規定の要否の議論と関連性があ

る。 
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